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燃料 電池 につ いて思 うこ と

東京ガス株式会社

代表取締役副社長 片 岡 宏 文

ここ数年来,都 市ガス事 業に関わる技術開発 で大 きな投資 をして居 るものの一一

つに燃料電池がある。勿論,実 際の商品はメー カーに作って貰わなければな らな

いが,メ ーカー独 自でマーケ ッ トが開けるような簡単 な代物ではない。

振 り返 って見 ると,米 国がアポロ計画で宇 宙ロケ ッ トに燐酸型燃料電池を搭載

してか ら,そ の技術 を一般 化 して天然ガスによるオンサイ ト型燃料 電池 として実

用化すべ く,既 に20年 余 に亘 る技術開発が1.F.C社 のポ ドルニー前会長を頂点

に して執念深 く継続 され て来た。今,50数 台の200kWユ ニ ッ トが米国,日 本 を中

心にフィール ドテス トの最 中であ る。我国で も政府の支援 を得 なが ら,電 力会社,

ガス会社,メ ーカーが協力 し合 って国産技術 を商品化すべ く1.F.Cを キャ ッチ

アップす る勢 いで鋭意努力中であ る。

しか しなが ら本格 的な商品 とす る為 には,技 術内容 を深 く知 る程,経 済的に も

技術的に も障壁が なお立 ちはだかって居ることを実感する。

一方,競 合商品であるガスエ ンジンやガ スター ビンに よるコー ジェネレー ショ

ンは年 を追 って技術 改善が進み,着 を とマー ケッ トを拡大 して,燃 料電池の存在

領域 を制約 しつつ あるこ とも否めないが,燃 料電池の環境適合性,電 力変換効率

の高 さは傑出 して居 り,未 来社会 に とってその商品化推進 は極めて重要である。

これか らは,種 々のフィー ル ドにおけ る実証運転 による改良点の摘 出,設 計,

製作,据 付 を含 め真の意味での低 コス ト化 の為の技術結集 を果た した上で,初 期

導入市場の創製,マ ーケ ッ ト拡大の為 の政策的,経 済的支援が必要 であるが,そ

の成否 は,こ の仕事 を推進す るために電力,ガ ス業界 とメー カーの トップが,本

当に不退転の決意で り一 ダー シップ を発揮 し得 るか どうかに懸って居 ると思 う。
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今後のエネルギー政策の展開について

末 廣 恵雄 樋 商産業省資源エネルギー庁長官官房審議割

山本 寛 ㈹ エネルギー総合工学研究所理事長)

嚢瀬 麟 顯 蝋 鱒 激獺 戴 賊 轍 薬麟 嬢 騨 灘 蝋 灘 麟 搬 鵜 瀬 灘灘湊勲

.・騨 耳畢 糊 聖{→ 一 一 一 甘

妙 　 選 …

斗

1.審 議官のお仕事 とは

山本 審議官のお仕事 とい うのは大変お忙 し

いん じゃないか と思 うんですが,資 源エネル

ギー庁の審議官 というのは どのようなお仕事

をなさるんで しょうか.

末廣 資源エネルギー庁では,エ ネルギーの

技術 と原子力の問題 を所掌 してお りますが,

例えば原子力の長期計画の ような前向きの話

もあります し,そ のほか,ト ラブルへの対応

とか事故対策 などいろいろな仕事があ りま

す。 また,国 内対応 とともに国際的な対応も

あります し,仕 事が非常に多岐にわたってお

ります。ですか ら,い ろいろな仕事 を並行 し

て処理することがあ り,と きどき戸惑ってお

ります。

山本 例 えば,こ の冬に新聞 を騒がせました

「あかつき丸」のプル トニ ウム輸送問題。国

会あた りでもだいぶ先生方が関心 を持ってお

られたようですが,審 議官 もやは り国会で対

応 なさったのですか。

末廣 ええ。国会対応 とかプレスへの対応,

それか ち省 内幹部へ の説明 とか,い ろいろ

や ってお ります。

山本 私は,炉 の所管についての各省庁のご

担当のほうはかなり判 るんですけれども,核
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燃料あるいは核燃料サイクル関係の所管につ

いては,科 学技術庁 と通産省 とが どんな関係

にあるのか,そ の辺のところが実はよく判 ら

ないんです.

末廣 法律に基づ く事業規制 と安全規制 は原

子炉等規制法に基づいて科学技術庁の所管で

すが,原 子力産業の振興 とか財投や税制 を要

求するということと,地 域振興策,立 地対策,

そういうものは通産省の所管 とい う仕分けに

なってお ります。

山本 なるほど。電源三法のお金 と財投は通

産省ですね。一つ一つを取 り上げてみ るとど

ちらの管掌かは判 るんですが,全 体的に見て

どのよ うな範 囲を通産省が もたれてい るの

か,必 ずしもよく判らない。で も,い ろいろ

お忙しくて大変ですね。

最近,景 気 も少 し上向いてきてるん じゃな

いかというようなことが言われています。 そ

のようなムー ドも確かに見えます し,電 力需

要 も大口電力が少 し上向いてきているのでは

ないかと思われますけれど,や は り動 きとし

ては良いほ うに向かっていると見ておられる

のでしょうか。

宋廣 昨年度の電力需要の伸びは1%弱 とい

うことで,昭 和61年 以来の低い伸び率でした

が,3月 頃かち鉄鋼,非 鉄 といった需要の伸

び率がプラスになってきてます し,電 力需要

か ら見 る限 り,産 業界は何か明るくなってき

ているような感 じがします。

しかし,一 般的にはまだまだ不況の最中 と

いうことで,景 気の先行 きというのは不透明

ではないかと思います。特に,こ ういった不

況時にもかかわ らず,民 生用需要は伸びてお

り,こ れは従来にない特徴だと思 うんです。

山本 日本 も,か つての欧米並の方向に向っ

て民生用の電力の比率が次第に高 くなってき

ています。それは趨勢で しょうが民生用はと

もか くとして,大 口の電力の伸び率の上昇 と

い うのはいまは物をつ くって も国内のマー

ケッ トがまだあまり回復 してないので,そ れ

が輸出のほうに結びついて しまうんで しょう

か。でも,在 庫はかな り調整が進んで国復の

面 も出てきたらしいですね。

末廣 今,一 時的に伸びているのは在庫調整

の結果がだいぶ効いていると思いますが,こ

れから,内 需 をきちんとつ くらないと,ま た

貿易摩擦の圧力が加わ ります.そ ういう意味

で,公 共投資 としての社会資本を充実 してい

くということで補正予算が組まれ,今 国会で

審議 されています。

例 えば,配 電線の地 中化 は5ヵ 年計画 で

1000キ ロ実施す るということで,今 年はちょ

うど真ん中の年度で したが,前 倒 しして来年

度中に全部着手 されます。

山本 随分大 きく前倒 ししたわけですが,相

当お金がかかるんでしょう。で も,配 電線の

地中化が進めば,都 市が綺麗になりますね.

それから,こ の頃話が出ているガスの都市

間を結ぷ構想ですが,大 都市では確かにガス

の需要は大きいですけれ ど,中 間の ところは

大 きな需要はないんですね。でもあの構想は,

通産省 としては推 してお られ るわけで しょ

うロ

末廣 長期的には天然ガスに転換 してい く方

向がいいだろうとい うことです。天然ガスは

基地 を造って,そ こから配給するということ

にな りますか ら,や は り全国パイプ ラインを

造るという方向にいかざるをえません。

ただ,現 実には地方では特 にプロパ ンに

頼っているところが多いので,天 然ガス化 と
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末 廣 恵雄 氏

(資源エネルギー庁長官官房審議官)

いうのは,国 の計画だけでスムーズにい くか

というとそうではな くて,プ ロパンの業界と

ガス業界との調整 という現実的な課題があ ワ

ます.

山本 天然ガスの利用者 としては圧倒的に電

力が大 きくて7割 ぐらい,あ との分がガス事

業 として3割 ですか ら,電 力会社 で天然ガス

発電をや っているところは大抵 自分の ところ

にLNGと かタンカーの基地 を造 りますね。

私は,構 想 として大都市間,あ るいは 日本

を縦断してガスのパイプラインを引 くことは

結構な事だ と思います。一時,サ ハ リンから

天然ガスを引いて くるという構想があ りまし

たが,あ れは もう立 ち消えになっているみた

いですね.

末廣 時々新聞にも出ますけど,ロ シア相手

に交渉しなければいけないですか ら,非 常 に

難 しいプロジェクトだ と思います。

そういう意味では,昨 年当研究所の主催 で

深層天然ガスの シンポジウムが あ りました

が,い ろいろな業界の方が出席 しておられ,

皆さん非常に評価 しておられました。天然ガ

スは,今 の状態でい くとあと60年 とか70年 と

か言われてますので,ああいう全 く違った発想

の資源探査は重要な意義を持つ と思います。

山本 しか し,地 中深 くの深層天然ガスは本

当に大量にあるのかどうか,仮 にあった とし

ても,掘削技術は容易なものじゃありません。

おそらく掘削の技術開発を相当しっか りや ら

ないと,掘 れないのではないかと思います。

まあ,し か し21世紀の夢を持つ ことは楽 しい

ことに違いありません.

今の深層天然ガスは日本の国内で も出そう

なところがあるとかいう話 もあるんです.北

海道の大雪山系という人 もいるようですが,

出てきて もなかなかそこか ら運んで くるのは

容易なことじゃないですね。しか し,夢があっ

たほうがよろしいですね。

末廣 エネルギーの技術 というのは当面10e

年 を見据えて,100年 先までの供給源 とそれか

ら先の ものとはきちっと分けて,そ れか ら先

の ものはいろいろな可能性 を追求 してみるべ

きだと思 うんです。

山本 そうですね。そういう意味では,技 術

開発をしてみれば将来エネルギー源や供給技

術 として実用が可能になるか もしれないとい

う芽が幾つ も転がってますから,こ れ を一生

懸命やって,そ のうちの幾つかが,あ るいは

一つで も本当に実現 して くれれば,か な り明

るいことですね。例えば,宇 宙発電 を考 えよ

うなんていうと,こ れは通産省の所掌になる

わけですか。

末廣 工業技術院でやろうと思えばできると

思います。

2.最 近のエネルギー情勢 と

平成5年 度エネルギー関係重点施策

山本 これから今 日のお話の本題に入らせ て
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いただきますが,最 近のエネルギー情勢と平

成5年 度 のエネルギー関係重点施策につ い

て,お 聞かせいただけ ませんか。

末廣 我が国のエネルギー需要は,二 度の石

油危機を契機 として利用効率が上昇 し,第2

次石油危機の昭和54年 度以降昭和61年 度まで

は年率平均マイナスの伸び率で した。 しか し

ながら,昭 和62年 度以降,好 調な景気 と低水

準のエネルギー価格 をバ ックにエネルギー需

要は増勢に転 じ高い伸び率で推移 してきまし

た。最近は景気のダウンもあって若干伸び率

も下がっていますが,中 長期的にはあるテン

ポで伸び続けると思い ます。

平成5年 度は,エ ネルギー環境対策の総合

的措置として三つに重点 をおいています.第

1は,総 合的な省エネ対策 ということで,省

エネ法の体系整備により省エネ努力義務 を強

化するとともに省エネ投資促進のための助成

措置を新たに創設 しました。第2は,環 境調

和型エネルギー供給講造 の構築 とい うこ と

で,原子力立地の推進や,ク リーンエネルギー

の導入促進に力を入れ ることにしています。

第3は 国際エネルギー対策の推進 ということ

で,原 子力安全協力や産油国協力などを進め

ることにしています。

山本 今,世 界的に 「地球温暖化」の問題が

とりあげられ,大 きな話題になってお ります

が,通 産省 としては どのような対応をお考え

になってお られるのでしょうか.

末廣 地球温暖化問題への対応の方向として

はまさに一つは省エネですね。省エネも,従

来は単に工場や家庭で石油エネルギー を節約

するというだけでした。省エネを総合的にも

う少し幅広 くとらえようということで,未 利

用エネルギー,例 えば河川などの余i剰熱,そ

山本 寛

((財)エネルギー総合工学研究所理事長)

ういうのをうまく段階的に使ってい くの も省

エネの対策の一つに入れて総合的にや ろうと

しているわけです。 もう一つは,非 化石燃料

の割合 を増や してい くこと。 それが地球温暖

化問題の解決の柱になると思います、

山本 非化石燃料で一番大きいのは原子力で

すけれど,原子力は別 として,ほ かのものが ど

こまでい くかとい うのはなかなか難しい話で

すが,し か し,小 さな ものでも,やは り寄=せ集

めの総合でい くよりほかないんでしょうね。

末 廣 太陽エネルギーなどの新 エネルギー

は,エ ネルギーの安定供給の確保及び地球環

境保全の観点か ら有効なエネルギーであり,

2010年 で5.3%の シェアにまで拡大す ること

を目標 としています。5.3%と いう数字は,大

きい とも言えるし,小 さい とも言える数字で

す。

山本 でも,そ の5.3%で す らちよっと難 し

いという話になって るん じゃないんですか。

末廣 ええ,ま さにこれは 目標であ り,こ の

達成に向けて全力で取 り組んでいるところで

すが,コ ス ト等の問題 もあ り,一 般の人々に

新エネルギーに大 きな期待 を持たせてはいけ

ないと思います。
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山本 そうですね.こ とに一般の人々は,太

陽エネルギーについては大 きな期待を持って

いるんですが,期 待の持ち過 ぎが心配されま

す。確かにエネルギー資源量としては大 きい

けれ ど,そ の うち人工エネルギー として使え

るのはほんのちょっぴりですからね。原子力

のほうは嫌われ者ですが,太 陽エネルギーの

ほ うはみんなに「太陽だ」「太陽だ」と言われ,

これはち ょうど両者裏返 しみたいになづてま

すね。

末廣 エネ総工研のほうで試算 しておられる

と思 うんですけど,全 家庭に全部ソー ラーパ

ネルを付けて も大 した量にはなりません,

山本 ただ,こ れを,各 家庭につけ ます と,夏

のピー ク対策には効 きますね。実際にピーク

カッ トというのは大事な話ですか ら,そ うい

う意味では効果はあると私たちほ思います.

末廣 そういう意味では,さ っき5.3%と 言い

ましたけ ど,量 の問題 より,そ ういう違った

役割 もあると思います.

山本 各家庭にソー ラー発電設備 を付けて,

しか もそれを配電線につなぎます と,こ れは

小っちゃな発電所が沢山になるわけですから

電力会社 も大変 だし,メ ンテナンスも大変だ

ろ うと思います.そ の辺のところは技術的に

達成で きるようになってるわけでしょうか。

宋廣 分散型の電源 を商用の電力系統でつな

ぐと,今 度 はそれが悪 さをすることもあるわ

けで,ま た,保 安対策 もそれぞれの家庭でや

ることにな ります。その保安対策,体 制をど

うするか とい うことが重要な課題であり,そ

こで当面,こ の分散型電源を一般の商用の配

電線につな ぐ場合に必要な技術的要件,例 え

ば,こ ういった保護装置を付けなさいという

ような要件 を先 日整備 したところです。

山本 目下 の とこ ろは,付 け る家 庭 は そ ん な

に は な い と思 い ます が,そ の 辺 の とこ ろ を い

ろ い ろ 準備 して お け ば,急 に 需要 が 出 た と き

に 対応 で きます か ら,需 要 が 出 始 め た ら急 に

増 え るだ ろ う と思 い ます 。 た だ,私 な ん か は

見 た 目が 悪 いか ら い ま は付 け るの に踏 み切 り

が つ き ませ ん。 瓦 に 組 み 込 む とか,い ろ い ろ

屋 根 との 一 体 型 で 組 み込 む とか,そ うい う も

の も開 発 され て い る よ うで す け れ ど も,見 た

目が 良 くな れ ば相 当 出 るん じ ゃ な いか と思 う

ん です 。 それ で,2000年 の 時 点 で1キmワ ッ

ト ・ア ワー30円 と うの が 目標 とか い うこ とで

す が,一 般 家 庭 で もキ ロ ワ ッ ト ・ア ワ ー30円

に なれ ば 付 け る とこ ろ も相 当 出て く るだ ろ う

と思 い ます ね。

末 廣 高 級 車 を乗 り回 す とい うの と同 じで 、

そ うい う 目新 しい施 設 を 自分 の家 で使 って み

る とい う,そ れ は一 つ の フ ァ ッシ ョ ン です が,

そ うい うム ー ドが 出 て くれ ば,初 め の う ち は

少 しは 高 くて も,付 け る こ とに な る と思 い ま

す 。 だ か ら,単 に経 済 性 だ け じゃ な くて,そ

う い う面 で今,理 事 長 が お っ し ゃ っ た よ うに,

瓦 に組 み込 む とか,い ろい ろ な斬 新 な ア イデ

ア が 出 て くれ ば,一 つ の フ ァ ッ シ ョ ン的 な面

で普 及 して い くこ と も考 え られ ま す 。

山本 お そ ら くこ こ5,6年 の う ちに,変 わ

る とす れ ば 大 き く変 わ るか も しれ ませ ん が,

使 え る よ うに な っ た二場 合,新 しい 家 に 敢 り付

け るの は 比 較 的 楽 で す け れ ど,古 い 家 を改 装

して は な か な か難 しい と思 うん で す 。 そ の辺

の と こ ろが,ど れ ぐら い普 及 す るか と い うの

に も また 関 係 して くるだ ろ う と思 い ます 。

3.こ れからの原子力立地

山本 さて,ま た原子力のほうに話を戻 しま
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して,や はり原子力の一番大 きな問題 は立地

問題だろうと思うんですが,通 産省 で現在進

めておられる方策というのはどういうものな

のか,そ れをちょっとお聞かせ いただければ

と思います。

末廣 まず安全第一 ということで,安 全 の実

績 をキチッと積み重ねて,こ れをPRす るこ

とが一番大事だと思っています。 もう一つは

発電所ができて,地 元のためになるというの

を実感 してもらうことが重要 と思います。い

わゆる地域振興策です。

地域振興策については,従 来か ら地元への

交付金を交付するなどの地場産業振興のため

の制度をつ くってきましたが,今 年度からは,

新たに新増設される地点については電気料金

を実質的に割 り引 くという交付金 を大幅 に増

額することとしました。

山本 昔か ら原子力発電所の熱が発電に使わ

れている割合は40%ぐ らいのもので,残 りは

捨てられていると言われてきました。 とにか

く立地の地点が熱の需要の地域 と非常に離れ

ているものですから,熱 の利用 もその使い道

がなかなか難 しいわけですね。これには何か

方策 を考えられていますでしょうか。

末廣 一昨年 と昨年 とロシアやチェコへ行 き

ましたが,旧 共産圏の発電所はみんな地域暖

房 をやっています。

日本でも熱需要 として発電所の近 くに住宅

団地 を造るとか,工 業団地を造 ることにより,

長いパイプは経済的には合わないとい うので

はな くて,全 く別の視点で,発 電所 と一体 と

なった地域共生型の街づ くりといいますか,

そういうシステムも考えられます。 この構想

では,発 電所のなかの広い意味での資源を地

域のためにできるだけ有効に使 うことを考え

ています.

山本 そうですね,も う一つの問題は,何 か

のことがあって熱の供給が止まります と,そ

れがただで熱 を使わせていて も,故 障を起こ

して熱が行かない となるとものす ごい文句が

出て くるんだそうですね.

末廣 旧共産圏の発電所には,非 常に大きい

補助ボイラーがあって,発 電所か らの熱供給

がス トップした ときにも送れ るようなバ ック

ア ップのシステムになっています。 もちろん

経済性の問題はあると思いますが,や は り地

域の発電所 をいかに密着型にす るか,そ して

本当に地域の住民に親 しまれ,か つ,地 域の

ためになるとい う方向で方策 を講 じることと

しています、

山本 今のお話のような方策が講 じてあり,

しか も違った発想でもって,熱 を有効に使っ

て もらうんだというこ とになれば,こ れはか

な り実現の可能性がございますね。

末廣 それと,や はり具体的な地点で目に見

える形でや らないとなかなか皆 さんに理解 し

ていただけないので,今 年度か ら発電所の地

域共生型立地 というのを リサーチしていると

ころです。具体的な地点について早 く青写真

をかいてみる必要があ ります。今年度は5億

円の予算 を計上しています。

山本 そういう場合に,発 電所のほうは電力

会社が建てるんですか ら,資 金は電力会社の

ほ うで用意するんでしょうが,熱 を利用する

側のお金のほうは どこが出すことになります

か。金額的には相当大 きな補助金でも出ない

と難iしいですね。

末廣 数年間にわたって出 ることにな りま

す。余談ですけど,チ ェコの発電所なんかは,

熱供給のパイプが地下 じゃなくて地上 に這わ
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せてあるんです よ。ああ,こ れなら安 くっ く

な と思いましたが,日 本ではそういうわけに

いかないで しょう。

山本 でも,チ ェコでもただの保温だ け じゃ

温度が下がっちゃうん じゃないですか。その

他に,他 の形 のエ ネルギーに変 えて それ を

送って,需 要地でまたそれを熱エネルギーに

変換 してとい う,い わゆる通産省でお考えの

エコシティですか,あ あいうものもありうる

わけですね.

末廣 だから,単 に熱供給だけではなくて,

いろいろな資源の使 い方がある と思 うんで

す。それも今年か ら具体的に研究する予定で

す。

山本 なるほ ど.そ ういうことも進んでくる

と,た ぶん実現す るのは来世紀になるでしょ

うけれ ども,や は りこれも一つの夢ですね。

今,立 地のほうで通産省 として力を入れて

お考えなのは地域共生型立地 ということで,

いろいろ施策を考 えてお られるということで

すね。

末廣 ここの ところ新規立地が全然ありませ

ん。ただ,全 体の動 きとしては少 しずついい

方向に向いて,一 部の地域では誘致の話もで

ていまして公開 ヒア リングの開催 を考えるこ

ととなると思います。

山本 陸地のほ うも大変ですけれど,海 のほ

うが もっと大変で漁業組合の補償なんか相当

時聞がかかるん じゃないでしょうか。陸のほ

うはほぼ立地できそうだけれども,海 のほう

が暗礁に乗 り上げているという所も随分ある

んだそうですね。 ヨーロッパ大陸のように,

電力を外国に売った リ買った りということは

で きませんか ら,日 本の場合は非常に難しい

問題ですね。

さきほど,対 談 を始める前にちょっとお話

をしていたことですが,人 の問題です。産業

界も困ってるし,大 学 もこの頃良い学生があ

まり来ない ということで困っておちれる.実

態は知らないんですけれど,産 業界のほうで

は段々従業員が歳を取ってきますので,技 術

がどこかで途切れちゃうんじゃないか と心配

しておられるという話 もあります.

これはどこが一生懸命やるべ きなのかよく

わか りませんけれど,新 しい学生 を教えるほ

うは大学や文部省がやることでしょうが,産

業界のほ うの人材確保 というのは,や はり民

間企業がそれぞれ自分で手当するよりしよう

がないんで しょうか.

末廣 原子力につ いてどうも間違 ったイメー

ジで世 の中に伝え られているような気がしま

す。私 も発電所の現場の方とか,研 究所の研

究現場の方 と時々話をしますが,現 場で実際

にやってお られる方はそう暗いイメージはな

いんです。皆 さん嬉々としてやっておられる。

それが,新 聞 ・マスコミ報道だと,何 か3K

の職場の典型のような形になってましてね。

だけど,実 際に発電所へ行 ってみます と,昔

は確かにいろいろ暗 いイメージの ところも

あったか もしれないですけれど,今 はものす

ご く明るい雰囲気になっています。

先 日,東 電の柏崎刈羽原子力発電所の女性

職員についてテレビで報道していましたが,

入社 して,発 電所で働いている彼女の顔が本

当 に嬉々 と してい るし,い ろい ろイ ン タ

ビューに も応 じてましてね。だから,そ うい

う実際の現場がどうなっているのか,現 場で

働 いている人たちの意見 を,声 を使って世間

にPRし てい く必要があるのではないかと思

います。それと同時に,や ほ り発電所なり研
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究現場はこれか ら夢のある仕事があるという

ようにしなければいけないと思います。

山本 そうですね。それか ら,一 般の入々に

っきましては,発 電所が非常に気を使 って汚

れないように,見学者に白い服 を着させたり,

いろいろやっておられますね。私 はあれはマ

イナスじゃないか と思 うんです。 もう普通の

姿で入れたほ うがいい。行けるところを決め

ておけばいいんです。こういうことでや らな

いと,「やっぱ り原子力発電所 というのは何だ

か恐いそ」 というイメージを持 たせ る。日本

のやり方は確かに十分な配慮 をしていると言

えば言えるんですけれ ども,こ れが逆に,原

子力というのは何か恐い ものだというイメー

ジを持たせ るのにも役立っているん じゃない

かと思うんです.

謡

末廣 そうですね。作業をや る方にはいろい

ろな衣服の管理は必要ですが,そ ういう人た

ちの管理 と,単 に見学だけで入る人とは,何

か工夫がいると思います。

山本 いろいろな意味で,皆 さん考えておら

れ るでしょうけれ ども,も う少 し一般の方々

に,原子力 というのは恐いものだというより,

恐 くないんですという,そ ういう気持 ちを持

たせる必要がありますね。 この間,新 聞に出

ました労災の問題 も,あ れ も所管の官庁が違

うんだか らしようがないか もしれませんけれ

ども。

末廣 あれは,労 働者救済とい う視点と放射

線防護 とは違 うとい うことを説明申し上げて

お ります.労 働省は労働安全=衛生法 とい う

法律 を持ってお ります。労働安全衛生法とい

うのは,発 電所 でいろいろな非破壊検査 を

や っているところも,すべ て対象としてお り,

ICRPの 基準を原子炉等規制法 と全 く同じ

考 え方で定めています。一方の労災のほうは

全 く別 の観点で運用 しているわけですから,

同 じ役所の中でそ うい う二つの全 く別の基準

があるわけです.

山本 確かに,労 働省で救済してあげるよう

できていることは結構 なことですが,そ の原

因が何 であるか とい うのをす ぐに決めつけ

ちゃうのはあまり安易に直結 しているような

気がいたしますね。

最近,大 学で原子力工学科の名称 を変 えた

所が出て来ましたが,学 生のほ うは学科の名

前が変 わってどうなるのか判 りませ んが,原

子力 という名前はかな り定着はしていました

ね、 いい意味でも悪い意味で も,マ スコミが

「原子力」「原子力」 と言 うものですか らね。

末廣 理事長が原子力工学科の最初の主任教

授 をや ってお られた頃は,学 生に とって原子

力 というとものすご く夢のある分野でした。

山本 そうで したね.そ うい う夢 を持った

トップ クラスの人たちが集 まって きました

ね、 しか し,最 近ではこれだけ原子力発電所

が建 ちます と,大 学で原子力をやってももう

や る事がないん じゃないか,と いうイメージ

を持 っている学生 もいるらしいんです。原子

力発電所ができます と,ず いぶん長い間稼働

しますので,実 際には新 しいこれからやらな
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ければならない分野は沢山あるのですが,も

う新 しい仕事はないん じゃないかと思ってい

る人達 もいるように聞いています。

末廣 今,長 期計画を原子力委員会のほうで

議論 していただいてお りますけれど,い ろい

ろな将来に向けて研究の課題がたくさん出て

きてますし,そ れから,現 にある軽水炉だっ

て,ま だまだもっともっと使いやすいものに

しようというための課題がた くさんあります

し,だ か らその辺 をとにか く若 い人 たちに

判ってもらう必要があ ります。

山本 一般の方に原子力のことを判ってもら

うことは もちろん大事だし,そ れか ら大学に

入ってきてこれから専門を決めようという学

生にもよく判ってもらわなきゃいけない。い

ろいろな意味で判ってもらいたいということ

がた くさんあ りますね.

原子力発電所を造ってしまえば,確 かに,

かな り長期にわたって動かすことは間違いな

いんですか ち,そ ういう意味でほ,原 子炉が

どんどん沢山にできるというわけにはいかな

いで しょう。電力需要の伸びに伴って,あ る

いは従来化石燃料を使っていたものを代替さ

せ るとかいう需要はあるでしょうけれども,

今動か しているものを新 しい型の原子炉に建

て替えようとかいうことにはおいそれ とはゆ

かないでしょう。 しか し,現 在ある炉 も含め

て,も っと入にやさしい,ま た一般の人達に

信頼 してもらえるための原子炉技術や,ま た

その他の原子力施設の開発のための研究課題

はまだまだ沢山あるわけですか ら,積 極的に

原子力に飛びこんで来 る入達が出て来て欲 し

いものですね.

それから,廃 炉の話になってきます と,通

産省のほうとしてはまだ先の話で しょうが,

最初は東海村のガス炉でしょうか。

末廣 そうですね,原 子力発電所 自体,30年

か ら40年 ぐらいもつようにできています。そ

れから,特 に日本の場合は毎年,定 期検査を

や って,不 具合の部品はどんどん取 り替えて

ますから,例 えば,昭 和40年 代にできた発電

所では,当 初据 えつけた部品はかな り取 り替

えてお り,廃 止措置を考えるのは2000年 以降

と思います。

山本 例えば,東 海のガス炉なんかは 「小 さ

い」「小さい」と言いますけれども,今 い くら

で動か してますでしょうか,15万 キロワット

よりは切れていてもまだ14万 キロワッ トい く

らですか ら,考 えてみると大きな発電所です

よ。最近造 られる水力発電所の多くは何千キ

ロワットですし,そ れか らコジェネに至って

はもっとちっぽけですね。石炭火力はこの頃

は大きい発電所が出来ますけれども,14万 キ

ロワットあるいは15万 キロワッ トというのは

決して小さ くはないですから,可 能な限 り動

か したほうがいいですね。

末廣 ただ,実 際廃止するとしたらどうい う

イメー ジになるか ということや,廃 止のや り

方については引続 き検討 してお く必要があ り

ます。

山本 ガス炉は動 くことは動いてもやは リメ

ンテナンスの費用は確実に高 くなってきます

か ら,そ のうちにはどうしても廃止しなけれ

ばならな くなりますね。その時期は2000年 代

に入ってからということで しょうか。

4.エ ネルギー総合工学研究所への期待

山本 時間 もそろそろな くなってきたと思 う

んですが,私 共の研究所が最近改訂 しました

「中長期ビジョン」についてですが
、何か ご
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感想でもございましたち伺わせていただけれ

ば と思います。このビジョンには,何 も変わっ

た難 しいことは書いてはないんですが,た だ

われわれはこれに沿ってこれか らの研究所の

運営をしていこうというものです。

末廣 これ をずっと目を通させていただいた

んですが,1幅 広 い事業展開を図ろうというこ

とで,非 常に意欲的にいろいろなことに取 り

組 もうとしておられる。それ自体は非常に結

構だと思います。特に,こ れか ら国際協力に

ついては,ぜ ひ重点的にお願いしたいと思い

ます。

国際協力 というと,こ れまで海外に出かけ

て行って,海 外の人 と交流するとか情報を集

めるとかいうことが主体だったんですが,こ

れか らの国際協力 も日本が リー ドしてい くこ

と,例 えば国際会議 も,日 本が積極的に引き

受けるよ うな形に したほ うがいい と思いま

す.

昨年は,例 の「ニュー・一一エレクトリシティ21」

をエネ総工研でや っていただいて,こ れは非

常に大成功でした.あ れは大きい会議でした

が,こ れか らもう少 し簡便 な会議 をできるだ

け質素に どんどん 日本で引き受けることが必

要だ と思います、

山本 私共の研究所 も発足して間 もない頃,

国際会議を二つばか り主催 したことがあるん

ですが,そ れ以後はずっと遠ざかってお りま

した。今のお話のように焦点を絞 り,人 数も

そう多くない国際的ないろいろな情報交換会

議,こ れは十分考 えられるし,わ れわれにも

できるだろうと思 います。大きな会議は準備

が大変ですか らちょっと大変ですが。

例えば原研あた りでは,こ の頃数多 くいろ

いうな国際会議 をや られておられ ますが,原

研の場合は相当費用はかけてお られ,ま た準

備 も大変だと思われますが,も のはや りよう

だと思いますのでわれわれもいろいろと考え

てみたいと思います。

それか ら,私 共の研究所で もう少し力を入

れなきゃいけないと思っているのが自主研究

です。これはこれか らの研究の 目玉 をつ くっ

ていくものですか ら,欠 くことのできない大

切なものです。

ただ,研 究員の数が非常に少ないですし,

仕事 も1人 当たりかなDた くさん背負ってい

ますので,な かなか 自分の発想での研究 を

やってい く時間的余裕がないのです。その辺

も何 とか解決 しなければならないと思ってい

ます。

私共 もいろいろ考えますが,ま た,通 産省

のほ うか ら 「こんなことをやってみたら」 と

いわれるのも,大 変刺激になってお ります。

発想は自分が出すことも,あ るいは通産省の

ほうか らいろんな課題 を頂 くことも共に大切

なんです。 これか らも懸命に頑張 りますので

どうかよろしくお教示 をお願いいたします、

末廣21世 紀のエネルギー 問題を克服するに

は総合的 ・横断的に知恵を結集す ることがま

すます重要 となり,エ ネ総工研こそそれに応

えうる組織です。私共 もまたいろいろ具体的

なテーマをお願 いしていきたいと思います。

山本 ひとつ よろしくお願いいたします。大

変お疲れのところ,本 日はどうも長時問あO

が とうございました。(1993.5.21)

(末廣恵雄氏の現職=住 友海上火災保険株式

会社顧問)
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エネル ギー総合工学研 究所 中長期 ビジ ョン

(平成5年3月 改訂)

働 エ ネ ル ギー 総合 工 学研 究所

蹴懸腰翻臨溜腰瀦懸瀦溜蹴翻概躍蹴溜懸瀦躍躍躍溜躍棚蹴 粥臨暇概圏縮跳懸灘 銘懸

れて来ているが,平成5年3月 現在当研究
は じめ に

所の総人員は50名を越え,事業規模も12億

{1)働 エネルギー総合工学研究所は,昭 和53

年4月 の設立以来,エ ネルギーの開発,供

給,利 用等に関する諸問題について技術的

側面から総合的に研究を行い,そ の成果の

普及に努めて来たところであるが,来 る平

成5年4月1日 をもって設立15周 年 を迎 え

ようとしている。 この間,産 学官各方面か

らの支援を受け,主 として受託研究により

多 くの研究成果 を世に送 り出すこ とがで

き,エ ネルギー技術開発戦略樹立に少なか

らぬ貢献をしてきたものと考 えている。

② 当研究所は,設 立10周 年 を迎えようとし

ていた昭和62年1月 「エネルギー総合工学

研究所中長期 ビジョン」を作成 した.こ の

第1次 中長期 ビジョンは,「調査研究活動の

充実 を図 り,時 代に即応 した研究所の運営

を目指すことが要請されてお り,設 立10周

年 を迎えるにあた り一層の発展 を期す」た

め,「本研究所の今後5年 闇を想定 した調査

研究活動 のあ り方等について検討 した も

の」であった。

対象期 間である昭和62年 度以降の5年 間

の当研究所の調査研究活動は,概 ねこの中

長期 ビジョンに示す ところに沿 って展開さ

円台に達 してお り,我 が国第一のエネル

ギー工学分野における調査研究機関 として

の地位を固めつつあると考 えられる。

③ 今 回の中長期 ビジョンの改訂は,① 平成

5年 度か らは新 しい中長期 ビジョンの対象

期間 となること,② 設立15周 年を迎え更に

一層の発展を期すためには,当 研究所設立

の原点に立帰って当研究所の在 り方を再確

認するとともに,③ 今後の5年 間を 「実力

強化 と対外展開の時代」と位置付け,④ 対

外的に当研究所がいかなる分野の調査研究

を重点的に実施 しようとしているかを示す

必要が あるとの見地か ら行った ものであ

る。

㈲ 当研究所が年度当初に定める事業計画の

原案作成に当たっては,中長期 ビジョン(平

成5年3月 改訂)に 示す ところを最大限反

映 させ るこ と等によ り,そ の実現達成 を

図ってい くこととする。

また,21世 紀 を間近かに迎え,地 球環境

問題等エネルギー関係情勢の変動はより大

きくなるものと予想されるなかで,当 研究

所 として も変化への迅速果敢な対応を果 し

てい くため,こ の中長期ビジ ョンも適宜見
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直 して い くこ とは 勿 論 で あ る.

1.研 究所の位置付 けと事業分野

ω エネルギー資源の大部分を海外に依存

する我が国にあっては,長 期的,総 合的

観点か ら,技 術開発 を含む体系的エネル

ギー政策 を立案 し,そ れを実現す るため

の戦略や戦術を設定 し,実 施 していくこ

とが必要である。

このためには,

① エネルギーの開発利用に係 る地球環

境政策等の国際情勢や21世 紀社会 にお

ける技術の在 り方等に関す る長期展望

のもとに,

② エネルギー技術開発やエネルギー利

用の高度化,並 びにエネルギーシステ

ムのグローバルな展開への基本戦略の

検言寸を行 い,

③ それらに必要なデータや総合的見地

か ちの方法論を整理確立 していくこと

が重要である。

② 現在の人類の文明は,人 口の著 しい増

加 と資源エネルギーの大量消費により,

その生存の基盤である地球の環境耐量の

限界との衝突に直面 しようとしてお り,

エネルギー政策の立案過程における技術

の役割は益々高 まって きている。

我が国のエネルギー研究の現状 を見る

と,二 度の石油危機 を経て世界のエネル

ギー情勢の複雑化,流 動化に伴い,関 係

研究機関が一段 と整備され充実されてき

ている。当研究所は,我 が国第一のエネ

ルギー工学分野の調査研究機関 として,

これ ら関係機関 との連携 を極力保 ちつ

っ,国 や民間の要請に応えて先見性に優

れた最高水準の調査研究成果 を提供 して

い くことが必要である。

(3)こ れちの事由から,当 研究所の事業分

野 としては

(a)エ ネルギー技術デー タの集積及び

評価

㈲ エネルギー技術の調査及び開発の

方向付け

¢)エ ネルギー技術開発の政策及び戦

略の提案

(の エネルギー関連技術の国際交流 と

普及啓発活動

等 を意欲的に展開し,こ れらの分野にお

ける中核機関としての機能 を,よ り一層

高めていくことが必要である。

2.各 エネルギー分野の研究戦略 と重点研究

7-一 マ

(1)研 究戦略

① 内外のエネルギー を取巻 く情勢 を分

析 し,技 術革新の動向を的確に把握す

ることにより,各 エネルギー技術分野

における開発課題及び政策課題 を整理

摘出し,こ れに基づ き当研究所が取 り

組むべ き研究テーマを選定す る。

② 研究を効率的かつ効果的に実施する

ため,エ ネルギー関連情報の収集,整

理,分 析 を体系的に行い,こ れをエネ

ルギー ・データ ・べ一スとして蓄積す

るとともに,エ ネルギー技術に関する

評価手法,予 測手法及び体系化手法を

開発 して,こ れ を適用す る。

③ エネルギー技術に関す る研究は基礎

的,学 理的領域から応用的,政 策的領

域 まで広範囲にわたることに鑑み,対
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象 とす るエネルギー技術の分野及び研

究の領域に対応 して,経 験 と蓄積 を活

かした部門的,専 門的研究を実施する

とともに,エ ネルギー工学分野におけ

る最高水準の成果が得 られるよう,各

技術分野の知見を結集 して総合的見地

からの研究を強力に展開する。

④ 技術開発を含むエネルギー政策の総

合的体系の構築のためには,各 エネル

ギー分野の技術について横断的見地か

らの解析,評 価及び比較を行 うことが

不可欠であることに鑑み,エ ネルギー

技術に関する横断的研究を先導的かつ

効果的に展開す る。

② 重点研究テーマ

21世紀祉会は,入 口の増加,地 球環境

条件の悪化,資 源エネルギーの枯渇,食

糧の欠乏等急速に顕在化する文明の課題

に対 し,人 類は技術 と情報 を手段として

全力を挙げて立ち向かうことを迫られて

いる。

このような21世 紀社会 におけるエネル

ギー技術は,エ ネルギーの安定的確保,

地球環境問題への対応,エ ネルギーの効

率的利用,廃 棄 物の処理 ・リサイクルの

確立等内外の諸課題に対 して有効な解決

策を与えることを求め られている。

(1)①で述べた手順に従 い選定 した平成

5年 度以降の5年 間において,当 研究所

が取 り組むことが適 当かつ必要 と考えら

れる各エネルギー分野の研究テーマ並び

に横断的研究テーマの例 を,別 表1「 当

研究所が今後取 り組むべ き重点研究テー

マ例」に示す,

本表において,研 究ニーズが極めて高

く,当 研 究 所 と して 重 点 的 に取 り組 む べ

き 「重 点研 究 テー マ 」 に は,◎ 印 を付 し

て そ の 旨 明 示 して い る。

3,調 査研究事業の展開

(1)受 託研究事業 と自主研究事業の最適組

合せ

国や民間の要請に応えて委託研究契約

を締結して実施す る「受託研究事業」と,

自主財源により実施する「自主研究事業」

のテー一マ及び内容 を最適に組合せて,エ

ネルギー工学に関する総合的体系の構築

を図る。

② 受託研究事業の拡大

国,地 方公共団体,民 間企業等の要請

に応えて実施する受託調査研究の実施に

当たっては,本 ビジョンの研究戦略 との

整合性に留意 しつつ,そ の量の拡大 とと

もに,質 の充実 を図るべ く努める。

また,自 主テーマ(当 研究所 よりの提

案に基づ くもの)に よる受託調査研究の

活発化 を図る。

③ 自主研究事業の充実 と,対 外提言機能

の強化

自主研究は,当 研究所のポテンシャル

を向上 させ,対 外提言機能の強化,受 託

研究事業の効率的実施等 を可能 とするも

のであ り,今 後その実効的展開 を図るべ

く,各 研究員の自主性 と主体性の もとに

強力に体系的かつ計画的に進めることと

する。

(4}内 部作業の充実 と,研 究部門組織の弾

力的運用

調査研究事業の実施に当たっては,所

内作業によることを基本 とし,そ の充実
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に努め効率化 を図る。 また,必 要に応 じ

て外部の学識経験者の協力を得て研究成

果の一層の充実 と水準の向上 を図る。

また,研 究部門の組織については,機

動的かつ効率的な調査研究 を行 うため,

これまでもタスクフオース的体制 を保持

してきたところであるが,今 後当研究所

の特色を一層発揮するため,例 えばエネ

ルギー問題に関する評価軸の観点からの

部門編成等,規 模及び研究テーマの動向

を勘案 しながら,民 間法人であることの

自由度を活した弾力的運用を行 う。

また,企 画部門については,本 ビジョ

ンの実現達成のための具体的立案,推 進

が可能 となるよう,そ の強化 を図 る。

㈲ 新規業務への取組み

当研究所の従来の研究は,ほ とんどが

調査研究,い わゆるソフ ト研究が主体で

あったが,技 術蓄積の充実 と併せ,経 営

の安定化,事 業の多角化のために,い わ

ゆるハー ドプロジェクトの試験研究管理

についても,体 制の整備 を図 りつつ取組

んでいく。

⑥ 大学及び関連研究機関 との提携

研究分野を補完 し及びポテンシャルを

相互利用す るこ とによ り,当 該 エネル

ギー技術分野における包括的成果が早期

に達成されるよう,大 学及び関連研究機

関との連携 を強める。

4,エ ネルギーデータベースの抜本的再構築

とエネルギー技術情報センターの活動強化

エネルギーデータベースの構築は,当 研究

所の設立以来継続努力 してきているところで

あるが,近 年におけるエネルギー関係技術革

新の加速状況,情 報処理技術の普及利用状況

等にかんがみ,真 に調査研究の根拠 とな り,

外部への指導,助 言,政 策提言の枠組形成を

支援 しうるエネルギーデー タベースを保有す

るよう、外部データベースとの連携を含め,

その抜本的再構築を行 う.

また,エ ネルギー技術情報センターは,関

係部門との密接な連携により,エ ネルギー技

術開発動向の把握,国 際交流活動の強化,成

果の普及啓発事業等の一層の充実に大 きな役

割を果たす とともに,そ れらの活動 を通 じて

研究ニーズの把握 とシーズの発掘にも資す る

もの となるよう,更 にその活動を強化する,

5.成 果普及事業等対外活動の強化

月例研究会,エ ネルギー総合工学シンポジ

ウム,国 内外の専門家による講演会,業 種別

のエネルギー情報交換会等を開催す るととも

に,「 季報エネルギー総合工学」の発行,「 エ

ネルギーの展望」等エネルギー技術動向資料

の作成,技 術図書の発行等をタイム リーに行

う。

6.国 際交流協力並びに国際的研究活動の活

発化

諸外国のエネルギー事情,エ ネルギー技術

に係る政策,研 究開発,長 期 展望等に関す る

情報を迅速に入手 して広 く利用の便に供す る

とともに,国 際広報資料 を定期的に作成す る

等,当 研究所における研究成果を海外に向け

て積極的に広報することにより国際交流を拡

充する。

また,国 際 シンポジウム,講 演会等の企画・

開催等 を積極的に行 うことによ り当研究所の

存在 のアッピール と国際的 人脈の形成 を図
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り,も ってエネルギー技術分野の国際協力事

業の一端を担うこととす る。

また,国際的研究活動の展開に当たっては,

国際的プロジェク トへの参画,受 託,共 同研

究等に積極的に対応 し,海 外研究機関 との連

携を深め る。

7.中 長期 ビジョン推進のための調査研究基

盤の確立強化

α)資 金の確保

極九 自主努力により目標 とする事業

の達成に必要な資金の確保に努める,特

に,今 後自主研究事業の充実の必要性に

かんがみ,そ の資金の確保に配慮するも

の とす る。

② 要員の確保

研究所 としての調査研究業務に係 る経

験及び成果の蓄積、課題解決方針におけ

る一貫性,整 合性の確保は,研 究所はえ

ぬ き人材によらなければ望みえない。 ま

た,各 専門分野の人材が揃わなければ総

合的戦力は発揮できないことも事実であ

る。

かかる観点から,今 後 とも研究所はえ

ぬき人材の確保 に最大限努め るととも

に,関 係機関に協力を求め出向による人

材の確保に努める。

なお.研 究所はえぬき人材に対 しては,

研究能力及び国際的 コミュニケーション

能力の向上を図る等,そ の育成に配慮す

るもの とする。

{3)調 査研究協力者及び賛助会員との連携

強化

増大する調査研究協力者 との継続的な

協力関係を維持発展させ,ま た,賛 助会

員との交流 を図るため評議員会の開催,

コミュニケー ションの場の提供等を推進

していく。

(4)業 務の効率化 と執務環境の改善

調査研究業務の一層の効率化を図るた

め,事 務処理の機械化,情 報処理機能の

整備強化のほか,快 適な執務環境の改善

に努める。
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別表1

当 研 究 所 が 今 後 取 り組 む べ き 重 点 研 究 テ ー マ 例

(注1)本 表 は,「 当研 究所 が今後 取 り組む こ とが適 当かつ 必要 で あ る と考 え ちれ る研 究 テーマ」を挙

げ てお り,こ れ らの研 究 テーマ をすべ て5年 間で実 施す る とい う主 旨で はな い。

(注2)研 究 ニ ー ズが極 め て高 く,当研究 所 として重点 的 に取 り組 むべ き研 究 テー マ は,「重 点研 究 テー

マ」 と して,◎ を付 して示 す。

(注3)「 短 期 的課題 と して取 り組 むべ き研 究 テーマ 」 には,

① 技術的,社 会 的情 勢か ら見 て,こ こ数 年 内に研 究成 果 を出す こ とが必要 と考 え られ る研 究

ア ー マ

② 技術 開発 の経緯 等 か ら見 て,次 の段階 と して実施 すべ き研 究 テー マ

③ ニー ズの特 殊性 か ら見 て,緊 急 性が あ る研 究 テーマ

等 をげて い る。

(注4)「 長 期的 課題 として取 り組 むべ き研 究 テーマ 」 には,

① 今,直 ちに着 手す る必要 が あ るが,技 術体 系が大 きい等 の事 由に よ り,長 期 に わた り実施

す る必要 が あ る研 究 テー マ

② 研 究開 発 の初期 段 階 も し くは構 想 段階 に あ る研 究 テーマ

等 を挙 げ てい る。

(注5)「 地球 環境 関連 テーマ」及 び 「横 断的 研究 テー マ」にお いて,各 分 野 にお け る研 究 テー マ と重

複性 の あ る もの につ いて は重複再 掲 し,(濠)印 に よ りその 旨示 す。
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各エネルギー分野における重点研究テーマ(原 子力関連一1/2)

◎重点研究 テーマ

エ ネ ル ギー 既 に清手 している

〔
短期的課題 として取組むべ き 長期 的課題 として取組むべ き

分野の別 研'究 テー マ 研 究 テー マ 研究テーマ

1.軽 水 炉 の 開 ① 日本型軽水 炉の開発 A◎ 軽水炉技術の洗練 ・高度 (D廃 炉措置容 易化 を考慮 し

発推進 (1)中 小型軽水炉の開発 化 たプラン ト設計の確 立

(2)軽 水炉技術の洗練 ・高 「快適に働け る原子炉」 働 タービン抽排気利用低温

度化 「人にや さ しい 原 子 炉」
造水装置の設置に よる純

「人に や さ しい原 子炉 」 B.高 効率軽水炉(核過熱炉) 水供給の実施(立 地促進

の研究 対策)

C.地 域起 し型原子力立地対

策への転換

C.原 子炉新立地技術 の開発

〔鍵 己燵齪脚
E,原 子 力 エ ネ ル ギー 地域 ア

メニティ構想調査(エ ネ

ル ギー フ ロ ンテ ィ ア計 画

の再検討)

2.発 電用新型 ①◎FBR将 来新技術の開発 lDFBR実 証炉の要素技術

炉関連(F 評価 の確証評価

BR等)

鷹諜蜘一
3.次 世 代 型 原 ① 原子炉熱利用技術調査 A.都 市 近i接型 コ ジェ ネ用 超 (1}多 目的利用原子炉の開発

子炉関連 安全原子炉の総合的研究 実用化評価
② 超 巨大出力炉心(30⑪ ～

40⑪万團級}原子炉の研究
一

起.核 燃料 サ イ ①PU利 用方策の確立調査 A.使 用済燃料管理 システム (1}資 源 ・中性 子有効 利用最

クル関連 ② レーザー濃縮技術経済[生 の検討評価(技 術 的,制 適核燃料 サイクルの確立

評価 度的) 調査
B◎Pu利 用に係 る政策 ・技 ② 高燃焼度化 とリサ イクル

術上の論点総括 による資源利用効率 の整

合 したシステムの検討一
5.放 射性廃棄 ①HLW基 本情報の収集, A◎HLW処 理 ・処分対策の

物関連 諸外国の法制度調査 早期確立

②HLW地 層処分技術の確

立調査(日 本型地層処分

コンセプ ト)

③HLW処 分シナ リオの検

討評価

(綾鱗 騨 寄}
(1>長 期的安全対 策の骨格

の検討

(iD法 制度の検 討

(ilの技術規準 の検 討{立 地

規準を含む)

(iv)情報の伝達 に関す る検

討
B◎TRU消 滅 ・処理 技術の

確立一 一
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各エネルギー分野における重点研究テーマ(原 子力関連一2/2)

◎重点研究テーマ

エ ネ ル ギー 既 に着手 している 短期的課題 として取組むべ き 長期的課題 として取組 むべ き
分野の別 研究 テーマ 研 究 テー マ 研究テーマ

6.原 子 力安 全 ① 原子力発電施設の安全目 A◎ 総合的安全 目標/パ α〕◎我が国独 自の安全規制体

関連 標に関す る調査 フォーマンス指標の開発 系(解 析 コー ド等)確 立

② 各種発電 システムの リス B.眼 に見える原子力防災対 へ向けての場の提供

ク比較 策のあ り方

③ 原子力発電のマネジメン C.ア ジア地域 におけ る原子

トカルチュアに関す る調 力安全国際箇力(イ ンフ

査分析 ラ整備,組 織構築へ の提

④ ◎原 子炉数 値 解析 用 スー 言)

パー シ ミュ レー ター の 開 D◎ プ ラ ン トに おけ るセー7

発 ティカルチュアの調査分

⑤◎サプチャンネル解析手法 析
の高度化

7.既 設 商 用発 ① 原子炉廃止措置技術の調 A.発 電プ ラン トの人材確保

電プ ラン ト 査開発 問題への対応策の確立調

関連 ② 原子炉経年劣化と安全確 査(マ ネ ジ メン トシス テ

保対策 ムの再考,自 動化の最適

化)

B,資 源 ・資材 の有効 利 用 と

リサ イクルの実施

C.設 備利用率大幅向上の た

めの技術的課題及び安全

規制の在 り方の調査

8.そ の 他 A.原 子力界の4⑪代 ミドルによる原子 力長計の策定 ・検討

B,原 子 力 エ ネ ル ギー デー タベ ー ス の構 築

C◎ 原子 力開発政策支援 システムの開発

各エネルギー分野におけ る重点研究テーマ(化 石エネルギー関連一1/2)

◎重点研 究テーマ

エ ネル ギー 既 に着手 している 短期的課題 として取組むべ き 長期的課題 として取組むべ き
分野の別 研究 テーマ 研 究テーマ 研究 テーマ

1.天 然 ガ ス開 ① ◎ 天然 ガ ス ・メタ ノー ル ・ A.メ タ ノー ル ・サ イ クルの ① ◎ メ タンハ イ ドレー ト開 発

発利用関連 サイクル確 立調査(石 油 コス トダウン対策確立調 調査

(1〕在来型天然 産業の液体燃料化調査) 査 ② 都市ガスへの水素エ ネル

ガ ス ② 非在来型天然ガス開発可 B,メ タ ノー ル 製造 技術 の大 ギー導入対策技術 の確立

{ε}非 在来型天 能性謂査 型化,高 効率化 開発 調査
然ガス (深層天然ガス,炭 層ガ C.炭 層 ガ ス(CBM)採 取

ス,メ タ ンハ イ ドレー ト) 技術の開発

2、 石 炭 利 用技 ①◎石炭ガス化技術評価(石 A.低 品位 炭の低温乾留化技 {1}◎石 炭利 用 エ ネ ル ギー コン

術関連 炭 ガ ス化 炉 の効 率 的運 術の開発 プ レックスの確立調査

用) B◎ 低 コス ト酸性雨対策技術 {2)石 炭液化技術 開発動向調

②◎石炭液化技術評価 の開発評価(酸 性雨対策 査 と市場導入政策 に関す

③ 石 炭 火 力 発 電 所CO,回 技術の海外移転) る研究

収 ・処理技術体系の確 立 C.CO週 収 ・処理技術の開

評価 発評価
D◎ 特定地域(モ ンゴル等)

`こお`ナる合 成 燃料 事 業 イヒ

可能性評価
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各エネルギー分野における重点研究テーマ(化 石エネルギー関連一一2/2)

◎重点研究 テーマ
一

エ ネ ル ギー 既に着手 してい る 短期的課題 として取組むべ き 長期的課題として取組轟 「
分野の別 研究テーマ 研究 テーマ 研究テーマ

一

3,石 油 利用 技 ① 軽油の低硫黄化対策技術 A.デ ィー ゼ ル 車 のNOX及 ① 輸送用エネルギーの特性

術関連 の評価 ぴパ ティ キュ レー ト対 策 評価 と供給構成の在 り方

②MTBE導 入評価 技術の確立調査 に関す る調査研究

③A重 油の品質適正化調査 B@ア ス7ア ル ト留分の有効 (21石 油資 源 の ノー プ ルユ ー

④ 含有酸素軽油利用調査 利用技術の確立調盗(C ス と長期的使用の在 り方

⑤ 石油利用 コジェネ システ 重油余剰対策) に関す る研究

ム開発調査 C.廃 油 及 びプ ラ スチ ック等

⑥◎石油利用ごみ発電高効率 の再資源化及び有効利用

化シス テム開発調査 技術の確立調査
D.自 家用汽力発電設備の石

袖ガスター ビン設置に よ

る リパ ワ リン グ調査

E.船 舶用重油の低硫黄化が

石油精製に与 える影響の

調査
F.廃 潤滑油の再生利用技術

調査

ヨ.雛 質油の A.超 重質 油の水添軽質化技 ω 超重質油の資源量の見通

利用の拡大 術 の開発評価 しと開発利用技術の動 向

B◎ 超重質油の低公害燃料化 評価
対策技術の開発評価(エ ② 超重質油 コプロセ シング

マ ル ジ ョン燃 料 等) 技術調査評価

各・エネルギー分野におけ る重点研究テーマ
漸 エネ ル ギー ・]

鷺 撫 連一、/,!
◎重点研究 テーマ

エ ネル ギー

一
既 に差手 している 短期 的課題 として取組むべ き 長期的課題 として取組むべ き

分野の別 研究 テーマ 研 究テーマ 研究 テーマ

1.再 生 可 能 工 ① 新 エネルギー 技術の開発 A.海 外 ク11一 ンエ ネ ル ギー (1}再 生可 能 ク リー ンエ ネ ル

ネルギー関 展開評価手法の開発 輸送技術の開発評価 ギー依存型社会の構築調

連(水 素工 ②◎ごみ発電の高効率化 シス B⑥WE-NET溝 想 に 係 る 査

ネル ギ ー を テムの開発評価 トー タル シス テム評 価 ② 水素エネルギー利用型社

含 む 。) ③ 水素吸蔵合金利用電力廃 C.海 外大規模水力開発への 会の構築調査

熱有効利用システム確 立 参画可能性調査 〔3)宇 宙太陽発電技術 システ

調査 D.ご み発電排熱利用低温造 ムの開発評価{地 上送電

水装置 システム開発評価 技術 を含む。)

E.水 素 自動車(エ ン ジン式,

燃料電池式)の 技術評価

F◎ 新水素エネルギーに関す

る実証研究一
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各エネルギー分野における重点研究テーマ
新 工 ネ ノレギー 響1
.エネ ル ギー

シ ステ ム関 連 一2/2」

◎重点研究テーマ

エネ ル ギー 既に着手 している 短期的課題 として取組むべ き 長期的課題 として取組むべ き
分野の別 研究テーマ 研究 テーマ 研究テーマ

2.エ ネ ル ギ ー ① メ タ ノー ル ガ ス ター ビン A◎ 革新的高効率発竃技術の (1}省 エ ネ,節 エ ネ,創 エ ネ

有効利用 シ 発電の環境影響評価 開発 型社会(全 貝参加型エネ

ステム関連 ②◎燃料電池導入技術開発 B,大 型エネルギー貯蔵技術 ルギー確保社会)の 形成

③ 電気 自動車導入システム の開発実用化調査 調査

評価
④ 電気自動車導入国際協力

可能性調査

⑤ 新型電池技術開発評価

⑥◎最適電力システム技術開
発評価(分 散型発電,負

荷制御,電 力貯蔵等)

⑦ 電力需要対策薪技術可能
性調査

〔整難 勲 擁 辱化学}
C◎ 広域 エ ネ ル ギー利 用 ネ ッ

トワ ー クシス テ ムの 技術

評価{エ コ;エ ネ都 市構

想)

D.エ ネ ル ギ・一供 給 シ ス テム

の総 合 的 評価

量倣 課 鋤
に関す るソフ ト開発等1

② 統合型エネルギーシステ

ムの構築調査

(3)低 公害及 びCO2型 交通

システム全面導入都 市社

会の形成調在

㈲◎輸送用エネルギー(既 存

燃料,代 替エネルギー)

の 多面的,総 合的評価

各エネルギー分野における重点研究テーマ(地 球環境関連一1/1)

◎重点研究テーマ,(豹 は再掲 を示す

エ ネ ル ギー 既に着 手している 短期的課題 として取組むべ き 長期的課題 として取組 むべ き
分野の別 研究テーマ 研究 テーマ 研 究テーマ

1.地 球 温暖化 ① 火力発電所CO2回 収 ・処 A◎ 回収CO=深 海処理 技術の 〔1)各 種CO2固 定,有 効 利 用

防止対策関 理技術体系の確立評価 開発評価 システムの調査研 究

連 ② 各産 業 におけ るCO2抑 海洋処分に係わる環境影響 (2}全 温室効果 ガスを対象 と

制対策に関す る調査 評価 した地球温暖化防止対策
・CO3海 中挙動 の実証 の調査研究
・CO3ク ラ ス レー ト等 深 海

処理技術の評価
B◎CO且 回収 ・処理 コス ト負

担のあ り方に関する立論

調査
C◎EOR等,地 中処理技術

の開発評価

2.酸 性雨対策 A◎ 低 コス ト酸性 雨対策技術 U}酸 性雨及び光化学物質の

技術等関連 の開発評価(痢(酸 性雨 環境影響に関する調査評
対策技術の海外移転) 価(森 林被害,湖 沼酸性

B.環 境両立型燃焼技術の開 化 等)

発 評価(り 一 ンバ ー ン脱

硝技術)

C,酸 性 雨 防 止 エ ネ ル ギー モ

デルの開発調査

3.環 境調和型 ①◎環境調和型エネルギー コ A◎ 広域 エネルギー利用ネ ッ (1)省 エ ネ,節 エ ネ,創 エネ

エ ネ ル ギー ミュニティ構想調査 トワー ク シス テ ムの 技術 型社会の形成調査 係)
システム関 評価 ② 統合型エネルギーシステ

連 ムの構築調査 侠)

4.地 球 環=境問 (D◎ 地球環境問題への包括的

題関連 対応方法に関す る検討調

i査

② 国際地球環境監視 システ

ムの構築調査

一21一



横 断的研究テーマ(1/1)

◎重点研究テーマ,(楽)は 再掲 を示す

エ ネ ル ギー 既 に着手 してい る 短期的課題 として取組 むべ き 長期的課題 として取組むべ き
分野の別 研究 テーマ 研 究テーマ 研究 テーマ『

1.エ ネ ル ギ ー ① エ ネ ル ギー技 術 デー タ A.エ ネ ル ギー 関 係 の年 鑑,デ ー タブ ッ クの 刊 行

デ ー タベ ー ベー ス体 系化法の開発研

ス関連 究

② エネルギー技術データハ

ン ドブックの作成
　 一

2,各 種 エ ネ ル ①◎プロジェ ク ト分析手法の A◎ 各種 エ ネ ル ギー シ ス テム の 総合 的 評価,ベ ス トミッ ク

ギー シス テ エ ネル ギ ー シ ステ ム への スの在 り方に関する研究 ・提 言

ム の 技 術 適用可能性研究 B.エ ネル ギー,経 済,技 術,環 境 の 包 括的 評 価 手法 の 開

的,経 済的 ②◎ エネルギーシステム評価 発

評価手法関 手法の開発研究

連

3.ト ー タ ル エ ① 最適電力システム技術開 A◎ 広域エネルギー利用 ネッ (1)省 エ ネ,節 エ ネ,創 エ ネ

ネ ル ギー シ 発評価(分 散型発電 負 トワー クシ ス テム の技 術 型社会の形成調査 傍)
ステム評価 荷制御,電 力貯蔵等)(巌) 評価(剰 ② 統合型エネルギー システ

関連 ムの構築調査 係)
一

4,エ ネ ル ギ ー ① エネルギー需要予測の開 (1}「21世 紀 中葉 に おけ る技 術

需給モデ ル 発研究 とエ ネル ギー ビ ジ ョン」

関連 ② 「2ユ世紀中葉におけ る技術 実現 のための研究 ・提 言

とエ ネル ギー ビ ジ ョン」

の策定
} 一

5.地 球環境聞 ① 火 力プ ラン トか らのCO, A.CO且 排 出 抑 制 対 策 とエ (1)地 球環=境問題への包括的

題に関す る 回収,処 理技術に関する ネル ギー供給構成解析評 対応方法に関する検討調
評価関連 システム評価 価 査(巌)

② 全温室効 果ガスを対象 と

した地球温暖化防止対策

の調査研究(痢

㈲ 国際地球環境監視 シズテ

ムの構築 調査(剰

6.エ ネ ル ギ ー A.包 括 的 テ ク ノ ロジー アセ (1)◎人 口問題 とエ ネル ギー 問

問題 と地球 スメン トモデルの開発 題の解析(日 本,世 界1

規模的問題

との総合評

価

7.エ ネ ル ギ ー A.エ ネルギー技術 の国際的均衡 に関する研究

技術に関す

る国際比較

及び技術移

転関連
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エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所

平 成5年 度 事 業 計 画 の 概 要

働 エネルギー総合工学研究所

蝿9寧命・争中幽 傘 蜘命 や幽 中 蜘命 命 命中 幽幽 命 幽幽 中命 幽碍9尊塵中 哺o幽幽 中膚o命呼・幽

本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供およびプロジェク ト調査研

究を推進 し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動を進めることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化を一層推進 しつっ,平 成5年

度においては,次 の事業 を実施する.

1.エ ネルギーに係 る科学技術に関する調査

について

エネル・ギーに関連す る各種情報 を,国 内お

よび海外の諸機関 との情報交流等 を通 じて広

く収集 し,技 術的見地から区分,整 理する。

(1}エ ネルギー技術データベース基礎資料

の情報収集 ・検索 ・処理

② 地球環=境基礎情報の収集

2.エ ネルギーの開発・供給・利用に係 る科学

技術資料 ・情報の分析法 ・評価法 ・体系化

法の開発および応用に関する研究について

エネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れ らの分析 ・評

価 ・体系化 を行 うための手法の開発研究を実

施 し,ま た,こ れら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応 じ

た体系化などを行 い,そ の利用価値の向上を

はかることとする、

(1}エ ネルギー技術デー タベースの体系化

法の開発研究

② 各種エネルギー ・システムの技術的 ・

経済的評価手法の開発研究

3.エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る技

術上の基礎的事項 に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新技術の萌芽 の発見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特牲 向上,安 全性・

信頼性の評価,エ ネルギー開発 ・供給 ・利用

のための各種システムの評価研究,開 発計画

の立案 と最適化など,部 門的ならびに総合的

な技術的見地か らの研究を行 う。

α}原 子力に関する安全評価,ヒ ューマン

ファクター,PAに 関す る調査研究

② 新エネルギー技術シーズに関する調査

研究

③ エネルギー供給見通 し等に関する調査

研究

㈲ エネルギー変換システム等に関する調

査研究

⑤ エネルギー と地球環境問題に関す る調

査研究
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4.エ ネルギーの開発 。供給 ・利用に係 る技

術上の応用的事項に関する部門的,総 合的

な研究について

刻々変化する社会的 ・経済的 ・技術的な多

種多様な制約のもとでエネルギーの開発 ・供

給 ・利用に関 して,安 全性の確保 を前提 とし

て,地 球環境問題への対応 を考慮 しつつ,現

実性のある最適なシステムを設計する。

さらに,こ れらの最適 システムの設計研究

の成果を具体的プロジェクトに応用する研究

を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に資する

こととする。

〔原子力関係〕

(1)原 子力開発利用政策に関す る調査研究

・原子力計画の支援 システム研究

・海外の原子力政策分析

② 原子力 多目的利用に関する調査研 究

(熱利用,地 球 アメニティ構想)

(3)薪 型原子炉の開発実用化等に関する調

査研究

・FBRの 実用化に関する調査研究(新

技術適用可能性)

・軽水炉技術の洗練 ・高度化(人 へのや

さしさを目指 したプラン トの確立〉

(4}核 燃料サ イクルに関する調査研究

・プル トニウム利用に関する調査研究

・使用済燃料管理システムに関する調査

研究

⑤ 原子炉廃止措置および放射性廃棄物の

処理処分に関す る調査研究

・日本型地層処分 コンセプ ト研究

・放射性廃棄物基本情報資料の作成 と伝

達手法(長 期的安全対策,法 制度,情

報の伝達,海 外の廃棄物政策の分析調

査)

・TRU処 分 ・消滅処理技術に関する調

査研究

㈲ 原子力の リスクに関する調査研究

・エネルギー源間の リスク評価

・PSAの 利用に関する調査研究

(7}原 子力に関する意識調査,原 子力分野

における人材確保問題 に関す る調査研究

(技術伝承,マ ネジメン トシステム)

⑧ 原子 力分野におけ る数値 シ ミュレー

ションに関する調査研究

・プラン トシ ミュレータ高度化研究

・BWR熱 水挙動解析研究

〔化石燃料関係〕

⑨ 炭化水素系エネルギーに関す る調査研

究

・非在来型天然ガスに関す る調査研究

・石油製品の合理的利用に関する調査研

究

・メタノールの製造 ・利用等に関する調

査研究

・低公害型自動車用燃料に関す る調査研

究

{10)石 炭の利用技術に関す る調査研究

佃)超 重質油の利用技術に関す る調査研究

〔新工ネルギー ・エネルギーシステム関係〕

(吻 自然 ・再生可能エネルギーに関する調

査研究

⑬ 省エネルギー技術に関す る調査研究

(14)電 池およびその利用に関す る調査研究

㈲ 燃料電池に関する調査研究

㈲ 分散型新電源の系統連系に関する調査

研究

(珊 負荷平準化 ・夜間電力有効利用に関す

る調査研究
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{IS}電 気 自動車等代替1エネルギー 自動車に

関する調査研究

⑲ 廃棄物発電等未利用エネルギーの有効

活用に関する調査研究

⑳ メタノール発電に関す る調査研究

⑳ 次世代高効率火力発電技術に関す る調

査研究

⑳ 海外 ク リーンエ ネルギー輸送技術 ・

ネットワークシステムに関す る開発評価

㈱ 広域エネルギー利用ネ ットワー クシス

テムに関する開発評価

⑳ 新水素エネルギーに関す る実証研究

〔地球環境関係〕

⑳ 炭酸ガス回収 ・処理 システム評価等の

地球環境技術に関する調査研究

㈱ 環境調和型エネルギー ・コミュニティ

に関する調査研究

⑳ 低 コス ト酸性雨対策技術の開発評価

〔横断的研究〕

⑳ 各種エネルギー供給 システムに関する

総合的評価,ベ ス トミックスの在 り方に

関す る研究

㈲ 人口問題 とエネルギー問題に関す る解

析,評 価

5,前3号 の研究に係 る試験 について

前3号 の研究に伴 う電算機実験 の他,エ ネ

ルギーの開発 ・供給 ・利用に資す る材料 ・要

素 ・機器等の試験 も随時行 うこととする、

G.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係 る

資料の作成,整 備,提 供につ いて

前各号の事業で得 られた成果の うちから,

技術情報 として有用度の高い もの を目的に応

じて速やかに編集 し,利 用者に提供する。さ

らに,こ れ らの研究成果は出版 ・展示 ・講演

会等により公表し,で きるだけ広 く利用 に供

す ることとする。

また,そ れぞれの 目的に応 じたエネルギー

の開発 ・供給 ・利用に係 る技術指導 を行 い,

人材を養成するなどエネルギー技術の指導 ・

普及 ・啓蒙に努めることとする。

① 技術情報の編集,整 備,提 供

② 定期刊行物の出版

(3)エ ネル ギー技術普及講 演会(エ ネ ル

ギー総合工学シンポジウム,月 例研究会

等)の 開催

7.そ の 他

エネルギーの開発 ・供給 ・利用の円滑な展

開を図るためには官 ・学 ・民一体 となった協

力体制を整え,効 率的に機能させ ることが重

要である。本研究所は,こ のような観点に立っ

て,エ ネルギー技術上の諸問題について,各

界の専 門家による討論 と情報交流 を行 う場を

提供 し,責 任ある,し か も時宜に適 した新 し

いエネルギー技術政策について提言 を行 うこ

ととす る。

また,エ ネルギー技術に関す る国際協力の

積極的な推進など,本 研究所の趣 旨にかなっ

た諸事業を行 うこととす る。

(1)エ ネルギー技術懇談会の設置および運

営

② 内外の関連研究機関 との研究協力
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高 レベル放射 性廃棄物処分 に係わ る

各国の動向
一 ウ ェ イ ス ト ・フ オ ー ラ ム'93か ら 一

村 野 徹 唖

憂へ軋
幣轟

」薗 』
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1.は じめ に

本 年,1月28日 一一29日,高 レベ ル放 射 性 廃

棄物に関する国際フォーラム,「ウェイス ト・

フォーラム'93」という会合が青森市で開催 さ

れた。フォーラムの主催は科学技術庁で,そ

の運営を㈲エネルギー総合工学研究所が行っ

た。このフォーラムが東京以外 で開かれたの

は今回が最初 である。

我が国では,原 子力委員会の放射性廃棄物

対策専門部会か ら 「高レベル放射性廃棄 物対

策について」(平 成4年8月)と 題する新 しい

報告書が公表され,高 レベル放射性廃棄物の

処分対策は,こ れを基本 として大 きく前進 し

ようとする時期にある。また,六 ケ所村の核

燃料サイクル事業の進展を考え合 わせると,

青森市での今回のウェイス ト・フォーラム開

催ほ時宜 を得 たものとする関係者の判断があ

ったものと思われる.

筆者に与えちれた課題は,フ ォーラムの概

要を紹介し,そ こに見 られ る国際的な動向を

明 らかにすることである、

フォーラムの内容はまことに多岐にわたる

が,以 下,今 回の国際フォー ラムの大筋につ

い て,筆 者 の理 解 す る とこ ろ を述 べ る こ と と

す る、

2.フ ォ ー ラ ム'93の プ ロ グ ラム

ウェイス ト・フォー ラム'93のプログラムを

見ながら,今 回のフォーラムの構成あるいは

特微 を挙げるとすれば,お よそ以下の ような

ことになると思われる(本 稿の最後にフォー

ラムのプログラムの全体 を掲載 した)。

①フォーラムが青森市で開催 されたこと,

②高レベル放射性廃棄物の処分対策に関す る

我が国およびフランスの新 しい政策がそれ

ぞれの国の責任者か ら説明されたこと,

③OECD/NEAに よる高レベル放射』性廃

棄物の処分の分野での国際協力の全貌が紹

介されたこと,

④我が国のこの分野の研究開発,特 に地層処

分の研究開発の成果について報告が なさ

れ,そ の内容を基にして海外の研究者 を含

むパネル討論会 「日本におけ る地層処分研

究開発の現状 と今後の方向」が行われたこ

と,

⑤今回のフォーラムで最 も重要なテーマ とし

て,「 社会的合意形成」が取 り上げ られ,臼

楽 働エネルギー総合工学研究所 専門役
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本,ス ウ ェー デ ン お よび 米 国 の 各 専 門家 に

よ る報 告 が 行 わ れ,そ れ をベ ー ス に,パ ネ

ル 討 論 会 「高 レベ ル放 射 性 廃 棄 物 処 分 対 策

の 実 現 へ 向 け て 一情 報,伝 達,コ ミュニ ケ

ー シ ョ ン ー」 が 行 わ れ た こ とで あ る
。

3.フ オー ラム 考 察 の枠 組 み

世界的にみて,高 レベル放射性廃i棄物の地

層処分の研究開発が開始されて,既 に40年 に

及ぶ年月が経過 した。現在は,地 層処分の一

般的な研究開発 は,大 筋かちみて終了 し,各

国はその国の特定の条件に合致 した,具 体的

な地層処分 システムの確立を指向する研究開

発に移行 しているように思われる。地層処分

の研究開発の開始か ら,処分場サイ トの決定,

処分場の設計 ・建設等 を経て,処 分場の閉鎖

までの長い期間の中で,最 初 と最後を,そ れ

ぞれ 「研究開発の段階」,「実施段階」 とすれ

ば,現 在は,そ の中間の段階にあるか,あ る

いはその段階に入りつつあると言える。本稿

ではこの中間段階を,「研究一実施移行段階」

と呼ぶこととし,こ れ らの3段 階の関係 を

図一1の ように考 えることとす る。

高 レベル放射性廃棄物の地層処分のよ う

に,我 々の社会ではまだ経験 したことのない

長期的な安全対策が,社 会の理解を得て実現

されるためには,技 術面からも社会面からも

周到で組織的な準備が必要であると考えられ

る。そして何 よりもこの段階では,地 層処分

の主要な点についての 「社会的合意」が得ら

れる必要があるだろう。このような意味で「研

究一実施移行段階」の役割 と意義は大変大き

いものと思われ る。

以上のことか ら,本 稿では,

①研究一実施移行段階のプログラム,

②広報活動(社 会的合意形成のための直接

的な活動),

③社会的合意形成への成果,

および,① ～③相互の関連に視点をおいて,

フォーラムの内容 を考察 してみたい,

4.日 本の現状 と課題

4,1日 本の政策

今回のフォー ラムの基調講演は,科 学技術

庁原子力局長による,高 レベル放射性廃棄物

処分についての我が国の新 しい政策の説明で

研究開発の段階 研究一実施移行段階 一 実施段階

・一 般的 地 層処 ・具体的地層処分の ・立地 選定

分の研究開発 方法の研究開発 ・サ イ ト調査

・社会 的側 面 の準備 ・処 分 場設 計

(法律,制 度等)
・処 分場 建 設

・処分 場操 業

・処分 場 閉鎖

1950年 代 一 1990年 代 一一 2010年 代 ～

図一1地 層処分に関す る活動の段階
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、

あった(当 日,石 田寛人局長が急用のため田

中徳夫原子力局政策課長が代理をされた)。講

演の骨子は,先 に述べた平成4年8月 の専門

部会報告書の内容に沿ったもので,地 層処分

の研究開発の段階から処分対策の実施に向か

ってどのように移行す るかを,概 略のスケジ

ュール とともに示 している。また,こ の講演

の予稿集の中に,「今や処分対策に関し本格的

取組みを開始すべ き時期にきているとの認識

か ら,処 分の実施主体 の設立に向け,そ の準

備のための組織 を本年4月 を目途に設立する

こととしている」という記述がなされている,

これらのことは,高 レベル放射性廃棄物の処

分に関 して,我 が国 も地層処分の 「研究開発

の段階」から次の段階,す なわち,「研究一実

施移行段階」に第一歩 を踏みだ したものと理

解 してよいのではないかと思われる。

4,2白 本の研究開発

日本における地層処分の研究開発がどのよ

うに行われてお り,ど の程度の段階まで進捗

したかについては,平 成4年9月 に,動 燃か

ら 「高 レベル放射性廃棄物地層処分研究開発

の技術報告書 一平成3年 度一」が公表され,

その中で詳 しく述べ られている。本フォーラ

ムでは,大 和愛司氏(動 燃)が,こ の技術報

告書の概要 を報告 し,そ れをもとに,パ ネル

討論会 「日本における地層処分研究開発の現

状 と今後の方向」が行われた。

大和氏の講演では,今 回の報告書 「平成3

年度技術報告書」における研究の枠組みを,

「地層や地域 を特定 しない研究」と説明 して

いるが,こ の点は,パ ネル討論会で も最 も注

目された論点の一つ であったように思 われ

る。この点について,パ ネリス トの一人であ

るベル ギーのボンヌ氏(ArnoldA.Bonne,

SCKICEN)は,サ イ トを特定 した研究の必要

性 を強調 した。この他にも,「今後は,地 層や

地域を特定 した研究に進む必要がある」とい

う同一の趣 旨をもった意見が会=場から出され

た.これらの意見に対 して明確に答えるのは,

なお今後の課題 となるようであったが,我 が

国 もまた,地 層処分の研究開発が新 しい段階

に入 りつっあ り,「研究一実施移行段階」にお

ける我が国の地層処分の研究開発プログラム

はどうあるべ きか を,検 討す る時期に来てい

るものと考 えられる。

5.OECD/NEAに よ る国際 協 力 活 動

高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する

研究開発の分野では,OECD/NEA(経

済協力開発機構原子力機関)に よる国際協力

活動は,1975年 以降,極 めて活発で効果的に

行われてきた。その活動の全貌が,専 門家以

外の方々が多数おられるような場所で説明さ

れる機会は少なかったように思われる頃今回

のフォーラムでは,NEA事 務局長の植松邦

彦氏が出席され,ま さに地層処分 という特殊

な分野でのOECD/NEAの 活動の全貌が

紹介 された。

植松氏は講演の中で,OECD/NEAの

地層処分に関す る国際協力活動の重点課題 と

して次の2つ を指摘 している。すなわち,

①地層処分 システムの長期的安全評価の方

法に関す る研究 と,

②処分サ イトの原位置での試験および評価

方法に関す る研究である.

これらの2つ はf各 国自身の研究課題であ

ると同時に,各 国が,地 層処分の技術面での

国際的合意形成がなされることが望ましいと
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考えている課題 でもある。

特に植松氏の講演の中で,① の長期的安全

評価に関 してNEAの 行 った活動の成果 とし

て,次 の文書が引用 され,そ の重要性が強 く

指摘されたことは,以 下に述べ るような意味

で改めて注目されるところである。

『放射性廃棄物の処分に関す る長期間の安

全性の評価は可能か』

Disposalofradioactivewaste:

CANLONG-TERMSAFETYBE

EVALUATED?

AnInternationalCollectiveOpinion,

OECD/NEA,1991.

す なわち,こ の文書は,地 層処分の長期的

安全性の評価 に関 して,若 干の条件はあると

しても,国 際的に合意できる方法が活用でき

る段階に到達 したことを,内 外に表明 したも

のと考 えられているのである。

ここで言 う条件の一つが,処 分サイ トにつ

いて十分な情報が得られることであり,上 述

の②の中身は,処 分サイ トの情報を得る方法

を確立するための研究を指 している、この意

味で,① および②は相互に連係 しているわけ

である。

以上の植松氏の講演の内容 を,本 稿の視点

から次のように理解することが出来 る。

すなわち,地 層処分システ、ムの長期的な安

全性 という地層処分の中心的課題について,

国際的に合意できる評価方法がほぼ確立した

ことは,各 国が,次 のi新しい段階(研究開発一

実施移行段階)に 計画を進めるための重要な

国際的準備の一つが,大 筋では整ったことを

意味 していると言える、

日.社 会的合意形成 に関する活動

一各国の動向一

6,1フ ラ ンス の 政 策

フ ォー ラム で は,ANDRA(放 射 性 廃 棄

物 管 理 庁)の 長 官,ワ ラ ー ル 氏(Henri-Edlne

Wallard)か ら,フ ラ ン ス に お け る高 レベ ル 放

射 性 廃 棄 物 対 策 に 関 す る新 し い政 策:(イ)

研 究 開 発 プ ロ グ ラム,(ロ)研 究 成 果 の評 価 に

お い て,透 明 性 を保 持 す る た め の 制 度 的 な 措

置(ハ)ANDRAの 責 任 の 明 確 化 と組 織 の

強 化 等 が,法 律 に よ っ て定 め られ た こ とが 説

明された。ここでフランスの新 しい政策 とは,

そのまま,フ ランスの「研究一実施移行段階」

のプ ログラムに相当 してい ると言 えるだろ

う。その中で,「研究開発プログラム」 とは,

今後15年 間,フ ランスでは,次 の3つ の研究

を並行 して実施 し,そ の成果を公正に評価す

ることによって,高 レベル放射性廃棄物の対

策を決定す るというものである。 これは,フ

ランスにおいて,広 く人々の中に存在 してい

る疑問に如何に して答えるか,さ らには,如

何にして 「社会的合意形成」を達成するか を,

まさに中心に据えて作成したプログラムであ

ると言える。

3つ の研究 とは,

①第 ユの研究1長 寿命放射性元素の分離 と

核変換の研究,

②第2の 研究:深 地層処分の研究,(2つ の

地下研究所を設置する)

③第3の 研究=パ ッケージングと長期貯蔵

の研究である。

この3つ の研究に対しては,15年 後,研 究

成果が評価 され,実 施すべき対策 を,透 明性

をもって,選 び決定できるように,は っきり
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した目標が与えられている、

その目標 とは,(イ)長 寿命核種を分離し核

変換 を行 うのか,(ロ)地 層処分 を行 うのか,

(ハ)一 時貯蔵 を継続 して,さ らに,最 終処

分の方法の研究を継続す るのかを判断するの

に必要な,疑 問あるいは問題点を研究によっ

て解明することである。

このプログラムは また,地 層処分場のサイ

トを選定す る 「立地プ ロセス」をも包含 して

いる。すなわち,15年 後に,地 層処分が選択

される場合には,地 下研究所が設置された2

っのサイ トの中の一つが,処 分場サイ トとし

て決定されることになるからである。

今回の講演では詳細な報告 はなかったが,

これらの新 しいフランスの政策が,ANDR

Aの この分野の過去の活動についての分析 と

深い反省に基づいて作成 されたことは,今 日

では広 く知 られてい る事柄 である。しか し,

現在は新 しい政策が発足 して問 もない時期に

あ り,今 後,こ れちの政策 とプログラムが,

社会的合意形成の面で,ど のような成果 と結

び付 くかが注目されているところである。

B.2米 国 に お け る社 会 的 合 意 形 成 に関 す る活

動

米 国 か ら は,米 国 エ ネ ル ギ ー 啓 発 協 議 会

(U.S.CouncilforEnergyAwareness)の

副 会 長,ア ン ・ビ ス コ ン テ ィ氏(AnnS.Bis-

conti)と い う女 性 の 方 が フ ォー ラ ム に 出席 し

て,「米 国 に お け る社 会 的 合 意 形 成 に 関 す る 活

動 」につ い て 講 演 を行 っ た。講 演 の 内容 は(イ)

米 国 の 廃 棄 物 計 画 の 歴 史 と現 状,(ロ)世 論 調

査 の 結 果,(ハ)政 府 お よび 産 業 界 に よ る活 動

(如 何 な る 公 衆 参 加,対 話 が 試 み られ たか)

等 で あ る。 以 下 は,こ の 講 演 で 注 目 され た 内

容 の要 点 で あ る。

① 現 在 米 国 で進 行 中 の プ ロ グ ラム は,ネ

バ ダ州 のYuccaMountainと い うサ イ ト

を詳 細 に 調 査 して,調 査 結 果 が 適 切 で あ

れ ば,処 分 場 サ イ トと して,高 レベ ル放

射 性 廃 棄 物 の処 分 場 を設 置 す る とい う も

の で あ る。

② 米 国 で は,当 初,「 放 射 性 廃 棄 物 政 策

法 一1982」 とい う法 律 で,複 数 の候 補 サ

イ トを調 査 して,そ の 中 か ら,最 終 的 に は

一 つ の 処 分 場 サ イ トを選 出 す る手 順 が 決

め ちれ て い た。 しか し,1987年 に,こ の

法 律 は 改 正 さ れ,上 述 の① の プ ロ グ ラム,

す な わ ち,最 初 か らサ イ トを1つ に 絞 っ

て調 査 す る方 式 を採 用 して し ま っ た。

③ ネ バ ダ州 のYuccaMountainは,こ の

よ うに して選 ば れ た 最 初 の 調 査 対 象 とな

るサ イ トで あ り,ビ ス コン テ ィ氏 は こ の

プ ロ グ ラ ム の よ うな 決 定 の しか た を,

``D
ecide-Announce-Defend"式 の 一 方

的 な もの で,社 会 的 合 意 形 成 の観 点 か ら,

決 して 好 ま しい とは 言 え な い と述 べ て い

る。

事 実 ネバ ダ州 で は この プ ロ グ ラ ム を公

平 性 を欠 い た もの と して,強 い 反 対 運 動

が起 こ っ た。

④ この サ イ トの 調査 活 動 の 是 非 は,法 廷

で 争 われ,1992年5月27日,や っ と,こ

の サ イ トで の科 学 的 調 査 が 開始 され て現

在 に 至 っ て い る。

⑤ この 間,米 国 で は,住 民 へ の情 報 の伝

達,対 話 の た め に,様 々 な工 夫 と努 力が

行 わ れ,今 日,よ うや く成 果 が挙 が りつ

つ あ る とこ ろ で あ る.

そ の 経 験 か ら得 られ た教 訓 と して,ビ
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ス コ ンテ ィ氏 は,「地 域 住 民 と如何 に して

コ ミュ ニ ケー シ ョン を行 うか 」 を,10項

目に ま とめ て,パ ネ ル討 論 会 で紹 介 し た。

こ の10項 目 は,当 日,会 場 の 人 々か ら,

我 が 国 で も大 変 参 考 に な る と して 高 い 評

価 を受 け た。 表 一1は そ の要 点 を示 し た

もの で あ る。

6,3ス ウェーデンにおける社会的合意形成 に

関する活動

スウェーデンの核燃料 ・廃棄物管理会社,

SKB,の 広報部副部長,リ ンドクウィス ト

氏{JanLindqvist)か ら,ス ウェーデンにお

ける高レベル放射性廃棄物の管理 の現状 計

画,お よび広報活動について,包 括的な講演

が行われた.そ の中から,社 会的合意形成の

視点からみて特に注目され る点を述べ る。

① スウェーデンでは,放 射性廃棄物管理

の計画,計 画実施の実績 と将来の計画と

社会的合意形成のための活動が極めてよ

く連 係 して お り,か つ,一 貫 した 原 則 に

貫 か れ て い る。 リン ドク ウ ィス ト氏 の 講

演 は,よ く この 点 を示 して い た。

② ス ウ ェー デ ンの プ ロ グ ラム で特 に 注 目

され た こ とは,実 証 処 分(Demonstration

Deposition)と い う段 階 を,地 層 処 分 の最

終 的 な選 択,あ る い は フ ル ス ケー ル の 処

分 場 へ の拡 張 の 可 否 を評 価 し,判 断 す る

前 に挿 入 して い る こ とで あ る。 この 実 証

処 分 とは,高 レベ ル放 射 性 廃 棄 物(ス ウ

ェー デ ン の場 合 は 使 用 済 燃 料)の5--10

%が 処 分 で き る小 規 模 の 処 分 場 を建 設 し

て 行 う,試 験 的 処 分 で あ る。

③ ス ウ ェ ー デ ンの プ ロ グ ラ ム の特 徴 は,

地 下 研 究 施 設 を段 階 的 に2か 所 に 設 置

し,さ らに,実 証 処 分 を処 分 予 定 地 で行

うこ とに示 され て い る よ うに,ス テ ップ ・

バ イ ・ス テ ップ で,研 究 開 発 と評 価 を進

め,研 究 開発 か ら処 分 に 到達 す る筋 道 が

分 か り易 く決 め ら れ て い る点 に あ る。

表一1人 々 とどの よ うに コ ミュニ ケー シ ョン をす べ きか

(ビス コ ンテ ィ氏が実 際の広 報 活動か ら得 た教 訓)

-
↓

ワ
臼

3

4

「
∪

㈲

切

㈹

⑨

⑳

殆 どのア メ リカ人 は偏 見が な い。

人々 は 自分か ら情報 を求 め るこ とは しな い。(他 に関 心 のあ る こ とが 多い)

この 問題 に対 す る知 識 と意 識の程 度 は低 い。(常 に最 初か ら話 す必 要 あb,)

人々 は 自分達 を尊 重 して欲 しい と思 って い る。

コ ミュ ニケー シ ョン とは,単 に知 識 を伝 え るだけ では なレ㌔

人間 の価値 とか要求 に 触れ る必要 が あ る。

消費 者 の観点 に立 つ こ とが 重要 で あ る。

原子 力 の利点 と危 険性 の制 御が で き るこ とを伝 え る必要 が あ る。

リス クの 比較 は失敗 す るこ とが 多 い。

絵 や写真 は1000の 言葉 に も等 しい。

「信頼
」 が一 番大切 だ。
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④ このプログラムは,ま た,処 分場サイ

ト選定の過程 を包含していると言うこと

が出来る。すなわち,実 証処分の結果を

人々が理解すれば,地 層処分を受け入れ

ると同時に,実証処分 を行ったサイ トが,

処分場サイ トとして決定されることにな

るからである。

⑤ 以上に加えて,具 体的な広報活動の状

況や経験が披露され,そ の成果が世論調

査 でも明 らかになったこ とが述べ られ

た。たとえば,ス ウェーデンでは,各 地

に直接出向いて,積 極的な広報活動を行

っており,内 陸地域には,情 報展示を行

った トレーラーを,沿 岸地域には,一 一時

的に情報展示船に模様替えした廃棄物の

輸送船を活用 している.

⑥ リン ドクウィス ト氏は,ス ウェーデン

の広報活動の基礎 となる原則的 な考 え

方,あ るいは,ス ウェーデンのプログラ

ムの根底にある考え方 を極めて明快に述

べた。このことも,人 々の注目を強 く引

いた点である。それはまた,ス ウェーデ

ンのプログラムが,社 会的合意形成の要

請 と極めて密接に連係 して作成されてい

ることを示 している。次に リン ドクウィ

スト氏が行 った発言を例示 してお く。

〔例一1〕 情報伝達についての考え方1

『広報活動で示すのは,事実と自分達 自身

の基本原則だけである。従 って,人 々が

どう考えるべきかは含 まれない』

〔例一2〕 実証処分についての考え方1

『私達が実証処分を計画 しているのは,地

層処分の実現の可能姓や安全性に私達が

疑問を持 っているか らではない。社会の

中で,専 門家のサー クルから遥かに離れ

ている人々が,こ の問題 を心配 している

とすれば,放 射性廃棄物問題の解決が可

能なことを具体的に実証 しなければなら

ないと私達は考えているのである』

6.4各 国の動向のまとめ

社会的合意形成の問題には,本 来,各 国特

有な条件があるので,各 国の状況の善 し悪 し

を厳密に比較することは困難である,た だ,

我が国に対する参考 という観点か らみれば,

上述の各国の活動 と成果 を,大 筋 として,次

のようにまとめることが出来るだろう。{表一

2参 照)

表一2社 会的合意形成に関する各国の動向の比較

ト ラ以 米 国
スウ詞

プ
社会的合意形成

十 ± 十
ロ に配 慮してあ る

グ
ラ 立地過程を包含
ム 十 十 十

する

社
会 活動の状況 ? 十 十
的合一
意
形
成

活動の成果

1

?

」

± 十

一

〔注 〕+:十 分,±=や や 不 十分,?=今 後 の問題

① フランスおよびスウェーデンは,社 会

的合意形成に対す る要請を考慮 してプロ

グラムが作成されている。 しか し,米 国

のプログラムでは,こ の点の配慮が,必

ずしも十分ではなかったと言える。

② 社会的合意形成の成果は,ス ウェーデ

ンでは,ほ ぼ満足,米 国ではやや不満足

と考 えられ,そ の違いの主要な原因の一

つは,プ ログラムにあるもの と考えられ

る。

③ フランスでは,新 しいプログラムがし・
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よいよ実施される段階にあ り,今 後の成

果が期待されかつ注目されている.

④ 社会的合意形成には,直 接的な広報活

動 とともに,プ ログラム全体のあ り方が

係わるもの と考える必要があ り,両 者が

一貫した考え方で貫かれていることが望

ましい。

7.パ ネ ル 討 論 会 の メ ッセ ー ジ

既 に のべ た よ うに,ウ ェ イ ス ト ・フ ォー ラ

ム'93の プ ロ グ ラム の最 後 は,社 会 的 合 意 形 成

につ い て の パ ネ ル討 論 会 「高 レベ ル 放 射 性 廃

棄 物 処 分 対 策 の実 現 へ 向 け て 一 情 報,伝 達,

コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン」 で あ っ た.

こ の討 論 会 で,最 も 多 く表 明 さ れ,討 論 会

場 の 多 くの 人 々 の賛 同 を得 た意 見 は,お よそ

次 の よ うな 内 容 で あ っ た と思 わ れ る。

『今 後 は
,社 会 が 既 に 決 ま っ た もの を受 け 入

れ る,PA(PublicAcceptance)で は な く,

社 会 が 決 め る と い う考 え 方,PD(Public

Decision)を 基 本 とす る 必要 が あ る』

この 趣 旨 は,社 会 的 合 意 形 成 に 関 す る活動

の 原 則 と し て,従 来 の 「PA」 の 考 え方 は 不

適 切 で あ るの で,新 し い原 則 「PD」 を採 用

すべ きで あ る こ と を述 べ て い るわ け で あ る。

新 し い原 則 「PD」 の 意 味 す る と こ ろ を,

たとえば,廃 棄物について言えば,「 廃棄

物のような問題は,少 数の専門家が決めるの

ではな く,専 門家の提出す る情報を基礎 とし

て,最 終的には社会が決めるという考え方を

基本とする必要がある」 ということになるか

と思われる。

上述の 「新 しい原則の採用」は,パ ネル討

論会のメッセージであると同時に,今 回のフ

ォーラムのメッセージであるとも言える。

8.む す び

以 上,本 年 の1月 に青 森 市 で行 わ れ た,高

レベ ル 放 射 性 廃 棄 物 に 関 す る 国 際 フ ォ ー ラ

ム,「 ウ ェ イ ス ト・フ ォ ー ラム'93」 の 大 筋 の 内

容 に つ い て述 べ た 。

この 中 で,我 が 国 が,高 レベ ル放 射 性 廃 棄

物 の 地 層 処 分 に つ い て,新 し い段 階 に 入 っ た

こ とが 明 らか に され た。 本 稿 で は,こ の 新 し

い 段 階 を 「研 究 一実 施 移 行 段 階 」 と呼 ん だ。

今 日,我 が 国 は ま さ に,こ の 段 階 に 対 応 で き

るプ ロ グ ラム を検 討 す る時 期 に 当面 して い る

もの と思 わ れ る。

こ の よ うな 意 味 で,今 回の 国際 フ ォー ラム

は,我 が 国 に とっ て タ イム リー で,か っ,極

め て有 用 で あ っ た と言 う こ とが 出 来 る。
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ヲロクラム
第1日 目

■

1月28日 ㈹一
10,・OO-IO:t5科 学技術政務 次官 挨拶 渡海 紀ミ 朗

10:15-10'30青 森 県 知事 挨拶 北村 正哉

10「30一 丁0」50 基調講演=高 レベル放射性廃棄物処分に係る政策

謂演者=石 田 寛人(科 学技術庁原子力局長)

丁0」50一 丁丁:40 講 演1:フ ラ ン ス に お け る 高 レベ ル 放 射 性 廃 棄 物処 分 政 策

に 係 る 最 近 の 進 展

講瀦lHenri-EdmeWa"ard(DirectorGenera[,ANDRA)

刀.・40一 ノ2'20

丁2'20一 丁3'20

13'20-14'40

講 演21高 レベル放射性廃棄物処分に係る国際協力活動

講演者1植松 邦彦(OECDINEA事 務局長)

昼 食

報 告=日 本における地層処分研究開発の概況
一 平成3年 度技術報告書を中心にして一

9長1鈴 木 鴛之(東 京大学]=学部原子力工学科教授)

騰 大和 愛司惚 顯 禁羅鰍 団繍 襯)

バネル討論会:日 本 に お け る 地 層処 分 研 究 開 発 の 現 状 と今 後 の 方 向

O座 長1鈴 木 篇之{東 京大学工学部原子 力工学科教授〉

●パネリスト

AmoldA.Bome{Head,WasteandDlsposalUnit,SCKICEN)

小 島 圭 二(東 京大学工学部資源開発工学科教授)

駒 田 広 也(電 力中央研究所我孫子研究所原燃サイクル部次長)

大和 愛司膣 繍 難 豊鱗 団瑛境技槻

和 達 嘉樹(日 本原子力研究所東海研究所環境安全研 究部部長)
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プσグラム
窮e日 目

■

1月29日 ㈹

丁0'00-IO:50

IO:50-11=40

丁丁:40-f2:50

講 演3ス ウェーデンにおける社会的合意形成に関する活動

座 長:川上 幸一(神 奈川大学経済学部教授)

講測anL」"d甲lst耀y自 脇 慧8耽All　 d)

講 演41米 国における社会的合意形成に関する活動

座 長=川上 幸一(神 奈川大学経済学部教授)

講瀦:AnnS・Bisc.nti(1麟 蹄1鋼 §割

昼 食

丁2"-50一 丁3--20

f3=20-t3'40

脚 一16、4・1

(途中休憩15分)

講 演5日 本における社会的合意形成に関する活動

座 長:川上 幸一(神 奈川大学経済学部教授)

講潰者:今野 修平(大 阪産業大学経済学部教授)

講演3、4、5の まとめ

座 長:川 上 幸一(神 奈川大学経済学部教授)

バネル討論会1高 レベル放射性廃棄物処分対策の実現へ向けて

情報、伝達、コミュニケーシ ョン

●座 長:深海 博明(慶 隠義整大学経済学部教授)

●パネリス ト:

AnnS・Bjsc.nti(翻 灘 摺e　 hand㎞9　

JanLln伽st儲 臆 皆贈 ら馬bl曲 剛M曲

木元 教子(評 論家)

鳥 井 弘之(日 本経済新聞社論説委員)

山内 洋三(電 気事業連合会広報部長)

田中 徳 夫(科 学技術庁原子力局政策課長)

まとめと閉会の挨拶

山本 寛(ウ ェイ ス ト・フ ォ ー ラム'93準 備 委 員 会委 員 長

(財)エ ネル ギー 総合 工 学 研究 所 理 事 長
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石油 活用型 ガス ター ビン複合 ごみ焼

却発 電 「スーパー ごみ発電」シス テム

モデル調査 結果

赤 田 卓 己 軽
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1.は じめに

将来の深刻 なエネルギー情勢を踏まえ,ま

た地球環境問題への対策の一つ として,従 来

か ら利用されていないエネルギー源からのエ

ネルギーの積極的利用が推進 されてきてい

る。 また一方,最 近特に,廃 棄物処理が重大

な社会問題 となってきている。ここで,ご み

焼却 に伴って発生する高温廃 熱が利用価値の

高いエネルギーであり,ご み焼却施設におけ

る発電事業(ご み発電)は 未利用エネルギー

の最 も有効な活用方策の一つ と注目を集めて

きている。

しか し,ご み発電は発電効率が低いという

問題点がある。これ を解決するため,清 掃工

場にガスタービンを設置して複合サイクルを

組むことにより,総 合発電効率を向上させる

調i査を実施 した。

本調査は,乎 成3年 度 より通商産業省石油

部精製課の 「高効率石油エネルギー供給シス

テム適用モデル調査事業」の一環 として㈲石

油産業活性化センター(PEC)か ら当研究

所に委託されたものであ り,平 成3年 度の調

査結果(文 献〔1〕)の概要はすでに本誌(文 献

〔2〕)で報告 してお り,こ こでは,平 成4年 度

の調査結果(文 献〔3〕)の概要を報告するa

2.ご み発電の問題点 と対応策

2.1ご み発電の問題点

現状のごみ発電の問題点の一つは,発 電効

率が低いことである。この理由は,都 市ごみ

の中に含まれている塩化 ビニル等の塩素化合

物が燃焼炉で塩化水素等の腐食性物質になり

発電に使用す る蒸気過熱管の温度を高温(約

330℃ 以上)に すると,高 温腐食が発生するた

め,高 温にで きないためである。(図一1参 照)

2.2ご み 発 電 の 現 状

現 状 の ご み 発 電 の 効 率 は、通 常 数%で あ る。

実 際 の ご み発 電 設 備 に お け る,蒸 気 条 件(ス

チー ム ター ビ ン入 口の 温度,圧 力)を 図 一2,

図 一3に 示 す 。 そ れ か ら分 か る よ うに,蒸 気

温 度 は200--260℃ が 多 く,蒸 気圧 力 は16--22

atgが 多 い 。これ らの 状 況 か ら も ごみ 発 電 の効

率 が低 い こ とが 明 らか で あ る。

2,3ご み発電効率向上のための対応策

(1)蒸 気過熱管材質の検討

巌 勧エネルギー総合工学研究所 主管研究員
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蒸気過熱管の材料 を高温腐 食に耐えるよう

な材質への変更が考えられる。この調査研究

は既に以前か らなされており,現 在 も種々検

討がなされている。将来,優 れた材質の選定

が期待 される、

② 熱機関との組み合わせによる方法

ごみ発電 と他の熱機関 との組み合わせによ

りごみ発電の高効率化を図る方法 としては,

本調査のガスター ビンとの複合サイクル発電

の他に,別 置き独立過熱器による追い焚き,

別置 きボイラーによる混圧 タービンの採用等

が考えられる。これらの個々の評価について

はすでに本誌(文 献〔4〕)で説明されているの

でここでは省略する。

㈹ ガスタービンとの複合化の検討

本調査は,清 掃工場に可搬性のあるエネル

ギー としての石油 を使用す るガスター ビンを

付設 して,ご み発電装置の蒸気 と複合(コ ン

バインド)サ イクルを組むことによ り,ガ ス

ター ビン排 ガスで,焼 却廃熱ボイラよ り発生

した蒸気 を過熱することにより,蒸気条件(温

度,圧 力)を 改善 して,総 合発電効率の向上

を図るものである。すなわち,ご みの持つ潜

在エネルギーの回収率 を従来より大幅な向上

を図るものである.従 来型ごみ発電 システム

の概略フV一 を図一4に,複 合ごみ発電シス

ムの概略 フV一 を図一5に 示す。

ここで,ご み発電にガスタービンを付設 し

て複合サ イクルを組むシステムを,本 調査委

員会の平田委員長が 「スーパーごみ発電」と

名付け られ,現 在では広 く使用されるように

なってきた。

3.電 気事業者のごみ発電への協力について

モデル調査結果説明に先立ち電気事業者の

ごみ発電への協力について最近の状況を説明

する。

3.1基 本的考え方

ごみ発電により極力安定的な電力供給が可

能 となるよう,電 気事業者はごみ発電を行お
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うとする自治体等に対 し,発 電設備の建設の

段階か ら技術面 ・運営面において積極的協力

を行 う。

ごみ発電か ら生ずる余剰電力については,

各電気事業者が購入の具体的方針を明らかに

することに より,安 定的電源 と位置付けられ

るものについては高 く評価 し,そ の他のもの

も適切に評価 して幅広 く買い取るものとし,

ごみ発電の建設計画の推進に協力す る。

3.2電 気事業者から余剰電力に対する要望

電気の価値 を決める要因は一般に,

・量(kWh)… エネルギーの消費量に対応

・能力(kW)… 発電設備の規模に対亦

・発電する時期…電気は貯蔵ができないので

電気事業者の発電能力に余裕のない時期 と

その他では価値が異なる。

・供給信頼度…必要な時に,必 要な量が確実

に手にはいるかどうか。

・品 質…電圧や周波数が決め られたレベル

で安定 しているか どうかであるといわれて

いる。

具体的には,電 気事業者が必要な時に計画

的に余剰電力 を送 り出せ ること,安 定的な供

給が可能なこと等を満たす電源が望 ましいと

されている。

3,3具 体的内容

(1}技 術協力等

電気事業者の発電,系 統連系に関するノウ

ハウを活用 し,技 術開発,設 計,建 設,保 守 ・

管理,技 術,教 育等の各面において,ご み発

電を導入す る自治体等に対し,情 報提供,コ

ンサルタン ト等を行 う。

② 購入の具体的方針

余剰電力を電源 としての安定性等に応 じて

適切に評価 ・購入す るため,電 気事業者が購

入単価の算定方法等について考え方を明確に

したものであ り,詳 細は各電気事業者毎に需

給状況等 も踏まえて決められている。

具体的には,電 源 としての安定性,引 取 り

電力 と必要供給力とのマ ッチング,品 質(電

圧 ・周波数)等 を考慮 して,ご み発電によっ

て軽減 される電気事業者の火力発電のコス ト

を目安 とし,安 定性等供給力 として期待 でき

るものについては,固 定費および燃料費相当

の評価,そ れ以外につ いては燃料費相当の評

価 とす る.

以下にその内容,お よび表一1に 購入単価

を示す。

① 安定的な供給が可能な場合

・平 日昼=間時間帯の余剰電力については,電

力会社の火力発電コス トを目安 として 〔火

力発電燃料費相当〕+〔 火力発電固定費相

当〕の評価。

・その他の時間帯の電力については 〔火力発

電燃料費相当〕の評価。

安定的な供給が可能な場合 とは,電 力会社

によって若干の違いはあるが,次 の(aXb)を

共に満たす ことを条件 とす る、

(a)平 日昼聞時間帯(休 日等 を除 く,午 前8

時～午後ユ0時 〔沖縄電力は午前9時 ～午後

11時 〕)に おいて,余 剰電力の平均が1,000

kW以 上,ま たは,電 力の変動率が20%以 内

の場合。

(b)3年 以上の安定供給が保証 される場合。

② その他(① 以外)の 場合

・電力会社 の火力発電 コス トを目安 として

〔火力発電燃料費相 当〕の評価.
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4.調 査 結 果

4.1平 成4年 度の調査の 目的等

平成3年 度の調査では,大 規模都市 を対象

としてス トーカ炉 を用いた 「スーパーごみ発

電」のモデル調査で,大 幅な効率向上が認め

られたので,平 成4年 度の調査は,石 油の需

要拡大に繋がる中規模都市 を対象 とした小型

でも大型並みの高効率が予想される流動床炉

を用いる 「スーパーごみ発電」のモデル調査

を行 うこととした。

4.2中 規摸都市のごみ処理に関する調査結果

{1)調 査の目的と調査方法

モデル調査の設計条件 を決めるために,中

規模都市における,ご み処理の実態を把握す

る必 要 が あ る。 そ の た め,ア ン ケ ー トに よ り

調 査 を実 施 し た.

② 対 象都 市

対 象 都 市 は 中規 模 の16都 市 と したe

(3)調 査 結 果

ア ン ケ ー ト調 査 結 果 を表 一2に 示 す 。 そ れ

ら を纏 め る と以 下 の とお りで あ る。

① ごみ の 発 熱 量(低 位)は1,850kcal/kgで あ

る、

② 公 害 防 止 基 準 伯 主 規 制 を 含 む)は,ば い

じん が ⑪.033g/Nm3,SOxが41ppm,NOxが

116ppmで あ る。

③ 調 査 した 中規 模16都 市 の 設備 の 内10箇 所 が

発 電 設備 を備 え て お り,そ の蒸 気 条 件(蒸

気 タ ー ビ ン入 口)は 温 度 が252℃ で,圧 力 は

18atgで あ る。

表一1各 電力会社ごみ発電かちの余剰電力購入単価

(平成4年4月 実施)
一

余 剰 電 力 購 入 単 価(円/kWh)

電 力 会 社 安定的な電力の場合 そ れ 以 外 の 場 合

平日昼間 そ の 他 平日昼間 そ の 他
一

北 海 道 9.go 4.40 6.50 440

東 北 10.OO 4.40 6.30 4.40

東 京 12.50 420 6.60 420

中 部 10.70 4.50 5.90 4.50

北 陸 9.70 4.20 6.20 4.20

関 西 11.00 4.50 6.40 4.50

中 国 lO.30 4.50 6ユo 4.50

四 国 9.60 4ユo 5.90 4.10

九 州 10.80 4.70 62G 4.70

沖 縄 10.00 4.70 6.4G 4.7G
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表一2中 規模都市における最近建設された(ま たは・予定の)焼 却工場の基本設計条件
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4.3設 計条件

ω 基本 コンセプ ト

今回のモデル調査にあたり,念 頭においた

基本的なコンセプ トは以下の通 りである。

① ごみの焼却業務に支障が無いようにする.

ごみ焼却施設の役割は,ご みの適正処理 で

あ り,こ れを第一に考える。

② 基本的に,要 素技術の開発を行わない。

新たな要素技術の開発を伴わず,現 在の技

術で十分対応できるようなシステム とする。

③ 公害防止基準は,現 在のごみ焼却施設の

公害防止基準 とする。

(ダイオキシン ・NOx等 の対策 も考慮する)

④ 発電効率30%以 上を目標とする。

⑤ 必要 な敷地面積 をできる限 り小 さ くす

る。

② 主要設計条件

① ごみ焼却炉は以下の通 りである。

・炉 形 式:流 動床炉

・1炉 規模=100ト ン/日

・炉 数12炉

② ごみ発熱量は基準 ごみ1,900kcal/kgと

す る。

③ ガスタービンは以下の通 りである。

・基 数:1基

・燃 料 油:低 いおうA重 油

④ ガ スター ビン廃熱 ボイラーは1基 とす

る、

⑤ スチームター ビンも1基 とする。

(ガスタービンの運転 を昼 間のみ行 うケー

スの検討 も実施 したので高圧用,低 圧用の

2つ のタービンを備 えた設備 とした)

⑥ 公害防止基準は中規模都市へのアンケー

ト結果か ら設定 した。

・ばいじん=o .029/Nrn且以下

・SO .:30ppm以 一ド

・NO x:70ppm以 下

・HCI=50ppm以 下

「ダイオキシン類発生防止等ガイ ドライン」

(厚生省)遵 守

(3>モ デル設計の考 え方

① ガスタービン廃熱利用方法

ガスタービンの排ガス(500--550℃)で,

ごみ焼却炉か らの蒸気の過熱及びごみ焼却

炉への給水の予熱 をする.ご み焼却炉 とガ

スター ビンが蒸気サイクルにより結合され

ているので 「蒸気結合方式」 と呼ぷことと

す る。

② 排ガスの脱硝方法

大,中 型ガスター ビンの設置ケースでは,

ごみ焼却炉か らの排ガスをもガスタービン

廃熱ボイラー内に設置したガスタービン用

脱硝装置で脱硝す る。この方法を 「脱硝共

用方式」 と呼ぶこととする。

㈲ モデル調査の各ケースについて

① ケース1

従来型(ガ スター ビンを付設 していない)

ごみ発電装置である。

② ケース2

「蒸気結合方式」のみを採用 しいる。特別に

排ガス対策 を取 らないため適切な規模のガ

スター ビンを選定 している。

③ ケース3

「蒸気結合方式」と 「脱硝共用方式」を採用

している。脱硝触媒の活性は排ガスの温度

が300℃ 以上必要であ りこの ためガスター

ビンの規模 は中型以上が必要である。ケー

ス3は 中型ガスタービンを付設したケース

である。

④ ケース4
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「蒸気結合方式」と 「脱硝共用方式」を採用

している。ケース3に おいて相当ごみ発電

効率の向上効果がみとめ られたので,NOx

の総量を増やさない範囲で最 も大きいガス

ター ビンを設置した場合のスタディーを行

ったものである。

⑤ モデル調i査結果

モデル調査の内容は,全 体フロー,主 要設

備仕様,物 質収支,発 電可能量と発電効率

設備配置計画,運 転人員,定 期点検補修計画,

モデルの建設費,コ ス ト面からの評価,環 境

負荷面からの評価等である。

① モデル調査のフm一 を図一一6,図 一一7に

示す。

② 各ケースの蒸気条件,発 電量 と発電効率

を表一一3に 示す.各 ケースの効率向上の概

要 を以下に示す。

・ケース2は 適切 な規模のガスター ビンを採

用 した結果,蒸 気条件 を60ata,400℃ まで

引き上げ,相 当ごみ発電効率を24%向 上さ

せ た。

・ケース3で は中型ガスタービンを採用 した

結果,蒸 気条件を60ata,490℃ まで引 き上

げ,相 当ごみ発電効率 を33%向 上させ た。

・ケース4で は大型ガスタービンを採用 した

結果,蒸 気条件は中型と同じであるが全体

の熱バランスから,相 当ごみ発電効率 を45

%向 上させた。

③ 環境負荷面からの評価

各ケースのNOx排 出量 を表一3に 示す。

・ケース2は ガスター ビン排ガスのみガスタ

ー ビン廃熱ボイラーの脱硝装 置で脱硝す

る。このため総NOx量 は少 し増加するe

・ケース3で は総NOx量 は,ケ ース1の2.45

Nm'/hか ら1.33Nm"/hに46%の 大幅 な削

減 が で き る。

・ケー ス4で は 大 規 模 の ガ ス ター ビ ン を設 置

し て もNOxの 総 排 出 量 を ケ ー ス1と 同 レ

ベ ル に抑 え る こ とが 可 能 で あ る。

④ コ ス ト面 か らの 評 価

・評 価 条 件 は ガ ス ター ビ ンの 付 設 に伴 う設備

費 増 分 を ガ ス ター ビ ン1kW当 た りの 設 備

コ ス トをユ5万円 一一30万 円 と設 定 して,試 算

した。

・試 算 結 果 を表 一3に 示 す
。 試 算 送 電 端 コ ス

トが約10円/kWh～15円/kWhと な っ た 。こ

の価 格 は,電 力会 社 の 購 入 価 格 に も よ る実

現 可 能 な レベ ル と考 え られ る。

5.モ デルの実用化への課題

本モデルの実用化に際 しては,更 に検討す

べ き課題がある。その一部を以下に示す。

{1)効 率向上策の検討

全体 システムをして,ご み焼却炉をガスタ

ー ビンの組み合わせにおいて,ご み焼却炉の

規模に応 じた,最 高効率が得 られるような最

適ガスタービン規模の選定を行 う。

② 設備配置計画

ガスタービンを付設した場合の合理的な設

備配置計画の検討 を行 う。

(3)運 転面,定 期点検等について

本 システムの運転管理面や,定 期点検方法

等についての検討 も必要であろう,

(4)コ ス ト関係

システムモデルの詳細なイニシャルおよび

ランニングコス トの算定 を行い,よ り低 コス

ト化を図るための検討を行 う。

㈲ ごみ発電の事業主体について

ごみ発電 を行 う事業主体にっいて,今 後検

討の必要になることも考えられる。
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表一一一3石 油 活用 型 ガ ス ター ビンごみ焼 却発 電 シ ステム モデ ル調i査

ケ ー ス ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3 ケ ー ス4

モデル概要 従来型ごみ発電 蒸気結合方武 蒸気結合方式 蒸気結合方式
(排気再 燃せ ず) 脱硝共用方式 脱硝共用方式

蒸気条件(ST入 口)
圧 力,温 度(ata,℃) (26,283) (60,400) (60,49ω (6⑪,4go)

蒸気流量(T/h) 17.8 22.9 35.6 55.9

ST発 電 出力/kW)① 212GO 3,670 7,700 ll,700

GT発 電出力(kW)② 一 5,270 14,6⑪ ⑪ 32β ⑪⑪

発電出力合計(kW)①+② 2,2⑪o 8,940 22,3⑪ ⑪ 44,0⑪ ⑪

場 内動力(kw〕 1,420 1,590 1,920 2,47⑪

送電端出力合計(kW) 78⑪ 7,350 20,380 41,530

ごみ焼却炉無の場合GT排 ガス

ST発 電出力/kW) 95⑪ 生77⑪ 8,500

コンバ イン ドの効 果(kW) ㎜ 520 730 1,⑪⑪O

発電端効率 〔%}u lL95 23.99 33.8⑪ 3呂.15

送電端効率(%) 4.24 19.71 30.89 36.⑪1

相当 ごみ発電効率(%)2)

発電端 11.95 14.79 15.92 17.38

〔比率(%D 〔1⑪O〕 〔124〕 〔133〕 〔145〕

送電端 4.24 7.01 8.21 9.51

〔比率(%)〕 〔100〕 〔165〕 〔193〕 〔224〕

NO其 排 出量(Nm3〆h) 2.45 2.95 1.33 2.45

耐用年数均等化送電 コス ト3〕

(円/kWh)
建設費増分15万 円/kW 12.5 10.3 10,2、

GT出 力20万 円/kW 13.4 11.2 11.0

1kW当1,30万 円/1{W 15.2 12.7 12.7

1)発 電量(熱 量)/投 入 熱 量

2,ご み(ST)発 電 出 力 の う ち,
3}GT24時 間運 転 の 場合

6.今 後の展開

ご み焼 却 に よ る寄 与 分(kW)×(860kcal/kWh)/ご み投 入 熱量(kcaユ 〆h)

現在既に,本 システムの実用化の検討がな

されている(但 し燃料はLNGで ある)。本 シ

ステムを活用 して,ご み発電の高効率化 を図

ることにより,今 後 ごみ発電設備の設置が推

進されることが期待 される。そのようになれ

ば 「都市ごみ」が重要なエネルギー源の一つ

と位置づけられるようになると考 えられる。

本システムの実用化に際 して種々の課題が

ある.今 後本年度の調査結果 を踏まえ,石 油

の優位性(可 搬性に優れている,価 格が適正

である等)を 生か して,本 システムを実現す

るための調査(シ ステムの最適化,特 定地域

を設定 してのモデル調査,実 用化への課題解

決策の検討等)

考えられる。

を実施 してゆ く必要があると
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高効率発電技術海外調査報告
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方式の位置付けの明確化,開 発 スケジュール
1.は じめに

の策定等を行 うにあたっての基礎資料 を作成

平成2年6月 に取 りまとめ られた電気事業

審議会需給部会中問報告および総合エネルギ

ー調査会中間報告によれば,徹 底 した省エネ

ルギーを前提 としてもエネルギー需要は着実

に増大す る一方,資 源確保,地 球環境問題等,

エネルギーの安定供給 を制約す る要 因が顕在

化することが予想され,適 切なエネルギー供

給構造を構築することが喫緊の課題 となって

いる。特に電力は経済社会活動 を支えるため

不可欠のものであ り,こ の ような制約要因を

克服 し,電力の安定供給を確保す るためには,

適切な電源構成を目指す とともに,新 技術の

導入等による発電効率の向上等 を図ってい く

必要がある。

このような状況から,㈲ エネルギー総合工

学研究所は,通 商産業省資源エネルギー庁の

委託を受けて 「高効率発電技術調査」 を実施

した。その一環 として海外調査 を実施 したの

で概要 を報告する。

2,調 査 の 目的

「高効率発電技術調査」では,石 炭 ・LN

G等 火力発電の高効率化推進のため,各 発電

す ることにしてお り,本 調査は,21世 紀にお

ける電力業界の基盤確立にとって,極 めて重

要な意義を有するもの と考えられる。

平成4年 度 の調査事業 を実施するにあた

り,広 く海外の事情を調査することは,今 後

の火力発電の方向付けを調査審議する上にお

いて必要不可欠の事項 と考え,今 年度重点的

に検討を行 う2技 術(高 蒸気条件における発

電技術,高 温ガスタービン発電技術)に 重点

を置きつつ も,各 技術を効果的に調査す ると

いう観点か ら全分野の先端火力発電技術 を対

象とし,海 外調査を実施 した。これ らの調査

対象施設は欧米各国に分散 しているため,高

温ガスター ビン技術導入が盛んに行われてい

る米国を対象とした.

また,米 国は,自 然エネルギー利用発電に

も積極的に取 り組んでいるので,こ れについ

ても調査 を行 った。

3.調 査 日程 ・訪 問 先 ・調 査 メ ンバ ー

(1〕 調 査 日程

平 成5年1月17日 か ら1月29日 まで の13日

問

楽 ㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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② 訪 問 先

訪 問 先 は 合 計9か 所 で あ り,発 電 技 術 毎 に

ま とめ る と,次 の 通 りで あ る。

① 高 蒸 気 条 件 に お け る発 電 技 術

・エ デ ィー ス トー ン発 電 所

(フ ィ ラデ ル フ ィア 電 力,ペ ン シ ル バ ニ

ア 州,エ デ イー ス トー ン)

② 高 温 ガ ス タ ー ビ ン発1苞技 術

・GE{GeneralE】ectricCompany)本 社

(ニ ュ ー ヨー ク州,ス ケ ネ ク タデ ィ)

・GEグ リー ン ビ ル工 場

(サ ウ ス カ ロ ラ イナ 州,グ リー ン ビ ル)

・チ ェ ス ター フ ィー ル ド発 電 所

(ヴ ァー ジ ニ ア 電 力,ヴ ァー ジニ ア州,

チ ェ ス ター)

・ロー ダ ー デ ー ル発 電 所

(フ ロ リダ電 力,フ ロ リダ州,フ ォー ト

ロー ダ ー デ ー ル)

③ 石 炭 ガ ス化 発 電 技 術

・モ ン テベ ロー 研 究 所

{テ キサ コ社,カ リフ ォ ル ニ ア 州,モ ン

テ ベ ロー)

・クー ル ウ ォー ター 発 電 所

(SCE(SouthernCaliforniaEdison)

電 力,カ リフ ォ ル ニ・ア州,ダ ゲ ッ ト)

④ 太 陽 熱 に よ る発 電 技 術

・ソー ラー1・IIプ ロ ジ ェ ク ト{SCE

電 力,カ リフ ォ ル ニ ア 州,ダ ゲ ッ ト)

⑤ 風 力 に よ る発 電 技 術

・サ ン ゴ ル ゴー ニ ヨ ・パ ス風 力発 電 所

(DWAG①esertWindEl/ergyAsso-

ciation),カ リフ ォ ルニ ア州,ノ ー スパ

ー ム ス プ リン グ ス)

調査 日程 お よび 訪 問 先 の 所 在 地 を 図一1に

示 す。

(3)調 査メンバー

電力会社から9名,中 央電力協議会から1

名,事 務局は側)エネルギー総合工学研究所か

ら1名 参加 して,合 計11名 である。各技術を

公平な立場か ら評価す るという意味から,全

員同一行動で調査を実施した。

4.調 査 内容

口)高 蒸 気条 件 に お け る発 電 技 術

火 力発 電 プ ラ ン トの ター ビ ン 入 口の 主 蒸 気

条 件 が,圧 力246kg/cm',温 度566℃ を超 え る 条

件 を超 々 臨 界圧(USClUltraSuperCriti-

cal)と 称 して い る。圧 力,温 度 を上 昇 させ る こ

とに よ り発 電効 率 の 向 上 を狙 う もの で あ る。

今 回 調 査 を実 施 した エ デ ィー ス トー ン発 電

所 は,石 炭 お よ び 重 油 を 燃 料 と し た 総 出 力

1,440M"「 の 火 力 発 電 所 で あ る。 設 備 は1

～4号 機 で構 成 さ れ て い る。 各 ユ ニ ッ トの 詳

細 を表 一1に 示 す 。

1号 機 は,ユ960年 に 運 開 した世 界 最 高 の蒸

気 条 件(主 蒸 気 圧 力(352kg/cm・),主 蒸 気 温 度

(652℃)を 採 用 した 超 々臨 界圧(USC)プ

ラ ン トで あ る(現 在 も世 界最 高)が,ボ イ ラ

ーSHチ ュ ー ブ に高 温 腐 食 お よび 耐 圧 部 材 に

クラ ッ クが 生 じた た め,現 在 は圧 力(337kg/

cm・},温 度(613℃)と も下 げ て 運 転 して い る。

現 在 の 状 況 を 中心 に 調 査 を行 っ た 。

米 国 で は,火 力 発 電 所 の 効 率 向 上 を 狙 い

195D年 代 に い くつ か の 超 高 温 高 圧 ユ ニ ッ トが

建 設 さ れ た が,1号 機 は そ の一 つ と し て,主

蒸 気 圧 力352kg/tnf,主i蒸 気 温 度649℃ とい う世

界最 高 の 蒸 気 条 件 を採 用 し建 設 され た もの で

あ る。 製 作 者 のWH(Westinghouse}杜 の 説

明 に よ る と,246kg/cm:を 超 え る圧 力 を採 用 す

る とい う こ と と,デ モ プ ラ ン トとい う こ とで
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表一 τ エ デ ィー ス トー ン発電 所 の設備仕 様

ユ ニ ッ トNo ,

運 開 年
一

1 2 3.4

1960 1960 1974(3U),1976(4U)

ター ビ ン メー カー WH GE WH

ボ イ ラー メー カ ー CE

}

燃料の種類

S分

発熱量

出 力

涯 青 炭

〔ウエス ト・ヴァージニア産)

1.5%(運 用)

2.4%(設 計)

CE

渥 青 炭

(ウェス ト・ヴァー ジニア産)

1.5%(運 用)

2.4%(設 計)

CE

#6油

o.5%

13,000BTU/lb 13、⑪OOBTU〆1b 33,000BTU/lb

300MW(運 用)

325MW(設 計)

2,500Ton

20⑪To11

300MW(運 用)

325MW(設 計)

F

395MW

燃料 使 用量 輌aHIDay

灰 の発 生量 珊ax〆DaN

2,50GTon 33,000bbl8
』

200Ton 『

王 一蒸 気 流量

温度

圧力

一

2,GOGMIb/h 2,000Mib〆h 2,7DOMIb/h
』

613℃(運 用)

649℃(設 計)

560℃

一

51⑪ ℃

4,800psig(運 用)

5,0GOP5ig(設 計)

3,525psig 1β00psi暮

再熱蒸気温度
566/566℃(運 用)

566/566℃(設 計)

566/566℃ 510℃

復永器冷却水量 20G,OOGgpm 200,000gpm 280,0GOgPm

1990年の実績
燃料使用量

発電電力量

350,000Ton 350,00GTOI1 700,00Gbbls(3U)

525,000bbl3{4U}

1,IGO,OOOMWh 600,0⑪OMWh 350,000MWh(3U)

275,0GOMWh(4U)

石 炭 性 状 S分2.5wt%(Max)

水 分6.Owt%{Max)

灰 分10.Owt%(Max)

発 熱 量12,800BTU/lb(Milユ)

粉 砕 性(ハ ー ド ・グ ロ ー ブ指 数)55(Min)

揮 発 分30.Owt%(Min)

灰 の 融 点1,163℃(Min)

金 属 指 数200(Max)

鉄 含 有 量2,500ppm(Max)

粒 度2"×O(Max)

細 か さ

1/4"×050wt%(Max)

28meshXO18wt%(Max)

』
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前 述 の 蒸 気 条 件 を採 用 した と話 して い た 。

i現在 は,主 蒸 気 条 件,圧 力337kg/em・,温 度613

℃ で の 運 転 を余 儀 な くさ れ て お り,1990年 の

発 電 実 績(発 電 電 力量1,100,eOOkwvh,年 間 利 用

率42%,年 間 送 電 端 効 率31%)か ら超 々 臨 界 圧

の メ リッ1・が 発 揮 され て い な い こ とが わか る。

今 後 は,改 良 に よ り圧 力 に つ い て は,1995

年 まで に 当初 の352kg/cm2に,温 度 につ い て は

621℃ に 回復 し た い との こ とで あ るが,温 度 の

当 初 計 画 値649℃ に 回 復 す る こ と は 考 え て い

な い との こ とで あ る。

我 が 国 で は,圧 力 に つ い て は 中部 電 力 ㈱ 川

越 火力 発 電 所1,2号 機 の316kgfcm・ が 最 高 で,

温 度 に っ い て は,566℃ の プ ラ ン トが数 多 くあ

るの が 現 状 で あ る。 い か に エ デ ィー ス トー ン

工号 機 の主 蒸 気 条 件 が 高 い か とい う こ とが わ

か る。

改 良 後 の運 転 状 況 の結 果 が 注 目さ れ る と こ

ろ で あ る。

② 高温ガスタービン発電技術

従来のガスタービン単休 による発竃方式に

蒸気サイクルを組み合わせ ることにより,高

効率化を図った ものが,コ ンバイン ドサイク

ル発電方式である.コ ンバイン ドサイクル発

電方式の効率 をさらに向上させるには,ガ ス

タービン入口の燃焼ガス温度を上昇 させるこ

とにより可能である。

開発メー カとしては,現在,入 口温度ユ100℃

級および1300℃ 級の開発 を確立 し,次 のステ

ップへ と傾注しているところである。

LNGを 燃料 としたコンバイン ドサイクル

発電方式では,最 新型のガスター ビンを使用

して48%(発 電端)以 上の効率が期待できる。

今 回は,ガ スター ビン開発メーカであるG

E本 社および製造工場 と,GEお よび三菱系

の1300℃ 級ガスタービンを世界で初めて導入

したLNGコ ンバ イン ドサイクル発電所をそ

れぞれ一か所調査 した、

GEに つ いては,現 在受注に応じうる最新

鋭機の性能,特 徴および石炭対応ガスタービ

ンの開発等を,各 々の発電所については,リ

パワ リングを実施 したことか らその導入経

緯,運 転実績等を調査した。

1)GE本 社およびグリーンビル工場

LNG対 応用高温ガスター ビンとして,G

Eが 現在受注に応じることができる最新鋭の

機種は,FAタ イプ(略 称7FA=60Hz&9

FAl50Hz)と 呼ばれているものである。ガ

スター ビンの性能向上のための大きな因子は

燃焼ガス温度であるが,FAに おいては,

1288℃ まで向上 している。燃焼ガス温度を上

げるため航空機エンジンの冷却技術 を最大限

に応用 して,発 電用ガスター ビンとしてこの

表一27EAと7FAの 性 能比較

＼ ＼
7EA 7FA

長 さ べ 一 ス 約2ft長 い

径 べ 一 ス 約1⑪inch大 きい

出 力 呂3Mw 159Mw

燃焼温度 1,1⑪4℃ 1,288℃

効 率 べ一 ス 呂%ア ップ

圧 力 比 12 15

発電機の
装着方法

BackEnd
(HotEnd)

FrontEIld(CoidEnd}と な っ

て い る.

ス ター ト用 モ ー ター を使 用

せ ず,発 電 機 をSt乱ticStartεr

〔LoadCommutati⑪nIIlvεrter〕

と して使 う こ と も 可能 、

¶

コンフ レ ア

サー段数
全17段 全18段

0段(Stage〕 を追 加

ター ビ ン

段 数
3殺 3段(EAに 同 じ)

排気の流
れ方向

径 方 向

(RadialFl⑪w)

」hl1方向(A虹alFlow)と

な っ てHRSGへ 流 れ て
い る。

(参考)Che5terfield(7F}

燃焼 温 度1,260℃ 圧 力比13.5 出力150MW
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温度を達成している。従来の7EAタ イプと

の性能の比較を表一2に 示す。

燃焼ガス温度を左右するもう一つの因子で

ある材料については,現 在一方向凝 固合金 を

使っている。材料に一方向凝固合金を使い,

冷却方法の改善だけでは、今後の燃焼温度 の

向上はあまり期待できそ うにないので,GE

では,将 来の機種用 として単結晶合金を開発

しており,商 業化へ向けて精力的に取 り組ん

でいる。

また,GEで は,石 炭ガス化複合発電(I

GCC)を 念頭に置いたコンバイン ドサイク

ルの開発 も行 っており,自 社内にガス化炉,

クリーンナップ設備等をもって研究 を行 って

いる。

GEは,自 社のこれまでの研究経験か ら,

将来の固体燃料 を利用 した発電方式 として,

酸素吹石炭ガス化複合発電方式が最 も商業化

に有望であるとの見解 を持 ってお り,そ の商

業化は2000年 以降になるとの見通 しを持って

いる。

しか し,我が国としては,空 気吹石炭ガス化

複合発電方式の開発を行ってお り,技 術的困

難性よりもできる限 りの熱効率向上 を第一義

に考えねばならないことを改めて認識 した.

また,加 圧流動床燃焼発電方式や加圧流動

床発電方式のガスター ビン入口温度 を更に向

上 させ るトッピングサイクルに対しては,高温

クリーンナ ップの技術的困難さや.経 済性か

らGE社 製のガスタービンを組合わせ たシス

テムの早期実用化は難 しい との見解である。

2)チ ェスターフィール ド発電所

チェスターフィール ド発電所は トー タル出

力1,298MWの 規模 を持…ち,バージニア電力で

最大の火力発電所である、

1・2号 機 は,1982年 に 各 々37年,33年 間

の 運 転 後 休 止 さ れ た 。 しか し,発 電 所 内 に 増

設 スペ ー ス が あ っ た こ と か ら,1985年 以 降

1・2号 機 の 活 用 に つ い て検 討 を開 始 し,天

然 ガ ス ター ビ ン コ ンバ イ ン ドサ イ クル プ ラ ン

ト と し て リパ ワ リ ン グす る こ と を 決 定 し,

7・8号 機 とす る こ と と した。

そ の 後,GEか ら提 案 さ れ た 新 型 ガ ス ター

ビ ンMS7001Fueを 採 用 す る こ とを決 定 し,

建 設 を開 始 した。7号 機 の 建 設 は1988年1月

に 開始 され,29ケ 月 の 工 程(約2.5・ 年)で あ っ

た。

蒸 気 ター ビ ン ・発 電 機 は194⑪ 年 代 に製 作,

30年 以上 も運 転 さ れ再 使 用 は不 可 能 で あ っ た

ため,新 規 に 製 作 す る こ と と した 。

運 転 開 始 は,7号 機 が1gge年6月12日,8

号 機 は1992年5月31日 で あ り,現 在 順 調 に 運

転 を継 続 して い る。7号 機 の 主 な 仕 様 を表 一

3に 示 す 。(8号 機 も全 く同 一 仕 様)

表一37号 機 の 主 な仕 様

ガ ス ター ビン

一

1MS7001F型 機

出 力=150MW

ガ スター ビ ン入 口 温度=1,260℃
　一

排熱回収 ボイラ 再熱式 自然循環 ボイラ

入 ロガ ス温 度:593℃
　一

蒸 気 ター ビ ン 出 力164MW

蒸気 条 件:'圧 力1⑪2kg/o扉

・温度510/510℃
一
その他 トー タル 出 力=214MW

効 率=45.3%

NO、42卿(⑪ 、15%)
　

7号 機は,運 転開始直前の性能試験におい

て送電端効率45.3%と いう所定の効率が得 ら

れている.ま た,利 用率 も6⑪%以 上であり,

近隣の天然ガス貯蔵基地からの燃料供給圧力

変動(低 下)を 原因とするユニッ トトリップ

問題が改善 されれば,さ らに稼働率向上が期
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待 さ れ る。

ガ ス ター ビ ン本 体 は,7'別 幾で15,000時 間

の 運 転 を経 過 して い るが,ヘ ア ー ラ イ ン ク ラ

ッ ク発 生 以 外 に は 大 き な トラブ ル は な く,順

調 に運 転 され て い る様 子 で あ る。

こ の 調 査 に よ り1260℃ ガ ス ター ビ ン の 実 用

化 は既 に 問 題 な く実 現 さ れ,次 の1288℃ の 実

用 化 検 証 の 段 階 を迎 え て い る と判 断 さ れ る。

3)ロ ー ダ ー デ ー ル発 電 所

ロ ー ダ ー デ ー ル 発 電 所 は,フ ロ リ ダ電 力 の

所 有 して い る12の 発 電 所 の1つ で あ り,1926

年 に 開 設 され た古 い歴 史 を も っ て い る。1,

2お よび3号 機 は 各 々25MWの 非 再 熱 プ ラ ン

トで あ った が,1964--1965年 に 廃 止,撤 去 さ

れ た。

4お よび5号 機 は 各 々1957年9月,1958年

4月 に 運 開 した 出 力140MW(最 大156MW>

の 再 熱 プ ラ ン トで 燃料 は常 用 の 天 然 ガ ス,非

常 用 に 重 油 を使 用 して い た.

同一 構 内 に は,ガ ス ター ビ ン24基(計821M

W)を ピー ク用 に 設 置 して お り,ピ ー ク時 に

は,こ の ガ ス ター ビ ン を 運 転 し,4お よび5

号 機 の 燃 料 を重 油 に 切 替 え て い た。

フ ロ リダ電 力 は,今 後10年 間 で電 力 を供 給

す る 人 口が290万 入 か ら410万 人 に増 加 す る こ

とを 見 込 ん で お り,1997年 ま で に約2,000MW

の 新 規 発 電容 量 の 増加 が 必要 で あ る と して い

る。 こ れ に 対 処 す る有 力 な 方 法 が 既 設化 石 燃

料 焚 プ ラ ン トの リパ ワ リン グだ と し,4お よ

び5号 機 の 蒸 気 ター ビ ン を 流 用 し,こ れ にW

H(Westinghouse)社 の1300℃ 級 ガ ス ター ビ

ン(ガ ス ター ビン 本体 は三 菱 重 工)お よび 排

熱 回収 ボ イ ラ(HRSG)を 追 加 し,コ ンバ

イ ン ドサ イ クル プ ラ ン トとす る こ とに し た.

また,既 設 蒸 気 ター ビ ンの 形 式 が 再 熱 式 で

あ っ た こ と,容 量 が140MWと 大 きか っ た こ と

に ょ り再 熱 多軸 方 式 を採 用 した。 こ の リパ ワ

リン グ の仕 様 を表 一一4に 示 す 。

表 一4iJパ ワ リン グ仕 様

501F型 機(三 菱 重二1=)

出 力:158MW

t

C

け

サ

㎝

Ω
U

-

唖
り

㎏

/5

2

02

36

X

1

5

㎜

励

破

且
■

・

・

1力

件条気

出

蒸

1・一 タ ル 出 力=457MW

タカ 率=45.S%

N〔)x=42叩 皿(⑪zl5%)

既設設備の修繕,改 良など再使用対策も一

つの関心事であったが,経 年劣化調査に基づ

く修繕,リ フレシュ工事が計画的に施工 され

ている様子であった。

タービン本体 も運開以来30年 以上経過 した

ものであるが,'セ累積運転時間 と言われても僕

がまだ幼稚園の頃の話だから判 らないよ。だ

けど,今 から30年 は使えるよ。そうなれば,

末は博物館行 きだね、"という技術部長の言葉

が印象的であった。

3,唾 号機 とも建設工事の最終段階に来て

一部試運転調整 も始 まり,継 続 して順調な工

程進捗がうかがえた。 しか し,工 事による停

止期間が28ケ 月と艮す ぎ,工 程短縮が大きな

課題 と感 じた。

初期の性能,運 転特性 を達成することを期

待する。

⑧ 石炭ガス化複合発電技術

石炭ガス化複合発電は,石 炭をガス化して

ガスー蒸気複合サ イクル発電プラン トに燃料

ガスを供給す ることにより高い熱効率 を得る

技術である。
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今回の調査では,テ キサコ社のモンテベロー

研究所 とクールウォー ター発電所 を調査 した。

モンテベロー研究所は,ク ールウォーター

発電所のパイロットプラン トとしてのスケー

ルアップのための実証試験およびサポー トテ

ス ト(炭 種予備テス ト等)を 行 ったので,パ

イロッ トプラントの必要性,意 義および石炭

ガス化 に関する研究動向を調査 した。

また,ク ールウォー ター発電所はSCE電

力クールウォー ター発電所構内に石炭ガス化

複合発電システムの大規模実証試験設備 とし

て120MWの 発電電力で設計,建 設,運 転研究

されたもので,現 在,休 止保管中であるが,

石炭ガス化複合 発電の成功例 として調査 し

た。

1)モ ンテベロー研究所

モンテベ ロー研究所は1946年,ド イツの技

術を導入し,天 然ガスから液化炭化水素 を合

成す るプロセ ス開発支援 のために設立 され

たa1948年 に は 石 炭 の ガ ス化 お よ び 液 化 炭 化

水 素 の研 究 を始 め,1955年 に100t/Clの プ ラ ン

トを建 設す る ま で に 至 っ た。1974年 以 降,石

炭,石 炭 残 渣,タ ー ル サ ン ドな どの 固 形 物 ガ

ス化 の 開発 を活 発 に行 い,こ れ が今 まで 建 設

し て きた テ キサ コガ ス化 プ ロ セ スの デ モプ ラ

ン トや 商用 プ ラ ン トの 成 功 に大 き な役 割 を担

っ て い る。

ま た,1984年 以 降 は,廃 棄 物 に も着 目 し,

都 市,産 業 廃棄 物 の ガ ス化 を 手 掛 け,現 在 さ

ら に古 タ イヤ の 処 理 ・有 効 利 用 技術 の 開 発 に

も取 り組 ん で い る。

テ キ サ コ社 に は研 究 施 設 が4ケ 所 あ りそ れ

ぞ れ役 割 を分 担 して い る が,モ ン テベ ロー研

究 所 は,ガ ス化 専 門 の,特 に現 場 技 術 に 関 す

る研 究 施 設 で あ る。通 常,10--20t/d,最 大50

t/dフ ィー ド容 量 の 処 理 能 力 を持 つ ガ ス 化 設

備,3基 を有 して い る。 そ の概 要 を図 一2に

示 す 。

AIR-一 一 一 →

蟻 鞭 一一一 燃 盟
1」OU星DOXYGEN

GASIFlCATION

{3UNITs)書 一
SOLlD
FUELS

皿ECEIVING

位STORAGE

GRiNDINC
&SLURRY

1,REPARATlO

弾

CHAR

聰 騨L
LlOUIDFUELS

FUEL

STORAGE
SLAG

GASEOUS

FUELS-一 一 一 一 一 一 一一一 →レ 奏

ACIDCAS
REMOVAL

(2UNITS)

SULFUR

REMOVAL

WASTE

WATER
TREATMEN1

FLARF

TOSEW1

図一一2モ ン テベU一 研 究 所 設 備 概 要 図
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モンテベ ロー研究所の クールウォータープ

ロジェクトにおける役割は,次 のとお りであ

る。

①予備試験

②運転員の訓練

③ トラブルの解明等の技術支援

また,将 来のガス化プロセスの開発 と発展

構想は,

①将来に対応 した石炭ガス化プロセスの改

良,発 展

②商業べ一スのニーズとその対応

③技術的サポー ト

④データ解析,環 境諸元排出量などの解析

お よび改・善

⑤マー ケッ トの拡大を戦略 としたプロセス

の改良,発 展

である。

テキサコ社のガス化方式は化学プラン トを

中心 とした長い経験 と実績 を持ち,現 在の石

炭ガス化複合発電の技術 レベルの最先端にあ

ると言える、 しかし,現 実証プラン トを見る

限Il各要素機器の信頼性確保,部 分負荷運転,

負荷追従の安定など設備全体の信頼性の確保

を実証 したとは言い難い。

また,燃 料供給方式の効率向上策並びに技

術的課題,設 備の信頼性,効 率向上にかかわ

る課題がまだ多 く残されていると感 じた。

現状発電プ ラントに近い信頼性,大 規模微

粉炭焚きボイラーの効率 を十分上回る技術的

確証が得 られるまでにさらに期間が必要 と思

われる。

2)ク ールウォーター発電所(ク ールウォー

タープログラム)

クー ルウt一 タープログラムは1978年,米

国のSCE社 とテキサ コ社が,石 炭ガス化複

・合発電システムに着目して ア備検討を行い,

石炭ガス化復合発電システムが通常の微粉炭

焚火力と発電効率およびコスト的に競合 しう

るとの結論か ら,1979年 に実証試験プロジェ

クトを実施す ることにした。 このプロジェク

トには,EPRI(ElectricPowerResearch

Institute),ベ クテル社,GE社 の他,E]本 か

らも参加 し,共 同体 で運営実施された。

1981年 に建設を開始 し,1984年 には運転 を

開始 し,1989年 にプログラムを終了したD

実証試験の目的は,

①商業規模の石炭ガス化複合発電システム

の検証

②石炭ガス化複合発電システムの環境適合

性の確認

③各種運転条件下における石炭ガス化複合

発電 システムの制御性の実証

④諸装置およびシステムの信頼性評価

⑤石炭性状変化への適合性の実証

⑥商業プラン ト設計のためのデー タ収集

⑦プラントの運転,補 修,安 全対策等に関

す る情報収集

である。

プラン ト主要諸元を表一5お よび図一3に

示す。

複合発電装置全体 としての発電端出力は,

120MWで あるが,所 内電力(酸素プラントを

含む)を差 し引いた正味出力は100MWと なる。

クールウォーター設備は,1989年 のプロジ

ェクト終了後,試 験後の停止か ら運転再開が

可能な状態でそのまま保管され,現 状はSC

E社 による少数管理の もとで保 管管理され,

定期的な点検 も行われている。

テキサ コ社 は,現 在の石炭ガス化複合発電

設備 をSCE社 より買収 し,下 水道スラッジ
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表 一5ク ー ル ウa一 ター プ ラ ン ト主 要 諸 尤

項 目

石』 炭 処 理 量

石 炭 ガ

ガ ス 生一

者
一一
「'閏 元

1,200STIDn,088TID)

生 成 ガ ス発 熱 量 265BTUISCF(2、450kcal/]Nm3)

脱 硫
セ レ クゾー ル読去法

〔湿 武脱 流=有 機 溶媒水 溶液 に よ る低 温物 理1吸収)

硫 黄 同 収 法 クラウ ス法

同 テー ル ガス処 理 法 改良SCOT法}

複合発電サイクル
GE7001E型 ガ ス タ

タ ー ビ ン(95kg/Cm
一 一

発 竜 端 出

」

力
12⑪MW

(ガ ス ター ビ ン65M

GE7001E型 ガ ス タ ー ビ ン(1,100℃ 級)お よ び 単純 サ イ ク ル 蒸 気

(ガ ス ター ビ ン65MW,蒸 気 ター ビ ン55MW}

酸 素

プラント

石炭 石 炭
← サイロ

ボイラー給水

石嵯λラ1」一

調 整 装 置 甲
復水と熱交換

ガ ス

クー ラ ー

燃カーボンの リサイクル

⑯→
スチームタービン

図 一3

と石 炭 ス ラ リー 混 合 の ガ ス化 設備 に 改 良 変 更

して,発'電,メ タ ノー ル ・ア ル コー ル 製 造,

CO,の 液 化 回収,ア ン モニ ア 回収 を行 うテ キ

サ コ ・クー ル ウ ォー ター ・プ ロ ジ ェ ク トと し

て 再 開 す る新 しい 実 証 プ ロ ジ ェ ク トを計 画 し

て お り,現 在 は 許 認 可 申請 中 で あ る。

製 造 さ れ た メ タ ノー ル は,ガ ス ター ビ ン の

硫黄

回収装置

硫黄

ガ ス

クー リンゲ

サチ ュ

レイ ター

排熱回収ボイ ラー

クー ル ウ ォ ー タ ー プ ラ ン ト設 備 構 成

⑧

ガ ス

ヒーティング

ガス ター ビン

空気

補助燃料や輸送用燃料 として使われる計画で

ある。

クールウォータープ ロジェクトは,テ キサ

コ社 の石炭ガス化技術 をベーズに環境対策設

備,コ ンバイン ドサイクル発電設備等の既存

技術の組合せであったが,大 規模な商業規模

としての石炭ガス化複合発電システムの実用
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実証 されたことは大きな成果である。

将来の石炭ガス化複合発電における経済試

算では,EPRIと テキサコ社によるもので,

現状でも十分競合できるものとなってお り,

運用性,環 境特1生,経 済性に優れているもの

であることの方向性 も確認 されている。 しか

し,我 が国の電気事業に適 したバランスの と

れた総合的なシステム技術 としては,さ らに

次世代の最適 な各種方式の組合 わせ につい

て,勿 来プロジェク トを含め,開 発に向けて

の課題は残されていると思われる。

㈲ 太陽熱による発電技術

SCE社 が実施 した太陽熱発電プロジェ ク

トはSolarlと 呼ばれ,パ イロッ トプラン トは

1984年 から発送電を開始 し,1987年 に試験を

完了し,現 准は休止している。

集中型集熱システムである本パイロッ トプ

ラントに対す る米国エネルギー省(DOE)の

目的は,集 中型集熱システムの研究,技 術開発

を行い,私 企業がこれに参入 し,企業化す るこ

とにより,エ ネルギー消費型産業分野におけ

る化 石 燃料 消 費 の 削減 を図 る こ とに あ った 。

そ の 目的 達 成 の ため,パ イ ロ ッ トプ ラ ン トは,

① 技 術 的 可 能 性 の概 念 及 び信 頼 性 の 正 当 化

② 建 設,運 転,保 守 に 対 す る コス トデ ー タ

収 集

③ 環 境 に 与 え る影 響 調 査

に 貢 献 した 。

設 備 容 量 は10MWで あO,発 生 し た電 力 は,

ロ ス ア ン ゼ ル ス市 水 道 冠 局 お よ びSCE電 力

に 売 電 さ れ て い る。 日射 量 の 関 係 か ら発 電 可

能 時 間 は,夏 季 と冬 季 で 異 な っ て い る。ま た,

発 電 端 効 率 も夏 季 約17%,冬 季 約15%と な っ

て い る。 設備 は,コ レ ク ター シ ス テ ム,レ シ

ー バ ー シ ス テ ム
,熱 貯 蔵 シ ス テ ム,発 電 シ ス

テ ムか ら構 成 さ れ,東 京 ドー ム の約11倍 の 広

さ526,103m・ に 設 置 され て い る。ま た,コ レ ク

ター シ ス テ ム は,ヘ リオ ス タ ッ トと呼 ば れ る

反 射 板1,818枚 か ら構 成 さ れ て い る。(図 一一一4

お よ び 写 真 一1参 照)

訪 問 当 日,対 応 者 か らSolarIを 改 造 す る

Solarllプ ロ ジ ェ ク トに つ い て 重 点 的 に 説 明

が あ っ た 。(図 一4参 照)

太陽光

購 し/
T,o G

復水器1

P

一

蓄熱 ・熱交

SolarI

一

太賜光

迫一[蜘

Solar皿 計画

図一4SolarI・IIシ ス テ ム 構 成 図

一58一



…

難

饒
ま

∵隅 饗饗

薔舞 導
写真一1太 陽熱発電設備

従来の方式では集光塔 と蒸気ター ビンが直

接つながってお り,蓄 熱サ イクルは付属であ

ったが,こ れでは曇天時に蒸気ター ビンが迫

従できなかった。

新方式は,集 光塔 と蒸気 タービンを直接っ

なげず,蓄 熱熱交換器で連結す るものであ り,

これにより,曇 天時に も蒸気ター ビンは安定

して運転可能で,利 用率 も大幅に向上する予

定とのことである。試験 を1995年 から開始 し

1998年 に終了予定である。試験結果が注目さ

れるところである.

Solarlパ イロットプラン トは,集 中型集熱

システムによる技術開発 を目的 とした研究プ

ラン トであり,今 後の開発および商業化に当

たっては多 くの問題があるものと思われる。

例えば,反 射板の面積だけで も82,595m'も あ

り,敷 地面積は通常火力の4～6倍 になるも

のと考えられる。

研究設備であることか ち建設価格について

論ずるのは不適切か もしれないが,1982年 べ

一スで建設単価は
,約150万 円/kWと なってい

る。また,100MWの 経済的サ イズであれば,

発電コス トは$D.11斜h(約 ユ4円細h)と 報告

されているものの,想 定値 であ り実証されて

いるわけではない。

江∴'"-Tヤ'i

'丁凝聯 簡llリ 哩f醗r'U覧 目
一一 「ダ 嬉'五讐

一一一.r_晶 靴=旭 麺 陛∵一・^一・・

=二。・幽 一 「 亟-蘂 ゴー'一 _一__一ニ
ー烈 牒 一.__一 置霊=謹

写 真 一2風 力 発 電 設 備

⑤ 風 力 に よ る発 電 技 術

カ リフ ォル ニ ア 州 に お け る 風 力発 電 産 業 の

歴 史 は短 い が,カ リフ ォル ニ ア ・エ ネ ル ギー

市 場 で の 影響 力 は大 きい 。

今 回調 査 を実 施 した サ ン ゴ ル ゴー ニ ヨ ・パ

ス の 風 力 発 電 設 備 は,カ リフ ォ ル ニ ア州3大

ウ イ ン ドフ ァー ム の ひ とつ で,1983年 よ り運

転 を開 始 し,現 在 は1301mreの 敷 地 に 単機 容 量 数

10--tw100kWの 風 車 お よ び 発 電 機4000基 が 設

置 され,総 発 電 出 力 は300MWで あ る。(写 真

一2参 照)

風 力 ター ビ ン は 各種 の タ イプ が あ り,米 国,

デ ンマ ー ク,カ ナ ダ,オ ラ ン ダ,ス コ ッ トラ

ン ド等 の 製 造 業 者 に よ って 製 造 され て い る。

(写 真一一3,4参 照)

売 電 単 価 は 一 般 的 な 天 然 ガ ス並 で,SCE

社 と供 給 に 関 して25年 契 約 を結 ん でお り,こ

の 設備 か ら約13万 世 帯 に 送 電 して い る。

我 が 国 に お い て も,NEDOお よ びサ ン シ

ャ イ ン計 画 で500kW級 の 開 発 が 行 われ て い る。

導 入 に 当 た っ て は,コ ス トの低 減 が 一 つ の 課

題 で あ り,設 置数 を大 幅 に増 加 す れ ば 量 産 効

果 に よ る コ ス トダ ウ ンが 期 待 で き る.一 ・方,

日本 に おけ る 気候,風 土,国 土 面 積 等 を考 慮

す る と,現 実 的 に は 量 産 効 果 が で きる ほ どの
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大量設置は考 えられない。

5.ま と め

ノ
醗llτ,・1

編
七
・響 瓢 、

艦

-

鯉
部

一
事

蓮
華

鑑
響

噛

4レ ∵'ツ 告1、・1岡

1畜
#

∵羅 ,∵欝 饗.

写真一3

'藤

訴毎

翼総
夢篭 二翼

最新三翼型

難驚総 濾.
、過 蕪i鞭

論_騰 ぐ 溝,
'礁 二嘉繍 ノiil -"'`-1ン

,壽

警霧麹豊ご
』.'∵,1、'lr1.

/1〆

啓 紅 ・.
、鋤"㌧ 百..._』',二,

羅繋 ∴ 鐙肇ン
嚢議翫 餅ぜ

写真一4二 翼 型

今回の調査では,高 効率の観点か ら高蒸気

条件による発電技術,高 温ガスター ビン,石

炭ガス化複合発電を,地 球環境問題(CO2>

の観点か らは太陽熱による発電技術,風 力に

よる発電技術の調査 を行 った。

米国には,今 回調査 を実施 した発電方式の

他に,加 圧流動床燃焼(PFBC)に よる発

電を行 っているプラン トもあったが,日 程の

都合上調査できなかった。

こうしてみ ると,米国には高効率発電技術,

自然エネルギー を利用 した肇電について,研

究開発が積極的に進められていることがわか

る。

発電技術の高効率化は,我が国においても,

地球環境 問題 を論ず る上 で重要 な課題 であ

り,積 極的に取 り組む必要がある。

しか し,自然エネルギーを利用 した太陽熱,

風力発電については,建 設 コス ト,敷地面積,

天候等の問題 もあり,大 容量電源 として導入

することは難 しい。

今回の調査 を成功裡に終えることができた

ことは,非 常に意義あることである。

調査に際 して,ご 協力いただいた方々に深

く感謝の意を表する次第である。
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究 員 取 材 チ ー一ム に
自

方

研
間

究
記

樋
所

■

"温排水"と㈲海洋生物環境研究所

●4● 噸 ● 鴫●4●4●4●4●4●4●4●4●4●4

電力需要が年々増加 してい く中で,発 電所の

建設が求め られています。火力 ・原子力発電所

では,発 電に使用 した蒸気 を冷却するために大

量の水を必要 とします。そこで臨海地帯に建設

し海水を利用するわけですが,大 量に取水し,

また温水 を排出する(温 排水)こ とか ら,沿 岸

漁業などに影響を与えることが考 えられます。

そこで,環 境保護 をはか りつつ電力エネルギ

ーの安定供給を得るために
,体 系的な研究 をす

る必要が生 じてきました。こうしたことを背景

に,発 電所の温排水 と海洋生物について総合的

に調査研究す る機関 として,昭 和50年 に働海洋

生物環境研究所(以 下 「海生研」 と略 します)

が設立されたのです.海 生研は都内の事務局,

千葉県御宿町の中央研究所,新 潟県柏崎市の実

証試験場か ら成っていますが,今 回は御宿の巾

央研究所でお話を伺いました.

発電所 と"水"の 関係
●4● 圃-凶 ●4●4燗 凶i●4燭 騨6-●4● 凶 ●4● 祠

火 力 発 電 所 を例 に と って み ま し ょ う。 こ こで

は2種 類の"水ttが 大 きな役割を果たしていま

す、一つは"ボ イラー水"で,純 水(不 純物の

ない水}に 近いものです。 これがボイラーで熱

されて蒸気になり,そ の蒸気はタービンで羽根

車を回します。1分 間3,000回 という高速回転に

より,タ ービンと直結 した発電機が回転 し,竜

気ができるのです。

2番 目の水は"冷却水tte海 水です。復水器に

入 り,発 電のためター ビンの羽根車を回した蒸

気 を冷や して,水 に戻 します.こ の作業を 「復

水」 と言います。水に戻ったボイラー水は・再び

ボイラーに送 り込まれます。二つの"水"は 交

わることはありません。

復水作業の時,冷 却用海水は取水時 より7℃

以内の上昇をみます。温水 となった海水は放水

口よ り海に戻され ます。この時放水口周辺の自

然環境への影響を考慮 して,海 底か ら放水する

(海面に達するまでに周囲の海水 との混合で冷

やされ温度上昇域を狭 くすることがで きる),放

水口を大 きくする(5-・-6m。 放出時の流速 をや

わらげる)な どの対策がとられています。

人聞社会 を支える"電 気㍑を作るために,"海

水〃 という自然の力を借 りているのですね.

海生研では,動 物プランク トンの発電所通過

による影響調査 などの野外調査や,魚 の遊泳抵

抗力の測定などの実験研究により,温 排 水に ま

つわる様々な調査研究で,発 電所建設のための

デー タベースとなっています。

曜火力発電所のしくみ 臨 滴化天黙ガス
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サケの行動と温排水
●圃 ●4●4燗 凶 ●4●4●4●4●4●4● 唱 ●4●4

サケは産卵のため生 まれた川に戻 ります。 し

かし戻るべ き川の側に発電所ができ,温 水が放

出されていたら,そ の行動に変化があるのでし

ょうか。漁業に影響があるだけに重要な問題で

す。昭和53-55年 度に,福 島県沿岸の発電所を

中心 とす る海域で,サ ケの行動 と温排水にっい

ての調査が行 われ ました。

発
信
機
を
取
り

つ
け
る

超音波発信機を取 りっけたサケの追跡調査で

は,温 排水あり,な し,そ れぞれの海域でデ・一

タを取 り,行 動を比較 しました。 まず通常海域

の調査で,サ ケは河口付近の沿岸 を,2-v3km/

時の速さで12--13k皿に渡って泳 いでいることが

わか りました。垂直的には,海 面 と海底の間を,

1時 間に5～6回 の頻度でやや規則的に往復し

ていました。これが表層部が温排水 に覆われて

いる海域ではどうか とい うと,平 面的な動きに

は変わりがあ りませんで した。ただし垂直的に

は,温 排水の中を通過することもありますが,

概 して昇温層 の下方で上下の遊泳 をくり返して

いるという結果が得 られました。 しか し母川へ

の到達を妨げる程の影響はなか ったようです。

サケの遡上尾数や漁獲尾数の調査=では増加傾向

を示 していました。

サケの追跡調査 とい うのは,発 信機 をつけた

サケを放流し,発 信音を頼 りに調査船でサケの

あとをついていくというもので,昼 夜な く続け

られます。サケ も夜は眠るのか というとそんな

ことはなく,調査にはご苦労があったようです。

ただ,幸 か不幸か,発 信機は摩擦 などにより3

日程で取れて しまうとのことでした。

放水口に集まる魚群
●4●4● 司 ●t●4● 鴫c貞 ●4● 唱 ●4●4●4●4

温排水の放水 口付近には魚が集まるという事

実は,釣 り人にはよく知 られていることのよう

です。昭和58年 一一63年に,九 州,瀬 戸内海,北

海道などの発電所の放水 口海域で,魚 群探知機

や水中ビデオカメラを用いて魚の分布状況が調

べ られました。その結果,や は り四季 を通 じて

いろいろな種類の多くの魚が放水口の近 くに集

まることがわか りました。なぜ集まるか という

のは,取 水によりた くさんのプランクトンを集

めた水が放水 口から出て米て,魚 の餌が豊富に

あるからではないか と推測 されています。 この

謎はまだ研究途中とのこと。早 く解明 されると

いいですね。

しか し,取 水により新鮮な海水が供給 される

発電所前面海域での水産生物の養殖,温 排 水 を

利用したハマチ,ウ ナギ,ウ ニなどの育成など,

発電所 と漁業の共存をはかる実験 も一定の成果

をあげているそうで,実 に夢のある話です。

工業 と環境の共存共栄,こ れが果たせれば,

人間と地球の未来は明るい ノ エコロジームー

ドの高まる中,海 生研はこれからも重要な役割

を果たしていって くれることと思います。
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円 の大 き さは 魚群 の大 きさ を表 し,こ の 魚群 を

水 中 カ メラで観 察 され た10cm程 度 のマ ア ジ とし

て計 算 す る と,放 水 口前 面 の100mXIOOmの 範

囲 の水 深3～4皿 の 層 に,1,0e⑪ 一一3,000尾 の マ

ア ジが い たこ とに な ります 、'沖 合 に 分布 して

いた 魚群 に つ い て 同 じ よ うに 計 算す る と約3G尾

だ そ うな ので,放 水r.1前 は さ なが ら魚 社 会の 通

勤 ラ ・ソシ ュ状 態!?
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海生研のある御宿町岩和田田尻海岸
1■凶 ●4咽 ■A●A● 鴫 媚■剛 ■A● 圃 司■圃 ●4● 圃 ●A咽 ■A

1609(慶 長14)年 に,メ キシコに帰国途中の

フィ リピン総督を乗せ た船が座礁しました。村

人の必死の救助で,300余 名の命が救われたそ う

です。海女たちは遭難者を素肌で温めて蘇生さ

せた とか。なんと日本 とメキシコ,ス ペ インと

の交流は,こ のことから始まったのです。美談

と伝統の海岸です。また,佐 藤まさを作詞の ♪

月の砂漠をはるばると♪という歌のイメージの

元となったと言われるだけあって、美 しい砂浜

にラクダの像が雰囲気ピッタリです。

所長 待鳥 精治 さん
lO年位,仕 事でひんぱん に船に乗る生活 をなさ

ったことがあるそ うで,そ の時 「人聞は陸の動

惚皇審肇与弛憲濃饗押殺駕薇膀鑑聡
週末釣 り船 に乗 る予定 だと話す と,船 酔い防 止 琴

凋 炉法を伝授 して下 さいました
。

海洋生物部研究員 斉藤 良介 さん

山形出身→北大→海生研 とこられ た斉藤 さんは
「自分は都会は どうも好 きになれ ない」そ うで,

自然がいっぱいの御宿 での生活を 「楽 しみ方は
いろいろあ ります」 と,エ ンジ ョイな さってい

るご様子。海・水の成分などの研究 をされてきた

そ うです。研究所の中をテキパキ と案内 して下

さいました。

海 生 研 の み な さ ん,あ りが と うご ざい ま した.

練 強・

①

幾 膿契海洋生物環境研究所中央研究所
〒?99-51千 葉県夷隅郡御宿町岩和田300E(a4706B)5111
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エネテク ドリーム21(そ の5)

「排 除型立地 か ら地域起 し型立地 へ,求 め ら

れ る電源 立地対策技術 にお け る発想 の転換」

よ し や こ う き

与 志 耶 劫 紀

概懸臨蟹溜溜灘 鯉 灘 溜躍㎜ 灘 灘 灘 暇溜蹴溜懸瀦灘 蹴灘 獺懸溜瑠

とりわけ,「土地譲渡/用 地取得」は,発電
§1.はじめに

所予定候補地域内への予備調査のための立入

(1)原子力立地の停滞

我が国の原子力発電は,安 全性の確保を大

前提 として厳 しい運転管理 を行 うと同時に,

計画外停止回数及び停止時間を最小なもの と

して発電設備 としての信頼性を大 きく向上さ

せ,結 果 として年間設備利用率70～75%を 達

成 している。安全規制により原子炉施設に対

しては毎年1回 のオーバー ホールの実施が義

務付け されてい る枠組の中で,年 間利用率

70--75%の 達成は極めて高 く評価 されるべ き

成果であ り,我 が国原子力発電技術は世界最

高の水準にあるといえる。

しか しながら,石 油代替エネルギーの大宗

として期待がかかる原子力発電開発のための

立地に対する地域社会及び地域住民の同意 と

受容 を得るための手統は,最 近において一層

複雑な様相 を呈 してきてお り,官 民挙げての

PA活 動や政策努力にもかかわらず,原 子力

立地は停滞状況にある。

原子力発電立地に対す る地域社会の同意 と

受容の手続 きは,行 政機構単位 の受入れ と地

域住民の同意に基づ く「土地譲渡/用 地取得」

及び 「漁業権消滅に対する漁業補償の実施」

に代表される。

りも拒否されるケースが多いことか ら,今 後

当分の聞は状勢の好転は望みえないと見通さ

れる。それは何故なのか,新 しい分析が必要

であると思われる。

②増大する石炭火力立地の困難性

一方,火 力発電の立地状況はどうか。昭和

40年代以降全国の大気汚染公害の顕在化に伴

い,火 力発電所は最大の公害排出源 として非

難の対象とされ,厳 しい規制が課 され,公 害

防止対策の実施 を迫られた。 この結果,① 硫

黄酸化物(SOx)に 対 しては石灰石石膏法を

中心 とする湿式排煙脱硫技術 を完成 させ た。

最近立地が計画されている石炭火力の排煙脱

硫装置の脱硫効率は,実 に91～93%の 設計 と

なっている。②窒素酸化物(NOx)に 対 して

は,ア ンモニア接触還元法 を中心 とする乾式

排煙脱硝技術を完成させた。最近立地が計画

されている石炭火力の排煙脱硝装置の脱硝効

率は80--85%の 設計 となっている。③ 「ばい

じん」に対 しては,昭 和60年 代に入 り 「湿式

電気集 じん装置」及び 「ノン リー ク型ガス ・

ガスヒーター」が実用化 され,計 画集 じん効

率は99.95%迄 高め られた。この両技術の組合
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せ採用により,排 出ばいじん濃度の計画値は

実にユOmg/m咽 迄低減 された。しか も運転実績

がこの計画値 を十分下回っていることは勿論

であ り,こ こに石炭火力のばいじん対策は完

成の域に達 したのである。

このような公害防止対策技術の完成は,地

方公共団体 の間で も広 く知 られ るところと

なってお り,従 って環境対策の面における立

地阻害要因はほとんど無 くなっているといえ

る。 しか しなが ら,石 炭火力から回収 される

石炭灰の処理にっいては,海 面埋立てによる

灰すて場の確保が著 しく困難となってきてお

り,海 域 における灰すて場の計画を全 く有 し

ない石炭火力の立地 を余儀な くされ る地点が

増えてきている。出力100万kW級 の石炭火力か

ち排出される石炭灰の量は年間30--35万 トン

であ り,こ の ような大量の石炭灰全量 を埋立

てせず,有 効利用することは,極 めて困難な

事業であると考えられ,新 しい技術開発が求

められる。石炭火力においても深刻な立地問

題に直面しているのである。

⑧温排水対策技術の完成

昭和40年 代の初期,主 として新聞報道にお

いて米国等におけ る内陸立地の火力 ・原子力

発電所に対す る温排 水規制の現状の紹介 と我

が国において も 「熱汚染公害」 として規制の

対象 とすべ きとの大 キャンペーンが展開され

た。これを受けて昭和45年 暮のいわゆる公害

国会において,公 害対策基本法が一部改正さ

れ,第2条(定 義)に おいて 「水質の汚濁」

に 「水質以外の水の状態が悪化することを含

む。」旨拡大された.そ して新規制定の水質汚

濁防止法第3条(排 水基準)に おいて 「排水

基準は,排 出水の汚染状態(熱 によるものを

含む)に ついて総理府令で定める。」と規定さ

れた。すなわち,復 水器冷却用海水の7℃ 温

度上昇が 「熱による汚染状態」 として規制対

象拡大の目玉 とされた。 そして,こ の 「水温

に関す る排水基準」は規制対象追加より23年

が経過 した現在でも制定されていない。

火力 ・原子力発電所からの温排 水を規制す

るための排水基準は,何 故制定 されなかった

のか。その事由について考察すると,次 のと

お り。

①我が国の火力 ・原子力発電所の復水器に

おける冷却用海水の温度上昇値は,国 の環境

審査 における指導指針 として,「7℃ 以下」に

抑えられているが,こ の7℃ 上昇によっては

生物への熱衝撃影響はほ とんど認め られな

かったこと。

②温排水の生物への影響を解明するための

調査研究及び発電所冷却水取放水海域でのモ

ニタリングが,㈲ 海洋生物環境研究所を中心

として体系的に進め られ,そ の成果が公表 さ

れたことにより,水 産関係者の間で温排水問

題 に関する理解が進んだこと。

③電気事業者において,発 電所冷却水取放

水海域における 「水温上昇範囲」を出来 るだ

け小さくするため,「 深層取水技術」及び 「深

層放水技術」が開発 され,速 やかに採用され

たこと。昭和50年 代の後半に至D,深 層放水

技術 では 「有孔透過堤方式」及び 「水中放流

管による水 深IO-15mに も及ぷ深層放 水方

式」が開発され,前 面海域 における水温上昇

範囲は極めて小 さいもの となった。特に水中

放流管による深層放水方式では,地 底条件に

恵まれた発電所では放水後海水表面に至 るま

での間の周囲の海水 との混合により,海 水表

面における1℃ 上昇の範囲をわずか30-一一50m
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の小範囲(排 出する温排 水の量に依存するこ

とは勿論であるが)に 止めるこ とが可能 と

なった。

このようにして,温 排水対策技術は昭和60

年代以降は完成 されたもの として,社 会に認

知 されたのである、

以上のことかち,水 質汚濁防止法に基づ く

水温に関す る排水基準の制定に関 しては,影

響に関す る定量的デー タは得 られず,む しろ

影響 はない との認識が広がったこ と等によ

り,そ の制定のニーズが発生 しなかったもの

と推測される。

§2.求 め られる電源立地対策技術における発

想の転換

(1)21世紀のエネルギー技術に求められる自

己変革

21世紀社会におけるエネルギー技術には,

安全性,環 境保全性等の事由によ り社会的受

容形成の困難のため,技 術的には十分実用化

可能であっても,実 際の開発導入量の拡大に

結びっ き得 ない事 態が 多くなると考 えられ

る。

エネルギー技術の立地促進対策 としては,

① 「PAの 徹底による当該エネルギー技術

の立地に関する国民意識の転換を図る」

ほか,

② 「エネルギー技術 自体の変革による国民

的合意の獲得 に努める」ことが求め られ

る。

「エネルギー技術 自体の変革」 とい う視点

に立 って原子力発電を見ると,④ 事故,故 障

等の減少による社会的安全性の確立,及 び⑬

HLW(高 レベ ル放射性廃棄物)処 理技術の

確立のほか,◎ 地域社会及び地域住民 との連

帯を直接強化する新 しい立地対策技術の コン

セプ トを確立することが喫緊の課題であると

考えられる。今迄の原子力発電所の立地対策

は,何 故地元住民からの 「土地譲渡/用 地取

得」に結実 しえなかったかを厳粛に受け止め,

立地対策技術における発想の転換を行 う必要

がある。今や原子力発電は炉工学の分野では

なく,立 地対策技術における変革を迫 られて

いると言って も過言ではない、

②原子力発電所用地の特徴

原子力発電所用地は,原 子炉立地審査指針

への適合,土 木工事及び機械工事の作業性確

保の必要性等か ら,炉 心位置から450m-一一500

mの 敷地境界 を設定するのが通例であり,土

地所有者が細分化 されている地点では500人

～700人 にも達する地権者かち土地譲渡(事 業

者か ら言えば用地取得)を 受けなければなら

ない。 このような影 しく多数の地権者全員か

ら土地譲渡を受けることは,地域開発の進展,

地価の上昇,情 報化の進展による地域社会の

変革等複雑化 を増す地域事情から考えて,早

期の展開は極めて困難 と見通される。

一方,LNG火 力や石炭火力等の火力立地

の場合にあっては,ボ イラー,タ ービン発電

機等の主機は埋立地にレイアウトすることが

可能であるため,火 力発電所用地の大部分は

海面埋立地が利用される.こ のため,移 転立

ち退 きを求め る地元住民の数は,大 型火力で

あって も20人一一30人程度に止まり,事 情は圧

倒的に異なっている。SOx,NOxば いじん対

策を完全に実施 し,温 排水対策も十分実施 し

て くれるのであれば,そ して石炭灰 も全量発

電所か ら搬出 して くれるのであれば,地 域社

会及び地域住民にとって火力立地に対 して特
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に反対する理由は見当たらない.こ ういう事

情から,火 力立地は石炭灰の全量処理 という

事業者の リスクの下にではあるが比較的順調

に進んでいるのである。

れた。このような地域振興施策の拡充の中で

発電所技術 自体 に着 目すると,「発電所からの

熱供給」 と 「温排水の有効利用」が打出され

たことが特記 され る。

§3.電 源立地対策の流れ

①昭和30年 代～昭和40年 代(地 元誘致立地

の時代)

この時代の火力立地は,地 方公共団体が公

有水面の埋立てにより造成 した臨海工業地帯

の一画を地元要請により取得 して進出した時

代 といえる。

また,原 子力立地点についても,戦 前戦後

を通 じての未開発の地域について,地 元誘致

を受けて用地取得 を行 うことができた時代で

ある。

②昭和50年 代一昭和50年 代後半まで(地 元

共存型立地の時代)

火力については 「公害企業の立地であ り地

元雇用 も少 く,メ リッ トが少い」との指摘 を

受けて,地 元雇用の拡大 と地元企業への発注

の増大に努めた時代 といえる。

原子力立地にあって も,電 源三法の制定に

際 して格段の立地促進優i遇措置が とられたこ

とに加え,地 元の雇用の拡大 と地元企業への

発注の増大が図られ,石 油危機の発生等の事情

もあり比較的順調に立地が進展 したといえる。

⑧昭和50年 代後半～平成3年 頃まで(地 域

振興型立地の時代)

原子力や火力の立地受 入れに伴 う地元 メ

リッ トの拡大策 として,電 源三法交付金によ

る電源地域への産業の誘致,水 産振興事業の

拡充措置に加 え,地 域振興支援施策が強化 さ

1)原子力発電所か らの熱供給について

「原子力発電所か らの熱供給」による地域

振興構想が,か の有名な 「エネルギーフロン

テ ィア構想」である。原子力発電所から放射

能が混入 していないことを証明された蒸気を

供給 し,蒸 気 を利用す る工場 を立地させ,大

規摸 な温室栽培事業 を起 し,公 共施設,住 宅

等の暖冷房をも行 い,原 子力発電所の恩恵を

最大限に実現する理想郷が掲げられた。

しからば,エ ネルギーフロンティアは実現

したか。答えはNOで ある。その事由につい

て考察すれば,次 の とお り。

①蒸気供給設備の建設コス トが大きく,且

つ熱輸送に伴 う損失が大 きい(10kmの 輸送で

2e・-30%程 度の熱損失 を覚悟 す る必要 があ

る)た め,熱 供給料金が割高 となること。

②原子力発電所が立地するような過疎地域

において誘致が想定され る蒸気利用型産業 と

しては食品加工業,合 板工場等であるが,こ

れらの業種は原料の搬入,製 品の出荷条件に

大きく左右される業種であ り,原 子力発電所

周辺地域にわざわざ立地す るのは困難である

こと。

③発電所外の熱需要に対 して事業 として熱

供給を行 うことについて,電 気事業者か ら見

た=場合,④ 熱需要は季節変動,時 間帯変動が

大きく,年 間利用率は低 いこと,③ 反面,供

給責任を伴 うので,原 子炉の故障等の場合に

備 えてバ ックア ップ設備 を保有 しなければな

らず,コ ス ト負担が大 きいこと,◎ 原子力発
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電所の運転は,起動 した後は10⑪%負 荷で昼夜

運転す ることが現状では最大目標であるのに

対 して,変 動の大きい所外の熱需要に供給を

行 うことは原子力発電所の運転に余計な負担

をかけることになること,従 って⑪電気料金

の査定における総括原価の中で100%出 力安

定運転が前提 とされている限 り,実 施 した く

ないというのが本音ではなかったか と想像 さ

れること,

これらの事情については,火 力発電におい

ても同様であ り,本 格的熱供給は実現してい

ない。

2)石炭火力発電所からの熱供給について

石油代替電 源 として,原子力発電に次いで,

経済性の優れた石炭火力の立地促進が重要 と

され,政 策努力が展開された。この中で提起

されたのが 「地域振興型石炭火力構想」の推

進 である,

「地域振興型石炭火力構想」では,発 電所

か らの熱供給による周辺地域への産業誘致を

主軸 とす る点においては 「エネルギーフロン

ティア構想」と同様であるが,石 炭火力は臨

海工業地帯など住民 と近接した事例 を想定 し

て,よ り現実的な形態 を追求 したところは大

きく異なっていた。然 らば,「地域振興型石炭

火力」の計画は採用されたか。答えは]Noで あ

る。 その事由について,考 察整理すると次の

とお り。

①石炭火力は,べ 一ス負荷電源 としての位

置付 けと並んで,中 間負荷電源 として も位置

付けされているため,昼 夜の負荷変動に追従

して電気出力を変動させ なければならない。

これに加 えて発電所外の熱需要の変動に対応
ナ

して熱供給量を変えるという 「2つ の負荷変

動に対応すること」は,石 炭火力であっても

運転制御上の困難 をもたらす ところとなる、

従って,電 気事業者 としては,余 りや りたく

ないのが本音であったと想像されること。

②前節の原子力発電所か らの熱供給にっい

ての項で述べた3項 目の事由については石炭

火力において も同様であること。

か くして,石 炭火力からの熱供給は現在実

現 していないし,こ れからも本格的に実現す

る見通 しにはないのである。

このような最近の状況の分析に立って,平

成4年6月11日 電気事業審議会需給部会電力

基本問題小委員会(委 貝長;生 田豊朗㈲エネ

ルギー経済研究所理事長)報 告書がまとめ ら

れたので,こ の内容につ き紹介して分析を試

みたい.

本報告書は,電源立地の推進方策において,

「地域共生型発電所の実現」 を提言 したとい

う電源立地対策の拡充における画期的意義を

有 している。

§4.「地域共生型発電所」のコンセプ トと実現

可能性

(1)「共生」の概念

①広辞苑によれば,「 「共生」とは,「別種の

生物が一所に棲息 し,互 いに利益を得て共同

生活を営むと考えられる状態。ヤ ドカリの貝

殼 口にイゾギンチャクが着生 し,前 者は後者

の触手によって敵の攻撃を免れ,後 者は前者

の運動によって食餌をあさり得る類。 また,

マメ科植物 と根瘤菌,地 衣類を構成する菌類

と藻類 とが相互に栄養を与えあ う生活をする

i類。」 をいうとしている。

②岩波国語辞典によれば,「共生」とは,「異

種の生物が相手の足 りない点を補い合いなが
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ら生 活 す る現象.」 を い う と して い る。

ω電事審需給部会基本問題小委報告=書

平成4年6月11日 電気事業審議会需給音K会

電力基本問題検討小委員会報告書(以下,「 基

本問題小委報告書」 という。)は,「 第III章個

別課題への対応方策,1電 源立地の推進,A

電源地域の振興の在 り方」において,こ れま

での電源地域振興策にっいて整理分析した上

で,次 のように述べている。

「これ までの電源地域の振興においては,

発電所立地により,各 種交付金等は交付され

るものの,発 電所 そのもの と地域の振興 とが

有機的にリンクする具体策が乏 しく,発 電所

と地域 とは,資 金面等でつなが りはあるもの

の,基 本的には切 り離 された関係 となってい

る.」

このように,地 域 と発電所が切 り離されて

いる状況は,地 域による発電所受入れを実現

し,発 電所の安全性 ・必要性 についての地域

住民をは じめ とする国民的理解を得てい く上

で望 ましいことではない。

「したがって,今 後,電 源地域の振興を推

進してい くにあたっては,地 域 と発電所 との

共生(=地 域共生型発電所)を 実現 していく

ことに重点を置 き,地 域産業の振興及び生活

環境の充実に今 まで十分には活用 されていな

かった発電所の有する諸資源を積極的に活用

してい くとのコンセプ トの下に各種施策を最

大限に活用 していく必要があると考える。

このような地域共生型発電所のイメージと

しては例えば次のようなものが考えられる。

①地域産業 と発電所 との共生

a.発 電所の物理的資源(蒸 気,温 排水,

敷地等)を 活用 した農水産業,観 光産

業振興

・蒸気を活用 した大規模温室花 き栽培

や熱帯動植物園

・温排水を活用した養殖,種 苗生産

・上記生産物(花 き,水 産物等)の 産

直市場や活魚 レス トラン

・港湾施設,護 岸,掘 削残土を活用 し

た,海 釣 り公園,増 殖場,海 面養殖

'辮 謡 犠 発電所デザ]

b.発 電所のソフ ト資源 を活用 した産業

振興

'・地元雇用 ・調達の質的,量 的拡大1

・技能研修による人づ くり支援

・電力関連企業 ・施設の地元立地推=進

[等1

②地域住民と発電所との共生

・蒸気 を活用 した温水プール,地 域冷

暖房

・地域環境に調和 した発電所デザイン

・敷地 を活用 した地元開放型公園,ス

ポーッ施設

・ゴミ焼却場等の廃棄物処理施設の共

同立地

・発電所関係保健医療施設 ・福利厚生

施設の地元開放

・地域における文化活動の支援 ・主催

等
」

(3}「地域共生型発電所]に おける新 しい立

地対策

基本問題小委報告書において,初 めて 「地

域共生型発電所」の概念が提示 されたが,そ

れまでの 「地元共存型立地」,「地域振興型立

地」の概念に付加 されたものとしては,共 生
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関係の実 をあげるため 「発電所の物理的資源

(蒸気,温 排水,敷 地等)を 活用 した農水産

業,観 光産業振興」の概念がある。この中で,

蒸気供給 と温排水有効利用は,そ れ以前の立

地段階で既に提案されていたものであること

から,「敷地等」の有効活用が新規提案 となる

ものである.

すなわち,「蒸気を活用した大規模温室花 き

栽培や熱帯植物園」,「温排水 を活用 した養殖,

種苗生産」は,従 来から提言されている事項

であるが,「敷地等」を有効利用に開放するこ

とにより,現 実味を帯びて来ることとなる。

大規模 温室花き栽培や熱帯植物園の熱需要

変動はゆるやかであ り,温 排 水の有効利用 と

しての養殖,種 苗生産は敷地の開放 を前提 と

しない限り経済性の点で成立 しえない。すな

わち,地 域振興のために 「敷地」 とい う資源

を開放 したこと(外 部者の排除を一部否定 し

たこと)が新 しい立地対策 として評価できる。

㈲ 「地域共生型発電所」は,用 地取得を容

易にするか

基本問題小委報告書における地域共生型発

電所のイメージとして例示されている 「①地

域産業 と発電所 との共生」及び 「②地域住民

と発電所 との共生」の内容は,電 気事業者は

発電を行い,地 域住民は農水産業をそれぞれ

営むという前提で書かれている。すなわち,

「共生」とはそれぞれの生産活動を阻害せず,

それぞれの生業 を立てていく」との概念に止

まっているように見受け られ,共 生の概念で

ある 「別種の生物(産 業)が 一一所 に棲息 し,

互いに利益 を得て共同生活を営む状態」を実

感す ることは難 しい。

「あなたがおや りにな りたければ,ど うぞ。」

と言われたときに,土 地所有者は土地を手放

す気になれるだろうか。そこには,土 地を手

放 した後の生活不安,す なわち退去転出に対

する不安,転 業 ・再就職に関する不安,ど う

やって生計を立ててい くかについて,強 い不

安があると思われる.

このような 「地域共生型発電所」のイメー

ジ提示だけでは,用 地取得 を促進する効果は

余 り期待 できないように思われてならない。

但 し,地 域共生型発電所のイメージとして

例示されている立地対策技術の多くが,最 近

の火力 ・原子力発電所では既に部分的に採用

されているものであ り,実 施に際しての困難

性は少ないと見通される。

一方,漁 業権i消滅 とこれに伴う漁業補償の

実現については,敷 地内開放による 「温排水

を活用 した養殖,種 苗生産」の本格的実施に

ついて,漁 業者個人個人と話し合 うことによ

り直接的に 「共生関係」 を構築 していくこと

が可能になると考えられ る。

§5.「地域起 し型立地」への発想の転換

(1}従来方式による用地取得

発電所用地の取得に際 しての土地売買契約

書においては,土 地所有者は土地代金 を受

取った後は 「本件に関しては今後一切の権利

を主張 しない。」旨の条文が必ず加えられてい

る。農業用地のほか宅地が用地買収の対象と

なる地域住民の場合,土 地の譲渡が終 ると「故

郷の村や町」から退去 しなければならないと

の不安 がある。原子力発電所用地 として買収

する100万坪 一一一300万坪の土地から,以 前の土

地所有者の権利は完全に排除されるわけで,

このような用地取得方式では今後地域住民の

「理解 と協力」を得 ることはます ます困難に
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な って い く もの と思 わ れ る。 こ こ に エ ネ ル

ギー ・テ ク ノ ロ ジー の夢 に よ り新 しい 立 地 思

想 を構 築 す る必 要 が あ るの で あ る。

②新 しい立地 コンセプ ト「地域起 し型立地」

への転換

「地域起 し型立地」の コンセプ ト及び必要

とす る立地対策技術は,次 のとお り。

(A)土地所有者に対 しては,土 地譲渡後にお

ける市町村からの退去転出を求めず,か つ敷

地の一部使用 をも認め る。すなわち,同 じ市

町村内に代替住宅用地 の提供 を行 うととも

に,共 同事業又は業務提携方式による 「ハイ

テク農業」を経営することにより,農 業,園

芸収入を例えば倍増させ る。(発電所関連での

就業 を希望す る者 を発電所側で雇用す ること

は勿論である。)

{B)水産業者に対 しては,発 電所敷地内開放

による温排水利用増養殖事業 を,共 同事業又

は業務提携方式により,本 格的に実施す る。

冬期の種苗の成育に必要 な20℃ 以上への昇温

には小型 ヒー トポンプを採用することによリ

コス ト上昇を回避する。

(C)電気事業者は,地 域の特性,立 地条件に

適合 したハイテク農業技術,ハ イテク水産技

術を確立するとともに,共 同事業又は業務提

携方式の実施に必要 な関連技術者を養成 し,

保有する。

⑪発電所か らの熱供給に代えて,発 電所熱

利用による造水を行い,水 不足の地域に対 し

て純水供給 を行 う。 このためのター ビン抽排

気利用の低温(約50℃ 一一60℃)低 コス ト造水

技術は既に開発研究は終了しており,2900年

迄には十分実用化が可能である。

深夜,タ ービン抽排気を利用 して造水する

ことは,そ れに見合 って電気出力は減少す る

ものの,原 子炉熱出力は一定にして運転可能

であるので,言 い換 えれば 「原子炉の深夜負

荷対策技術であ る」 と評価できる、

また,得 られた純水は,熱 損失 を心配する

二とな く大型タンク内に貯蔵が利 く点で,熱

供給に比べてはるかに適用 しやすい立地対策

技術であるといえる.

今後の原子力や火力の立地地点は,地 域に

十分な水量を有す る河川に恵まれないため,

上水 を多量に使用す る産業(例 えば民宿,水

産加工業,ハ ウス農業 ・園芸等)が 立地でき

ず経済的に発展 していなかった所が多くなる

と考えられる。この ような水不足の地域に純

水を多量に供給 しうる発電所が立地すること

は,共 生関係の実現 として地域起 しの起爆剤

となりうる可能性が大である.特 に夏期の水

枯れ どきに地域社会に純水供給す ることは,

真の共生関係 として高い評価 を得 ることとな

ろう。

ここに対象 とした低温造水技術は,エ ネテ

クドリーム(そ の4)「 ごみから夢 と純水を,

21世紀の夢工場"ご み発電"」において,ご み

焼却熱の有効利用拡大のための技術 として紹

介 した 「低温蒸気使用造水装置」 と同 じ技術

である。

(E)21世紀の未来型発電所 として地域の観光

資源 となりうるよう,新 しい地域景観 を創出

する快美感溢れた革新的発電所デザインを採

用する。

特 に石炭火力の立地に当たっては石炭の持

つ 「汚れやすい旧時代の燃料」 とのイメージ

を払拭 しなければな らない.ま た,新 産都市

に立地 した 「赤白はちまきの露骨な巨大煙突

を屹立させる公害排出源」 としてのイメー ジ
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とも訣別 しなければ,新 しい観光資源 とはな

りえない。

発電所 を新 しい観光資源に転換するとの思

想は,昨 年6月 の基本問題小委報告書におい

て地域共生型発電所のコンセプ トの1つ とし

て提示されているものであ り,是 非 ともこの

方向に沿って具体化 していかなければならな

い 。

では,ど のような石炭火力発電所のデザイ

ンであれば,新 しい地域景観を創出 して観光

資源 となりうるのか。 ここにエネルギーテク

ノロジーの夢がある。以下にその夢 を追 うこ

ととしたい。

21世紀における石炭火力技術は,

①技能 ・性能の面では高い発電効率 を達成

し,

②公害防止,環 境保全対策の面では,SOx,

NOx,ば いじん対策 を完全に実施 し,

③廃棄物処理の面では,石 炭灰の有効利用

を最大限実現 した上で,

④地域環境 との調和はもとよ り,更 に進ん

で 「新 しい地域景観を創出」 という 「技

術の洗練 ・高度化」を達成 して,21世 紀

社会における完成 したエネルギー技術で

あることを示 さなければならない。

このような21世紀における未来型石炭火力

発電所のデザインのコンセプ トとしては,例

えば次のような事項が考えられる.

④ボイラー建屋,タ ービン建屋な ど主要建

物のプロフィルは,地 域景観 と調和す るとと

もに,21世 紀のハイテク技術が生産活動する

場であることを主張するものであること.ま

た,発 電所建物の色彩については,新 産都市

における旧時代の公害産業 とのイメージを完

全に払拭し,未 来 を想像させ,高 度に洗練 さ

れたハ イテク技術 を想像させ るメタリック系

(未来型都市開発拠点 において イメージカ

ラーとして多用 されている。)か,人 にやさし

い生命感 を与えるグリーン系が基調にすべ き

ではないか。なお,暖 色系は火力設備の熱気

を感 じさせ,未 来性を表現することが難 しい

と思われる。

⑬発電所の事業活動が地域の社会及び産業

と共生関係にあ り,技 術の洗練 ・高度化によ

り「人へのやさしさ」「地域へのや さしさ」を

具現するものであること。

◎発電所 として強い自己主張を行って建物

は鋭角的で天に向つて屹立することをせず,

水平方向への広が りと建物上部に安定 と落着

きを示す色帯を与えることにより,地 域景観

の中に抱かれた 「停まい」とすること。

⑪特に廃棄設備である煙突は,30km以 上の

遠方か ら事業場の存在 を認めさせる代表的装

置であることを認識 して,デ ザインを革新す

る必要がある。煙突は「主役 としての膨らみ,

広が り」,「公害排出源」 を連想させる醜いデ

ザインを与えられてはならず,控 え目で軽や

かで,且 つ細身でおしゃれな姿でなければな

らない。

コンクリー ト製の外筒を持つ煙突にあって

は,丸 形を採用したり,高 さに比べて大 きな

直径を採用することは避けるべきである。何

故ならコンクリー ト製丸形煙突は,大 分県佐

賀関精錬所や 日立市久原鉱山の煙突を連想 さ

せ るか らであ り,ま たプロフィルにおいて曲

線を採用す ることも難 しいからである。

③屋外の機械類,配 管類は景観上 レイアウ

トを変更することは不可能であるか ら,発 電

所の敷地境界に添い 「土盛 り」及び 「高木の

植栽」により視界から遮ることが適切である。
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⑲発電所用地は,発 電業務の遂行に支障の

ない範囲で地域に対 して開放す るとともに,

見学者や訪問客に対す るホスピタリティを示

すための施設(ゲ ス トハウス,PRホ ール等)

を設置すべ きである。

以上のとお り,未 来型石炭火力発電所のデ

ザインの革新について述べ てきたが,要 諦は

「発電所を日常生活において眺めなければな

らない地域社会の人達の視点に立ってデザイ

ンを行 う」 とい う発想の転換が求められてい

るということであ り,今 後 「発電所 デザイ

ナー」を育成 し内容の高度化 を図っていかな

ければならない。

§6.「地域起 し型発電所立地」に関する考察

従来からの 「排除型立地」か ら 「地域起 し

型立地」への転換は,地 権者が土地 を譲渡 し

た後の 「故郷の市町村かちの退去 ・転出の不

安感」及び 「長年従事 してきた農業や林業か

らの転職の不安感」の解消 を図 り,真 の 「共

生関係」を構築 しようとす るものである。

「地域起 し型発電所立地
」に転換 した場合

には,立 地地点の地権者に対 して次のように

話を切出すことが可能 となる。

「①土地をお譲 り頂いた後 も,ど うぞ同 じ市

町村に住んで下さい。代 りの住宅用地を

用意 します。

②発電所関連の職場への就業 を希望 される

のであれば,ご 希望に添 えるようにしま

す。

また,引 続き農業・や園芸に従事 したい

とおっしゃるのであれば,一 緒にハイテ

ク農業をや りましよう。私共にはハ イテ

ク農業の技術者 もお り,他 の地点での経

験もありますので,必 ずお役に立てるは

ずです、ハイテ ク農業は敷地内の利用も

可能です し,別 の新 しい土地の利用で も

構 いません。今の農業出荷額の倍増とな

るよう支援協力致 します。

③夏期の水枯れ時や,民 宿経営や レス トラ

ン経営に多量の上水が必要 な時には,発

電所から純水 を供給 します。園芸用にも

使 って下さい。」

また,水 産業者に対 しては,漁 業者個人個

人 を対象として次のように話 を切出すことが

可能 となる。

「①発電所立地のため漁業権の一部を消滅 し

て頂 きますが,発 電所の運転開始後は一

緒に温排 水を有効利用 した増養殖事業を

や りましよう.ヒ ー トポンプ技術が実用

化 したので,冬 期の種苗の成育に必要な

20℃ 以上への昇温は容易にできます。水

産物の出荷額が5割 増 しとなるよう支援

協力致します。

②民宿や レス トラン経営のため,夏 期など

上水が多量に必要な時には,発 電所から

純水 を供給 します。

③発電所は新 しい地域景観 を創 出す る観光

資源 となるよう革新的デザ インを採用 し

ますので,観 光客は大幅に増 える見通 し

です、水産物の売上 げ も伸 びるで しよ

う。」

このような対話は,地 権者各個人,漁 協組

合各個人と行 えることに注意 して頂 きたい。

発電所立地に対する理解 と協力をえてい くた

めには,事 業者の論理 を弱め,相 手の立場に

立って立地対策技術を構築 していくことが必

要であり,「土地の譲渡/用 地取得」「漁業補

償の実施」とい う立地への道筋 を拓 くものと

考える。
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「排除型立地」から 「地域起 し型立地」へ

の転換はまさに発想の転換なのであって,技

術的困難を伴 うものではない。

〔参考〕平成5年 度電力施設計画における火力 ・原子力地点

参考 として,平 成5年 度電力施設計画の中か ら火力発電所(内 燃力発電所を除 ⇔ 及び原子力

発電所の平成5年 度及び6年 度電源開発審議会.ヒ程計画地点の表を示す、

平成5年 度原子力発電所の電源開発調整審議会上程計画地点は,女 川3号 及び大間の2地 点,

出力合計143万kWに 止まっている。

表一1平 成5年 度電調審上程計画地点

火力(6地 点574.6万klV)

発 電 所 名 事業者名 所在地 出 力

(万鮎v)
電調審 着 工 運 開 備 考

T1 中 部 145.8 5-12 6-12 1⑪一9 LNG

T6 〃 145.呂 5-12 lO-11 14-8 "

橘 湾 四 国 徳1島 7⑪ 5-12 9-3 12-7 石 炭

大 霧 九 州 鹿児島 3 5-11 6-7 8-3 地 熱

橘 湾1号 電源開発 徳 島 105 5-12 8-12 12-7 石 炭

"2号 F' ,' 105 5-12 8一 工2 13-1 〃

原 子 力(2地 点143.1TikW)

発 電 所 名 事業者名 所在地 出 力
〔万kw) 電調審 着 工 運 開 備 考

女 川3号

大 間

東 北

電源開発

宮 城

青 森

82.5

60.6

6-3

5-12

8-11

8-4

14-3

14-3

BWR

ATR
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表一2平 成6年 度電調審上程計画地点

火力(10地 点1,017万kW)

発 電 所 名 事業者名 所在地 出力
(万憾の

竜調審 着 工 運 開 備 考

T1 東 京 144 6-7 7-1 10-7 LNG

T2 〃 144 6-7 7-1 11-7 "

T3 〃 144 6-11 8-9 12-7 "

T4 〃 1哩4 6-ll lo年 度 14年 度 〃

一ヒ 尾 大 田2号 北 陸 石 川 7⑪ 6-7 7-3 10-7 石『 炭

舞 鶴1号 関 西 京 都 9⑪ 6-7 8-U ll-ll 〃

1'2号 μ 〃 9⑪ 6-7 8-11 12-3 〃

滝 上 九 州 大 分 2.5 6-7 7-3 8-11 地 熱

苅 田 新1号 " 福 岡 35 6-7 6-11 9-7 石 炭

新 大 分3号 系 列 " 大 分 153.5 7-3 7-7 10-7 LNG

12年度以降 15年度以降

原 子 力(9地 点1,063.7万kW)

発 電 所 名 事業者名 所在地 出力
(万嗣

電調審 着 工 運 開 備 考

東 通1号 東 北 青 森 11⑪ 7-3 10年 度 16年 度 BWR

〃2号 〃 ,' 11⑪ 7-3 11年 度 17年度以降 〃

浪 江 ・ 小 高 " 福 島 82.5 7-3 1⑪年度 15年度以降 "

Nl 東 京 135.6 7-1 8年 度 13年 度 〃

N2 〃 135.6 7-1 9年 度 14年 度 〃

東 通1号 〃 青 森 11⑪ 7-3 10年度 16年 度 〃

"2号 〃 〃 110 7-3 工1年度 17年度以降 〃

芦 浜1号 中 部 三 重 135 7-3 10-5 14年 度 一

'12号 〃 " 135 7-3 10-5 14年 度 一

一77一



研究所のうごき
(平 成5年3月1日 」一一一r6月30日)

◇ 理事会開催

第36回 理 事会

日 時=3月19日(金)12=OO～13=10

場 所:経 団 連会 館(9階)906号 室

議 題=

第一 号議 案 平 成5年 度事 業 計画 お よび収

支 予算(案)に つ いて

第二 号議 案 平 成5年 度運 営 費借 入に つ い

て

第37回 理 事会

日 時16月18日(金)12二 〇〇一一13115

場 所:経 団連会 館(9階)906号 室

議 題1

第一 号議 案 平成4年 度事 業報 告書 お よび

収 支決 算書(案 〕につ い て

◇ 月例研究会

第101回 月例 研 究会

日 時=3月26日(金)14100--16100

場 所=大 和 生 命 ビル22階 スカイホールA・B

議 題

1.地 熱 開発 の動 向

(通商 産業 省 資源エ ネ ルギー 庁 公益事 業

部 発電 課 新 ・再 生 可能 エネ ル ギー発 電

班 長 中島英 史氏〕

2.高 レベ ル放 射性 廃棄 物処 分 にか か る各国

の動 向

一 ウェ イス ト ・フォー ラム'93か ら一

(専門役 村野 徹)

第1e2回 月例 研 究会

日 時 二4月23日(金)14=OO--1610G

場 所:航 空会館6階 中ホー ル

議 題

1,プ ル トニ ウム利 用 につ いて

{副主席研 究 員 楠 野 貞夫)

2.我 が 国の 原子 力発電 所 の故 障 ・トラブ ル

等 の分析 調査 につ い て

(株)テ クノ リサー チ研 究所 代表 取締 役

内 田二郎 氏)

第103回 月例研 究会

日 時=5月28日(金)14=OO--16:0⑪

=場 所:航 空 会館7階 第1・ 第2会 議 室

議 題

1.平 成5年 度施 設計 画 の概 要 につ いて

(通商産 業 省資源 エ ネル ギー庁公 益事 業

部 開発課 計画班 長 山本 哲也氏)

2.ス ーパ ー ゴ ミ発電 につ い て(石 油 活用 型

ガス ター ビ ン複合 ごみ焼却 発電 システム

モデ ル調査Part2)

(主管研 究 貝 赤 田卓 己)

ag104回 月例研 究会

日 時=6月25日(金)13=30-一 一15:30

場 所=東 京 商工 会議所 講堂

(東商 ビル 地 下2階)

議 題

1.我 が国 の原 子力発 電の マ ネ ジメ ン トカル

チ ャア

(主任研 究 員 谷 口武 俊)

2,CO,回 収 シス テム に関す る調査

(主任研 究 員 加 賀城 俊正)

◇ 主なできごと

3月2日(火)・ 第3回 環 境調 和型 エ ネル ギー ゴ

ミュ ニテ ィー 調査 委員会

・第3回 実 用発 電用 原子炉 廃炉 技

術調 査委 貝会 開催

・第3回 中規模 都 市に おけ る未利

用 エ ネル ギー を利用 した高効 率

.エネ ル ギー供 給 シス テムモ デル

調査 委貝 会 開催

・第3回 分 解軽 油 の利用拡 大 に伴

うA重 油 品質 の あ り方 に関す る

調 査 ・システム分 科会 開催

・第5回 原子 力政策 研究会 開催

3日(水)・ 第3回 メタ ノー ル火 力発 電所 の

環 境影響 評価 実証 調査 ・ワー キ

ン ググルー プ

4日{木)・ 第3回 火 力発電 プ ラ ン トか らの

CO、 回収 シス テム に関す る調査
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委員会

・第4回 電 力需要 対 策推進 可能 性

調査委 員会

3月5日(金)・ 第1回 大 型 メ タノール エ ンジ ン

発電 プ ラン ト導入 可能 性調査 検

討会

・第5回FBR・F/Sプ ラン ト

概 念評 価検 討WIG開 催

8日(月)・ 第3回HLW制 度 調査 検 討委 貝

会

9日(火)・ 第2回 次世 代ハ ウスエ ネル ギー

供 給利 用 シ ステム作 業会

・第3回 コー ルベ ッ ドメタ ン利 用

に関す る技 術 開発課題 調査 委 員

会

10日(水)・ 第5回FBR・F/S要 素 技術

評価検 討W/G開 催

・第2回 レー ザー 濃縮新 技術 経 済

性 調査 委員 会 開催

・第 畦回高度 負荷 集 中制御 システ

ム検 討 委員 会 ・シス テム分科 会

11日(木)・ 第4回 分解 軽油 の 利用拡 大 に伴

うA重 油 品質 の あ り方 に関す る

調査 ・エ ン ジン分科 会開催

15日(月)・ 第3回 次世 代ハ ウスエ ネル ギー

供 給利 用 シ ステム専 門委 員会

17日(水)・ 第4回 高度 負荷 集 中制御 システ

ム検 討 委員 会 ・ロー ドマ ネ ジ メ

ン ト分科 会

・第5回 分解 軽油 の利 用拡 大 に伴

うA重 油 品質 のあ り方 に関す る

調 査 ・シス テム分科会 開催

18日(木)・ 第5回 電 力需要 対策推 進 可能性

調査 委 員会

19日(金)・ 第3回 燃料 油研 究 開発 調査(軽

油用含 酸素 燃料 に 関す る調査)

分科 会 開催

・第5回 高効 率発 電 技術 調査 委 員

会

・第4回 分散 型新 発電 技術 実用 化

実証 研 究 に関す る調査 委 員会 ・

幹事 会

・第3回 都 市 エ ネル ギー セ ンター

導入 にかか わ る調査 ワー キ ン グ

グルー プ

・第4回 分 散 型新 発電 技術 実用 化

実証 研究 に 関す る調査 委員 会 ・

幹事 会

・第2回 原子 力熱利 用要 素技 術 に

関す る調 査委 員会 開催

22日(月)・ 第3回 メタ ノー ル火 力発電 所 の

環境 影響 評価 実証 調査 委員 会

・第3回 高度 負荷 集 中制 御 シ ステ

ム検 討委 員会 ・専 門部 会

・第2回 石 炭 技術 に係 わ る技 術 デ

ー タ検索 及 び研 究設備 の体 系化

調査 研究 委 員会 開催

23日(火)・ 第3回 分 解軽 油 の利用拡 大 に伴

うA重 油 品質 の あ り方 に関 す る

調査 ・委 貝会 開催

・第1回 高効率 廃i棄i物発 電 トー タ

ル シ ステム検 討会

24日(水)・ 第4回 火 力発 電 プ ラン トか らの

CO2回 収 シ ス テム に関 す る調

査委 員会

・第5回 廃 棄物 発電 に係 る技術 検

討会

・第2回 家 庭用 電 力最 適 運用機 器

システ ム検討 委員会

25日(木)・ 第2回 分 散型 新発 電技術 実 用化

実証 研究 に 関す る調査 委員 会

26日(金)・ 第2回 高 度 負荷集 中制御1シス テ

ム検 討委 員会

・第2回 大 型 メ タ ノー ルエ ン ジン

発電 プ ラ ン ト導 入可能 性調 査検

討会

29日(月)・ 第3回 新 エ ネル ギー技 術開 発 の

展開 に関 す る調査 研究 委員 会

30日(火)・ 第3回 燃 料油 研 究開発 調査(軽

油用 含酸 素燃 料 に関す る調査)

委 員 会開催

31H(水)・ 第3回 高効 率発 電技 術調 査 ・A-

PFBCi発 電 システム 調i査検 討

会

・第3回FBR新 技術 フ ィー ジビ

リテ ィ調査 検 討委 員会 開催

4月12日(月)・ 第6回 原 子 力政策研 究会 開催

・第1回 燃 料油研 究 開発 調査(軽

油用 含酸 素燃 料 に関す る調査)

WG開 催

26日(月)・ 第2回 燃 料油 研究 開発 調査(軽

油用 含酸 素燃 料 に関す る調査)
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WG開 催

・第3回 原子 力熱利 用要 素技 術 に

関す る調 査委 員会 開催

5月7日(金)・ 第4回 燃料 油研 究開発 調 査(軽

油 用含 酸素 燃料 に関 す る調査)

委 貝会 開催

13日(木)・ 第6回 原子 炉安全 数値 解析 高 度

化委 員 会開催

14日(金)・ 第7回 原子 力政策 研 究会 開催

25日(火)・ 第4回 環 境 調和 型エ ネル ギー コ

ミュニ テ ィー調査 委 員会

31日(月)・ 第4回 原子 力熱 利用 要素 技術 に

関 す る調査 委貝会 開催

6月1日(火)・ 第1回 石 油 活用 型 ガス ター ビ ン

複合 ごみ焼 却発 電 シス テムの 実

用化 調査 委 員会 開催

14日(月)・ 第1回 非在 来型 天然 ガ ス調 査 分

科会

・第1回 石 油 活用 型ガ スター ビ ン

複 合 ごみ焼 却発 電 シ ステム の実

用 化調 査分 科会 開催

15日(火)・ 第1回 高効率 発電 技術 調査 委 員

会

・第2回 プ ル トニ ウム 等利用 方 策

開 発調査 委 員会 開催

16日(水)・ 第8回 原子 力政策 研究 会 開催

・エ ネ ルギー 環境予 測検 討WG準

備会 開催

22日(火)・ 第5回 環境 調和 型工 ネ ル ギー一コ

ミュ ニテ ィー調査 委 貝会

23日(水)・ 第1回FBR新 技術 フ ィー ジ ビ

リテ ィ調査 検討委 員会 開催

25日(金)・ 第7回 原子 炉安全 数値 解析 高 度

化委 員会 開催

29日(火)・ 第1回 非在 来型天 然 ガ ス調 査委

員会 開催

◇ 人事異動

に任 命

(昇任 ・異動)

企画 部 ・プ ロ ジェ ク ト試験研 究 部

研 究員 黒 沢厚 志 プ ロジ ェ ク ト試験研 究

部 主任 研 究員 に任命

プ ロジェ ク ト試 験研究 部

主任 研 究員 森信 一郎 企 画部 ・プ ロジェ

ク ト試 験研 究部 兼務 を任命

05月31日 付

(退任)

プ ロジェ ク ト試験研 究 部

主任 研 究員 佐 藤富 男(出 向解 除)

06月1日 付

(採用)

和達 嘉 樹 専 門役 に任 命

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 に配属

牧 野裕 子 研 究 員 を委 嘱

プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 に配属

(昇任)

下 岡 浩 主管 研究 員に任 命

06月29日 付

(採用)

相 馬昭典 研 究顧 問 を委嘱

(期間 は平 成6年3月31日 迄)

高瀬 哲 主任研 究貝 に任 命

プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 に配属

(退任)

主任 研 究員 松 葉 明(出 向解 除)

06月30日 付

(採用)

中 山雄 幸 主管 研究貝 に任 命

プ ロ ジェ ク ト試 験研 究部 に配属

(退任)

経理 部 長 高橋勝 治(出 向解 除〉

プ ロジェ ク ト試 験研 究 部

副主 席研 究 貝 吉江照 一(出 向解 除)

主管研 究員 津 久井 豊(出 向解 除)

主管研 究貝 敷 地 明(出 向解 除 〉

03月31日 付

(退任)

エ ネル ギー 技術 情 報 セ ンター 長 大塚 益 比

古

04月1日 付

(採用)

石崎一 夫 エネ ル ギー 技術 情報 セ ン ター 長

◇ 海外出張

(1)蛭 沢重信 主 任研 究員 は,高 レベ ル放 射性廃

棄物処 分 の社 会的受 容性 活動 に関 す る実態調

査 の ため,平 成5年4月1日 か ら平成6年3

月31日 の間,ス イスColencoPowerConsult・

ingLtd.へ 長期 海 外 出張。
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(2)加 賀 城俊 正主任 研 究貝 は、「IEA温 室 効果

ガ ス関 連技 術開発 計 画」専 門家会議 出席 の た

め,4月18日 か ら4月25日 の 間,イ ギ リスへ

出 張 した。

〔3)杉 本雄 二 主任研 究貝 は,発 電 用新 型炉 等開

発調 査 の ため,5月16日 か ら5月30日 の 間,

ドイツ,チ ェ コ,ロ シ アに 出張 した。

④ 黒 沢厚志 主任 研 究員 は,「国際 エネ ル ギー ワ
ー クシ ョ ップ」 お よび 「気候変 動 に関 す る政

府 間パ ネ ル総会 」参 加 のため,6月2⑪ 日か ら

7月2日 の 問,オ ー ス トリア,ス イスに 出張

した。
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編集後記

巻頭 言 は,東 京 ガ ス㈱ 片 岡宏文代 表 取締 役

副社 長か ら頂戴 した。 片 岡副社 長は,ガ ス業

界 の技術面 を リー ドされ てい る技術 系の 経営

者 と,か ねが ね承 っ てお り,燃 料 電 池の 開発

に 当 って,電 力業 界 と提 携 して推 進 され よう

とす る,不 退転 の決 意 を吐露 して いただ き深

い感銘 を受 け た.

理事 長対 談 には,非 常 に お忙 しい さ なかに

も拘 らず,資 源 エ ネル ギー庁 長官 官房 審議 官

末廣 恵雄 氏 に ご出席 いた だい た。 ご所 管 の原

子 力 を始 め として,エ ネ ルギー政 策全 般 に わ

た って,幅 広 い視 野か らのお話 を伺 うこ とが

で き,非 常 に 実 りの あ る対談 とな った。

今 後 の当研 究所 への ご要望 として 国際協 力

を挙 げ られ たが,研 究機 関 と して広 い分 野の

調査研 究 を行 う当研 究 所 として は,当 然果 す

べ き課題 であ ろ う.又,理 事 長発 言 の 自主研

究へ の取 り組 み にっ いて は,多 くの受託 研究

課題 を抱 え る研 究 機 関の悩 み で もあ るが,研

究所 の将 来の 発展 の ため に も,力 を注 ぐべ き

課題 で は なか ろ うか。

本 号 には,本 年3月 策定 され た 「中長期 ビ

ジ ョン」 の全文 を掲 載 した。 今 後の 当研 究所

の運 営方針 とその 戦略 を示 した もの で あ るか

ら,「 平成5年 度事 業計 画の概 要」と併せ て是

非 ご一読 願 いた い。

所 内か らは,村 野徹 専 門役 に は 「ウ ェイ ス

ト・フォー ラム'93」 にっ いて,赤 田卓 己主管

研究 員 には 「スー パー ごみ発 電」 につ い て,

また,松 本一 彦主 任研 究員 には 「高効率 発 電

技術 」に 関 し,米 国 に出張 した調 査報 告 につ

い て,そ れ ぞれ執筆 して いただ いた.

エネテ ク ドリー ム21は,地 域 起 し型 発電所

へ の転換 をテー マに した,発 電所 立地 の新 し

い方向性 を示 した好読 み物 で ある。

IAE女 性 研究 員取 材 チーム に よる訪 問記

は,千 葉 県御宿 町 に あ る側)海洋生 物環 境研 究

所 中央研 究所 の紹 介記事 であ る.同 研 究所 は,

発電 所温排 水 と海 生生物 ・海 洋環 境 とのか か

わ りあ い を研 究す る世 界唯一 の研 究機 関 であ

O,そ の一 端 な りとも,こ の記事 か らご理解

いた だけ れ ば幸 であ る。

今 回か ら名 編集 者大 塚 氏に替 っ て,石 崎が

担 当す るこ とに な った。大塚 氏 は人 も知 る原

子 力の碩 学 で もあ り,今後 の編集 に 当 っては,

その名 を汚 さな い こ とを 自戒 とした い。読 者

の皆 様方 の今・後 の ご指 導 とこ鞭燵 を心 か らお

願 いす る次第 で あ ります.(石 崎 一夫 記)
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